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皆さまと、地域とともに60年

2003千葉銀行レポート
ディスクロージャー誌
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千葉銀行本店

60
当行では、地域の皆さまへの感謝の気持ちを込めて、「緑」「企業」「信頼」という地域社会

にとってかけがえのない大切なものを育てる、60周年記念事業を展開しています。

平素より千葉銀行をご利用、お引き立ていただき、まことに

ありがとうございます。

当行は、お蔭さまで本年３月に創立６０周年を迎えることが

できました。この間、千葉県経済の発展とともに成長し、地域

のリーディングバンクとして今日の経営基盤を築くことができまし

た。これもひとえに、皆さまの温かいご支援、ご愛顧の賜ものと深く感謝しております。

このディスクロージャー誌「2003 千葉銀行レポート」では、当行の経営方針、業務

内容、最近の業績など、できるだけ多くの経営情報について、わかりやすくご説明する

ことを心がけました。ぜひご一読いただき、皆さまのご参考にしていただければ幸

いに存じます。

当行は、本年４月から、中期経営計画「創造とスピードの１００週間」をスタートさせ

ております。本計画をつうじて、経営体質の強化を図りますとともに、積極的な情報

開示など、経営の透明性を高め、地域経済発展のために今まで以上に皆さま方のご

要望に応えてまいりたいと存じます。引き続き、皆さまの一層のご支援、お引き立て

を賜りますよう、お願い申し上げます。

平成15年7月

取締役頭取

ごあいさつ

60周年記念事業

私たちは緑を育てます 私たちは企業を育てます 私たちは信頼を育てます

緑化関連事業 ベンチャー育成支援事業 CS向上活動

「育てます 大切なもの」



創立 昭和18年3月

拠点 国内： 161店舗（本支店141、出張所12、
特別出張所6、仮想店舗2）

店舗外現金自動設備10,131か所
（うちコンビニATM「E-net」4,714か所、
アイワイバンク銀行との提携による共同
ATM5,160か所）

両替出張所2か所

海外： 3店舗（ニューヨーク、香港、ロンドン）

2駐在員事務所（上海、シンガポール）

従業員数* 3,623人

総資産 8兆120億円

預金 7兆1,749億円

貸出金 5兆6,064億円

資本金 1,210億円

発行済株式数 845,521千株

自己資本比率 単体10.24％　連結10.42％
（国際統一基準）
＊従業員数には出向者、嘱託および臨時従業員を含んでおりません。

本誌は、銀行法第21条に基づいて作成したディスクロージャー資料
（業務及び財産の状況に関する説明書類）です。
諸計数は原則として単位未満を切り捨てのうえ表示しています。

千葉銀行のプロフィール（単体）（平成１５年３月３１日現在）
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中 期 経 営 計 画

｢創造とスピードの100週間｣
活動期間：2003年4月から2005年3月まで

最も質の高い「地域の総合金融サービスグループ」

持続的な収益力強化

1. 収益構造の変革

①個人向けビジネスへの経営資源シフト・集中等に

よる収益拡大

②法人向けビジネスにおける経済的付加価値の向上

③地公体等向けビジネスの抜本的見直し

④マーケット運用力の強化

2．経費の削減

経営システムの変革

1. 収益構造変革のための営業体制構築

2. 収益管理体制の一新

3. ガバナンス体制の再構築

4. 新人事制度の定着化等による活力ある組織への変革

5. 高度なリスク管理体制・コンプライアンス体制

の構築

6. お客さま満足度の更なる向上

当行は、財務の柔軟性と高い収益力を兼ね備え、地域の皆さまからこれま

で以上に高いご信頼をいただける、「銀行経営のベストプラクティス」を目

指し、「スピード」と「高い創造力」を発揮しながら、「中期経営計画『創造と

スピードの100週間』」を実施してまいります。

経営指針（ちばぎんブランド）

主要課題

目標とする指標

連結当期利益の持続的拡大
グループによる高度な

トータルソリューションの提供
ステークホルダーの価値（満足度）
向上につながる継続的な自己改革

連結当期利益 単体業務純益 OHR ROA ROE Tier 1比率

16年度 300億円 760億円 50％程度 0.3％以上 7％程度 7％以上

（参考）17年度 360億円 780億円 50％未満 0.4％程度 8％程度 8％程度

※本中期経営計画は行動期間を平成15年度、平成16年度の2年間としておりますが、平成16年度の活動実績が年度決算に完全に

反映されるのは翌年度以降となることから、平成17年度の目標を参考として記載しました。



中期経営計画「創造とスピードの100週間」に

ついて教えてください。

今回の中期経営計画は、平成15年4月から平成17年3

月を計画期間とし、2年間・100週間というこれまでの計画

とは異なる時間軸の中で、金融機関を取り巻く諸々の今

日的課題に的確に対応し、「銀行経営のベストプラクティス」

を目指していくことを骨子としています。

資金の安定供給などをつうじて地域経済活性化の一

翼を担うこと、地域のお客さまに高品質・高付加価値な

金融サービスを提供することなど、地域金融機関である

当行の果たすべき役割は、過去からそして将来にわたっ

て変わらないものです。したがいまして、目指すべき経営

指針は、前中期経営計画を引き継ぎ「最も質の高い地域

の総合金融サービスグループ」といたしました。

主要経営課題は、「持続的な収益力強化」「経営システム

の変革」とし、個人向けビジネスへ経営資源をシフト・集中し

て収益拡大を図るなど、この100週間で資産の構成や業務

のプロセスを見直し、新たな仕組みを作り上げていきます。

また、環境変化の大きさとスピードを踏まえますと、中期

経営計画の実現のためのキーワードは、「創造」と「スピー

ド」であると考えています。お客さまのニーズが多様化する

なか、銀行に対する規制緩和も進み、投資信託や年金保

険など取り扱い商品も増えています。こういった時代に対

応するためには、新しい商品・仕組みなどを創り出し、ス

ピードをもって対応していくことが重要と考えています。中

期経営計画の重要施策については、若手・中堅行員を中

心に11のプロジェクトチームを組成し、各種経営課題への

対応策について徹底的に議論しています。

平成15年3月期の業績について

教えてください。

銀行の本来の収益力を示す業務純益は、一般貸倒引

当金繰入前で前年同期比36億円増加し715億円と、引き

続き高い収益を上げることができました。

預金は給与振込や年金振込などの家計のメイン口座が

増加し順調に推移していますが、景気の低迷により法人

のお客さま向けの貸出が減少したことなどにより、預金・

貸出金から得られる資金利益は減少しました。一方、多

様化するお客さまニーズにお応えするため、投資信託、年

金保険やデリバティブといったさまざまな金融商品をお客

さまにご提案したことにより、役務取引等利益が昨年に比

べて27億円増加したこと、そして経費を削減したことが業

務純益が増加した理由です。役務取引等利益は1件当た

り何百円、何千円という手数料を積み上げた結果として

27億円増加という成果につながったわけですから、新た

な金融商品が数多くのお客さまのご支持をいただいたと

いう意味で、大変大きな成果だったと受け止めています。

また、もう1つ重要な指標に、OHR（オーバー・ヘッド・レシ

オ）がありますが、前年同期比1.37ポイント改善しています。

中期経営計画「A・C・T2003」の計画スタート時と比較する

と、6.36ポイント改善しています。業務全般にわたる抜本的

な見直し・経費の削減・効率化が進んだということです。

金融機関の健全性を示す自己資本比率は、当行のよう

に海外に拠点を持つ銀行は、国際統一基準である8％を

確保しなくてはいけないのですが、ちばぎん単体では

10.24％、ちばぎんグループ連結では10.42％と、皆さまの

期待に応えうる十分な水準を確保しています。

3皆さまと、地域とともに60年。 
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頭取インタビュー

早川頭取に聞く
千葉銀行の現状、そして将来

Q Q 
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皆さまと、地域とともに60年。 

今期は前期に比べて不良債権処理額が

減少していますが、不良債権への対応について

教えてください。

不良債権への対応は、将来発生する可能性がある貸

倒れに対しても十分な引当てを行うなど、着実に進んで

います。

前期末の金融再生法開示債権は5,286億円であります

が、そのうち担保や引当金で85.6％が保全されており、

当行の収益に与える影響は限定的なものとなっています。

当行は、破綻などにより再生が見込めない先につい

てはオフバランス化を進めております。一方、現状は厳

しい状況にあるものの再生可能な中小企業に対しては、

十分な引当てにより資産の健全性を確保したうえで、企

業の状況や地域の特性等を鑑みながら、再生策を提案

していくことを基本に考えています。これはリレーション

シップバンキングで求められている地域金融機関の在り

方、そのものであると考えています。

具体的には、企業の再生を支援するための専門部署

として「審査二部」を設置し、経営相談や各種アドバイス

などさまざまなお手伝いをしています。今後とも、こういっ

た努力をもっともっと進めて行きたいと考えています。

個人ビジネスについて、今後どのような

取り組みを行っていくのですか。

千葉県は人口600万人を有し、首都機能の一翼を担

う位置にあり、今後とも人口の増加が見込まれ、金融

サービスを提供する地盤としては、大変恵まれています。

そのような環境のもと、中期経営計画の主要課題として、

個人のお客さま向けビジネスへの経営資源シフト・集中

を掲げ、積極的に取り組んでいます。

住宅ローンにつきましては、ここ3年連続して毎年約

1,000億円ペースで残高を増やしています。住宅ローンとい

うのは、去年借りて、また今年借りるということはないわけ

ですから、地域内で、それだけ私どもの住宅ローンを使っ

ていただいている方が増えているということが言えます。

投資信託のお預り残高は、平成15年3月末で1,752億円

と地方銀行トップクラスです。当行では、投資信託の販売

資格を持つ約2,900人が、お客さまニーズを的確に把握し、

窓口・お客さまのご自宅・電話・インターネットなどあらゆる

チャネル・機会をとらえ、投資信託の販売に携わり、お客

さまに最適なポートフォリオ提案を行ってきた結果です。

年金保険の販売では、平成14年10月の取り扱い開始

から6か月間で当行がお預りした取扱保険料は492億円

にのぼっています。また、個人預金はこの1年間で1,042億

円増えています。投資信託・年金保険・個人預金と私ど

もの窓口をつうじて動いているお金は大変大きな金額と

なっています。個人金融資産という面で見ても、お取引き

をいただいているお客さまの輪は着実に広がっています。

今後については、さらに多様化・高度化するお客さま

一人ひとりのニーズに的確にお応えしていくためには、

商品・サービスの企画力が重要になってくると考えています。

テレフォンバンキングやインターネット

バンキングなど、チャネルの多角化について

教えてください。

テレフォンバンキングやインターネットによるダイレクトバ

ンキングは、なお一層便利にお使いいただけるよう今後

とも積極的に対応してまいります。

Q Q 

Q 

頭取インタビュー
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皆さまと、地域とともに60年。 

日中、銀行窓口にお越しいただくことが困難なお客さ

まに対しましては、電話で色々な金融サービスを提供し、

さまざまな相談にもオペレーターが応対する、テレフォン

バンキングの役割が重要となってくるのではないかと考

え、本年3月には、テレフォンバンキングセンターを拡張す

るとともに、24時間365日各種サービスをご利用いただけ

る体制を整備しました。あわせて、お客さまのさまざま

なニーズにお応えするため、投資信託などの資産運用

相談について経験豊富な人材を採用し、今まで以上に、

お客さまに最適なご提案を行えるようにいたしました。

また、インターネットにつきましては、新たに投資信託の

ご購入や解約などの取り扱いを開始しましたほか、資産

運用ポータルサイト「マネー＠ちばぎん」や事業者向け経

営支援サービス「ビジネス＠ちばぎん」を開設し、「ビジネ

スマッチング」のサービスを付加するなど、機能性の向上

と情報内容の充実にも努めております。

今後につきましても、お客さまのお取引チャネルのニー

ズに十分お応えできるよう、新チャネルにも積極的に対応

してまいりますが、私どものような地域金融機関にとって

お客さまとの取り引きの基本はフェース・トゥ・フェースであ

り、これをないがしろにしてダイレクトバンキングは成り立

たないと考えています。

法人向けビジネスへの取り組みについて

教えてください。

景気が長期間低迷するなか、法人のお客さま向け貸

出が減少している環境を踏まえますと、当行として新た

な商品やサービスを提供し、お客さまに満足していただ

きながら、経済的付加価値（※）を向上させていくことが

重要であると考えています。

そのために、金融取引を巡るさまざまなリスクを的確に把

握したうえで適切にコントロールしていくことを前提に、幅広

いお客さまに安定的な資金供給・信用創造が行えるよう審

査体制を見直したり、貸出金利のリスクに応じた適正水準

の確保などに努めています。あわせまして、お客さまの事業

の拡大に役立てていただけるよう、当行グループのもつ金

融ノウハウや情報を、幅広くお客さまに提供しています。

最近の千葉県内の動向をみますと、東京から近いこと

に加え成田空港の平行滑走路供用開始も重なり、倉庫

を建てて流通業者に貸し出す、マンションを建ててこれ

をリースするといった、不動産に関連する資金ニーズが

引き続き高くなっています。私どもの貸出の比率をみる

と、不動産向け貸出の割合が高くなっていますが、土地

をお持ちの方が新たな事業に取り組む際に、地域の情

報を数多く保有する当行に借入れの申し込みをされ、

私どもが各種情報等を付加し、経済価値を高めたうえで、

貸出を行うといったものが多くなっているからです。また、

このような貸出については、デフォルト率が低いというの

も特徴となっています。今後とも採算性や地域の特性等

をみながら、お客さまに的確なアドバイスをご提供し続

けていきたいと考えています。

また、従来からの貸出業務といった銀行業務の枠を超

え、高度化するお客さまニーズにお応えするため、デリバ

ティブ・シンジケートローン・流動化商品などにも、積極的

に対応し、メガバンクスに対抗できる品揃えを充実し、あ

らゆるニーズに応えられるよう、ちばきんグループ一丸と

なって総合的な提案を行っていきます。

（※）経済的付加価値とは、リスク・コスト控除後収益から更

に資本コスト（株主が当行に期待する収益）を控除した

もので、最終的な利益額を示します。

Q 
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お客さま満足度向上活動について

教えてください。

当行では、平成10年下期からお客さま満足（CS：地域

のお客さまから信頼され、愛される銀行になろう）、社

会満足（SS：地域社会にとってかけがえのない銀行にな

ろう）、従業員満足（ES：家族・友人に誇れる銀行にな

ろう）を企業としての行動指針とするお客さま満足度向

上活動を展開しています。

金融機関間の競争が激化するなか、お客さまが金融

機関を選ぶ際の最後の選択肢は「CS」ではないかと考

えています。銀行にとって明るい挨拶、丁寧な応対は

当たり前のことであり、正確・迅速な事務処理、商品・

サービスに対する適切なアドバイスの全てが揃ってはじ

めて、お客さまに満足していただけるものと思っていま

す。お客さまのニーズを捉え、最適な商品を提案し、

お客さまからの信頼の向上に努めることが、最も大切

なことであると考えています。

また、お客さまからいただく貴重なご意見や苦情等に

つきましては、「総務部お客様相談グループ」がお受けし

た後、関連する各部店で内容を調査したうえで、速やか

にお客さまにご連絡しています。なお、お客さまからい

ただいた貴重なご意見等につきましては、関連する各部

店のみならず、銀行全体で情報を共有し、業務の改善

等に活かしています。

このような活動をつうじて、地域の皆さまの期待にお

応えし、感動していただけるサービスを提供していきた

いと考えています。

この4月から執行役員制度を導入するなど、

経営システムの変革に取り組んでいますが、

その内容について教えてください。

経済、金融マーケットのグローバル化の進展を踏まえ、

本年4月に経営の意思決定・業務執行等にあたっての当

行の基本的な枠組みを抜本的に見直し、経営体制改革、

本部組織並びに人事制度の改定による、経営システムの

変革に取り組みました。

経営体制改革といたしましては、重要事項の決定や業

務執行の監督機能など取締役会の機能を強化するとと

もに、業務執行機能の充実を図るために執行役員制度

を導入しました。執行役員は取締役会の決定する方針

に従い、取締役会の監督のもと所管業務を執行すること

とし、取締役は経営責任を、執行役員は業務執行責任

を負う体制としました。

また、主要拠点の営業店長に執行役員を配置し、地

域のお客さまのニーズをより迅速かつ幅広く業務運営に

反映できる体制としました。

経営体制改革に合わせて、組識としての迅速な意思決

定、強い達成意欲をもった諸施策の実行・成果・実績に

対する責任を明確にするため、本部各部室の機能・役割

を見直し、本部組識を、「コーポレート・スタッフ部門」と

「業務執行部門」の2つに分け、業務執行部門は「営業部

門」、「審査・管理部門」および「コーポレート・サービス部

門」の3つに再編しました。

人事制度の改定では、行員一人ひとりにこれまで以上

のモラールアップと能力発揮を促し、専門スキルを持っ

た人材の育成と行員の意欲をより高めるため、職務・成

果を重視した処遇体系としました。

3月28日に金融庁から「リレーションシップ

バンキングの機能強化に関するアクション

プログラム」が公表されましたが、どのように

取り組んでいくのか教えてください。

一般的にリレーションシップバンキングとは、金融機関

がお客さまとの間で親密な関係を長く維持することによ

りお客さまに関する情報を蓄積し、この情報を基に貸出

等の金融サービスの展開を行うビジネスモデルのことで

あり、中小・地域金融機関がまさにその役割を担ってい

るといえます。

このアクションプログラムでは、「平成16年度までの2年

間を地域金融に関する『集中改善期間』としたうえで、そ

れぞれの中小・地域金融機関が本提言の主旨に沿って

リレーションシップバンキングの機能を強化し、中小企業

Q 

Q 

Q 
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の再生と地域経済の活性化を図るための各種の取り組

みを進めることによって、不良債権問題も同時に解決し

ていくことが適当と考えられる。」とされています。そのな

かでは、「中小企業金融の再生に向けた取組み」、「各金

融機関の健全性の確保、収益性の向上に向けた取組み」

として、創業・新事業支援機能等の強化、取引先企業に

対する経営相談・支援機能の強化、地域貢献に関する

情報開示等が求められ、平成15年8月末までに各金融機

関は、「リレーションシップバンキングの機能強化計画」を

提出することとされています。

今回、アクションプログラムで示された事項をみてみま

すと、ベンチャー企業への積極的な取り組みや審査二部

による企業再生など、私どもでは既にさまざまなかたち

で取り組んでいることが多く、4月からスタートした中期

経営計画の中でも、審査体制の見直しなど、その主旨

は十分に組み込まれているものと自負しています。

しかしながら、当行が今後とも地域金融機関として、地

域の皆さまから支援していただくためには、今まで以上に

お客さまとのリレーションシップを強化していくことが必要で

あると考えています。

千葉県経済活性化や環境・文化活動への

取り組みについて教えてください。

当行が取り組むべきことは、本来的な金融業務をつう

じて、安定的に資金を供給していくこと、持っている金

融ノウハウを千葉県内の地域開発等のために提供して

いくことであると考えています。

具体的には、経営の健全化に向け努力しているお取

引先の再生に取り組んでいるほか、地域経済活性化の

ために、新たな産業の創出につながるベンチャー企業

の育成にも、力を入れています。

財団法人ひまわりベンチャー育成基金では、ビジネスモ

デルが斬新であるとか、将来性があるベンチャー企業に、

今までに53件延べ1億5,900万円の助成金を交付していま

す。また、ベンチャー企業向けのローン商品を整備したり、

昨年からは地元の大学と提携し大学発ベンチャーの育成

にも力を入れています。

ベンチャー企業には、ビジネスモデルは持っているものの、

会社の経営はどうしたらいいかわからないという方も多く、

そういう方々のために、グループ会社のちばぎん総合研究

所が経営のコンサルティングを行ったり、ベンチャー企業が

株式市場に上場する場合には、グループ会社の中央証券

がお手伝いをしています。

環境問題や文化活動については、「育てます 大切な

もの」をキャッチフレーズに、緑・企業・信頼を育てるとい

う創立60周年記念事業を展開しています。富津市鬼泪
きなだ

山

に、3,600本の桧の苗木を役職員やOBのボランティアで

植樹をしました。それから6月には九十九里海岸約6km

を役職員・家族約1,100人がボランティアとして、ゴミ拾い

を行いました。これからも、さまざまな形で、地域の環境

整備に協力していきたいと思っています。

文化活動についても、日本橋のアートギャラリーやひまわ

りコンサートなど、以前から各種活動に取り組んでいます。

ちばぎんグループの持っている金融ノウハウや環境・文

化活動への取り組みをつうじて、千葉県経済活性化のた

めに、お役に立てるチャンスが、ますます増えるのではな

いかと楽しみにしています。
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皆さまと、地域とともに60年。 

千葉県の産業

当行が営業基盤としている千葉

県は、日本の首都「東京」に隣接し、

農漁業、製造業、商業の各分野で、

ともに出荷・生産・販売額が全国の

上位にランクされる、バランスのと

れた産業県です。製造業では、主

に臨海部で鉄鋼・石油化学、内陸部

で電気機械・食料品の生産が活発

です。また、温暖な気候となだらか

な丘陵地帯、豊かな漁場にも恵ま

れ、野菜の粗生産高は全国第1位、

生乳の生産量および水産加工品は

第3位となっています。

日本を代表する成田空港・千葉港

世界の航空網の拠点となってい

る成田空港は、年間約3,000万人の

人が利用し、貨物取扱量も194万ト

ン（平成14年）と世界有数の取扱量

を誇っています。また、千葉港の年

間貨物取扱量は1億5,893万トン（平

成14年）で、全国第1位の国際貿易

港となっており、日本を代表する

空と海の玄関を有する千葉県は、

産業・経済の重要な拠点となって

います。

人口600万人の千葉県

千葉県の人口は、昭和55年の473

万人から、平成14年10月には600万

人と大きく増加し、全国6番目となっ

ています。人口の増加とともにお取

引きいただくお客さまも順調に拡大

し、当行の預金残高は、昭和55年

の2兆2千億円から7兆円に増加する

など、地域に密着した銀行として、

また、千葉県及び県内57市町村の

指定金融機関として千葉県の成長

とともに発展しています。
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地域の皆さまとともに

発展する千葉県とともに
当行は、今後とも成長が期待される千葉県を主要な地盤とする地域金融機関として、質の高い金融

商品・サービスを地域の皆さまに提供するとともに、経済活性化の取り組みなどをつうじて、地域社

会の発展に貢献してまいります。

■千葉銀行の預貸金と県内人口
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創立30周年（S48.3） 
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地域のリーディングバンク

当行は、多くのお客さまから高い

ご支持をいただいており、おかげさ

まで、預金残高7兆1,749億円、貸出

金残高5兆6,064億円と、全国の地方

銀行の中で2番目の残高となって

います。

また、投資信託や外貨預金、個

人年金保険など新しい分野にも積

極的に取り組んでおり、投資信託、

個人年金保険は、地方銀行の中で

トップクラスの残高です。給与振込

や年金振込も多くのお客さまにご

利用いただいており、「くらしのメイ

ンバンク」として、地域の皆さまか

ら厚い信頼をいただいています。

充実したちばぎんネットワーク

当行は、お客さまがより便利に、

当行とお取引きいただけるよう、コ

ンビニATM「E-net」「アイワイバン

ク銀行」と提携し、24時間（一部休

止時間帯を除きます）ATMサービ

スをご提供しています。千葉県内

146カ所の店舗、店外ATM256カ所、

コンビニATM1,026カ所と、県内

1,428カ所のATMがご利用いただ

けます。

ちばぎんグループの活用

当行は、企業の自己資本の充実

や株式公開のお手伝いを行ってい

る「ちばぎんキャピタル株式会社」や、

調査レポートの発表やコンサルティ

ング業務を行っている「株式会社ち

ばぎん総合研究所」、総合証券会社

の「中央証券株式会社」、クレジット

カード業務を行っている「ちばぎん

ジェーシービーカード株式会社」

「ちばぎんディーシーカード株式会

社」など、『地域の総合金融サービ

スグループ』としてさまざまな分野

で豊かな地域社会づくりのお手伝

いを行っています。
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皆さまと、地域とともに60年。 
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■運用商品の取り扱い ■

投資信託「ベストオーダー」

当行では、お客さまが資産運用

の目的に合わせてお選びいただけ

るよう、公社債投信6銘柄、株式投

信23銘柄の計29銘柄をご用意して

います。

投資信託残高は、1 , 7 5 2億円

（平成15年3月末）と全国の地方銀

行の中でトップクラスの残高とな

っています。

投資信託の販売に際しまして

は、お客さまのライフステージや

資産運用目的、投資経験に応じて

お客さまに合った運用アドバイス

を行っています。

外貨預金

当行では、米ドル・ユーロなどの

外貨で運用することができる外貨預

金（普通預金・当座預金・定期預金）

の取り扱いを行っています。外貨定

期預金では、1カ月、3カ月、6カ月、

1年の中からお預入れ期間がお選

びいただける「スーパー外貨定期預

金」、貯蓄性と流動性の双方を兼ね

備えた自由満期型外貨定期預金

「フリーエンド」、また、毎月ご指定

の円貨額を外貨に自動的に振り替

える外貨積立預金「ちばぎんワール

ドパスポート」など、さまざまな種類

の商品をご用意しています。

個人年金保険

当行では、平成14年10月よりお

客さまの多様化する資金運用ニー

ズにお応えするため、生命保険募

集代理店として、定額個人年金保

険2商品、変額個人年金保険5商品

をご用意しています。

また、損害保険代理店として、年

金払積立傷害保険2商品をご用意

し、これら生保、損保の年金商品

を全店（大阪支店及び市役所出張

所を除く）でお取扱いしており、販

売開始6カ月間で、取扱件数10,403

件、取扱保険料492億円となって

います。

運用商品の販売について

運用商品の販売につきましては、

行員には十分な教育を行うととも

に、元本割れリスクのある商品の販

売に際しては、お客さまに十分説明

し、商品の内容とリスクをご理解い

ただいたうえで、お客さまご自身の

判断でご購入いただいています。

なお、投資信託、外貨預金及び年

金保険は、預金保険の対象となって

いません。

■各種ローンの取り扱い ■

選べる住宅ローン「ベストチョイス21」

選べる住宅ローン｢ベストチョイ

ス21｣は、担保評価額の最大200％

までのご融資が可能なため、イン

テリア資金や諸費用など、住宅取

得に伴うさまざまな資金にも対応

個人ビジネスへの取り組み　　
当行では、お客さまの多様化する資金運用ニーズにお応えするため、預金に加え、投資信託、外

貨預金、個人年金保険の取り扱いを行っています。また、お客さまのライフステージに合わせた資

金ニーズにお応えするため、各種ローンを取りそろえ、お客さまのご来店をお待ちしています。

地域の皆さまとともに
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できる住宅ローンです。

お客さまの幅広いニーズにお応え

できるよう、「新築・新規購入コース」

「借り換えコース」「住み換えコース」

の3コースと、｢金利選択型｣｢固定金

利型｣の2つの金利タイプからお選び

いただけます。

｢ベストチョイス21｣は、当行のホーム

ページ（http://www.chibabank.

co.jp/）から、ご来店いただくことな

く、24時間365日住宅ローンの事前

申込みができます。事前申込みを

していただくと、当行より簡易審査

結果をEメールでお知らせいたしま

す。なお、簡易審査結果後、当行

の本支店窓口にて正式なお申込み

が必要となります。

各種暮らしのローン

当行では、お客さまのライフステー

ジに応じて発生するさまざまなお借

入れニーズに合わせて、各種ローン

を取りそろえています。

また、｢マイカーローン｣「カード

ローン」｢目的別ローン｣｢スーパー教

育ローン｣｢住まいのリフォームロー

ン｣は、ご来店いただくことなく、ファ

ックス、インターネット、テレフォンバン

キング、メールオーダーのいずれかを

ご利用いただくことにより、仮申込み

ができるサービスも行っています。な

お、ファックス、インターネットでは、24

時間365日仮申込みができます。

審査結果は郵送にてご連絡いた

しますが、お借入れに際しては、

当行の本支店窓口にて正式なお申

込みが必要となります。

ローンプラザ

平日はもちろん、土・日・祝日にもご

利用いただける「幕張ローンプラザ」

と「柏ローンプラザ」では、住宅ロー

ンをはじめ、リフォーム・マイカー・教

育資金などの各種ローンのご相談、

お申込み、ご契約ができます。営業

時間も平日は10時から18時まで、

土・日・祝日は10時から17時までと、

大変ご利用しやすくなっています。

住 　 所： 〒261-7102 千葉市美浜区中瀬2-6
千葉銀行幕張新都心支店内
（ワールドビジネスガーデンマリブアネックス2F）
TEL.043-351-0131  FAX.043-351-0132

営業時間： 平日 10:00~18:00
土・日・祝日 10:00~17:00

営 業 日： 年中無休
（ただし、12月31日～1月3日および5月3日～5日
を除く）

住 　 所： 〒277-0005 柏市柏1-1-21
柏そごう2F
TEL.04-7163-7111  FAX.04-7164-8501

営業時間： 平日 10:00~18:00
土・日・祝日 10:00~17:00

営 業 日： 年中無休
（ただし、12月31日～1月3日および5月3日～5日
を除く）

■幕張ローンプラザ

■柏ローンプラザ

JR海浜幕張駅 

プレナ幕張 

幕張メッセ 

ガーデン 
ウォーク幕張 

お客様駐車場 

一般お客様駐車場 

WBG

至東京 至蘇我 

幕張ローンプラザ 
（幕張新都心支店内） 

JR柏駅 

ファミリー柏 
柏そごう 

スカイプラザ 
柏 

至松戸 至取手 

2F

柏ローンプラザ 
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地域経済活性化への取り組み　　
当行では、地元企業への資金ニーズにお応えすることはもちろん、財務面で一時的に厳しい状況

にある企業へのご支援や、ベンチャー企業の創業から株式公開に至るまで、地域経済活性化の

ため、グループ全体で積極的にお応えしています。
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■地元企業への取り組み ■

地元企業の育成・発展を助成

地元企業の育成・発展のため、中

小企業や個人事業主の方々のご融

資の相談から無理のない返済計画

まで、適切なアドバイスを行い、当面

の資金繰りから長期的な事業計画

を支えるまとまった資金まで、さまざ

まな資金ニーズにお応えしています。

また、信用保証協会保証付融資、

県および市町村の制度融資に加え、

中小企業金融公庫等の政府系金融

機関の代理貸付などのご融資につ

いても積極的に取り扱っています。

「ビジネスローン」の取り扱い

売上高５億円未満の法人を対象

にした「ビジネスローン（事業融資）」

は、スコアリング審査方式を導入し

ており、３営業日程度でお客さまへ

融資可否の回答を行っています。

また、お客さまにご用意いただく

書類を削減し、担保や第三者保証人

なしで最高1,000万円までのご融資

を行っています。

新たな資金ニーズへの対応

当行では、幹事銀行が金融機関

の参加を募ってシンジケート団を組成

し、同一の借入人に対して融資を行

うシンジケートローンや、為替、金利リ

スクの低減を目指した各種デリバティ

ブ商品の取り扱いも行っています。

また、公共施設整備について、民

間の資金、経営ノウハウを活用し、

より効果的、効率的な公共サービス

を行う新たな手法である「ＰＦＩ事業」

にも積極的に取り組んでいます。

取引先企業への支援

当行は、地域経済活性化のため

には、お取引先企業の健全化支援

は重要な経営課題であると認識し

ております。財務面で一時的に厳

しい状況にあるものの、経営の健

全化に向けて努力している企業に

対しまして、財務面にとどまらず

トータルな形での経営支援を積極

的に行っています。

専担部署の「審査二部」では、お

客さまへの直接訪問、経営改善計

画書の作成や会計士、コンサルティ

ング会社（ちばぎん総合研究所等）

の活用などさまざまな支援を行っ

ております。このような取り組みによ

り、支援先企業の経営内容が大幅

に改善するなど活動成果は上がって

おります。

地域の皆さまとともに

65

70

75

80

85
80.23 79.72

76.19 76.39

(%)

11 12 13 14
（年度） 

■ 中小企業等向け貸出比率
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■ベンチャー企業への取り組み ■

財団法人ひまわりベンチャー育成基金

ベンチャー企業の支援・育成を通

じて、千葉県経済の健全な発展と

活性化に寄与することを目的に、平

成10年に設立しました。当財団の

基本財産を全額当行が出捐し、当

行と賛助会員の寄付金により運営

しています。主に創業から研究開

発段階にあるベンチャー企業を対

象に、助成金の交付、インキュベー

ター施設に入居する企業への入居

補助金の交付、各種相談やセミナー

講演会など、さまざまなニーズにお

応えしています。助成金の交付額は、

平成14年度までに53先、159百万円

となっています。

ひまわりＶ１号投資事業有限責任組合

中小・中堅のベンチャー企業に対

する担保不要のリスクマネーの供給

を円滑にすることを目的に、ちばぎ

んグループを中心としてベンチャー

企業向けに投資する投資事業組合

を組成しています。主に研究開発

に入る前から、事業化に至るまで

のベンチャー企業の資金需要にお

応えしています。

ちばぎんベンチャー企業向けローン

ベンチャー企業の高度な技術力、

独創性や成長性を外部技術評価機

関（社団法人日本工業技術振興協会

の技術評価情報センターに委託）が

評価し、ビジネスプランの実現可能

性を判断してご融資を行っています。

主に、研究開発段階から事業化

へ移行する過程で発生する資金需

要を中心に活用しています。

「ちばベンチャー投資事業

有限責任組合」の設立

21世紀型産業を担うベンチャー

企業の創出・育成、また千葉県経

済の活性化のため、平成15年３月に、

千葉県と民間企業が連携して設立

したベンチャー投資ファンドです。

当行の子会社であるちばぎんキャ

ピタル株式会社が業務をとり行って

います。

株式公開 

一般融資等 

創業段階 研究開発段階 事業化段階 成長段階 

キャピタル投資 

ひまわりV1号 
投資事業有限責任組合 

（財）ひまわりベンチャー 
育成基金 

ちばぎんベンチャー企業向けローン 

成  

長  

レ  

ベ  

ル 

■ ちばぎんグループによるベンチャー企業への

取り組みイメージ
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地域貢献活動　　
当行は、さまざまな文化活動やスポーツ大会、教員の民間企業研修の受け入れなど、千葉県の

リーディングバンクとして地域社会の充実や豊かな社会づくりに積極的に取り組んでいます。
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｢千葉県少年野球大会｣

｢千葉県ユース（U-15）サッカー

選手権大会」に協賛

当行は、健全な青少年の育成

と、地域社会のスポーツ振興を支

援することを目的に、「千葉県少年

野球大会」と「千葉県ユース（U-15）

サッカー選手権大会」に協賛して

います。全県規模で行われる両

大会には、毎年大勢の青

少年が参加し、ファイト溢

れるプレーが繰り広げら

れています。開会式では、

当行のクラブサークルで

ある｢ちばぎんライトミュー

ジック｣が入場行進の演奏

を行っています。

ちばぎんひまわりコンサート

平成元年にスタートした「ちば

ぎんひまわりコンサート」は、毎回、

多彩なアーティストをお迎えして

県内各地で開催し、大変ご好評

を得ています。

今後もさまざまなジャンルの音楽

をとおして、地域の皆さまとのふれ

あいの場をお届けしてまいります。

ちばぎんアートギャラリー

「ちばぎんアートギャラリー」は、

芸術・文化の振興と紹介に少しで

も貢献できることを願って、平成2

年より、ちばぎん日本橋ビル2階

（東京営業部2階）に開設している

常設の画廊です。千葉県出身・在

住作家の新作・研究発表の場とし

て、日本画、洋画、彫刻、工芸な

どさまざまなジャンルのすぐれた

作品を展示しています。開設以来、

延べ展示回数は280回を超え、延

べ10万人以上のお客さまに訪れ

ていただいています。

ちばぎんフィルムライブラリー

「ちばぎんフィルムライブラリー」

は、当行が創立20周年を迎えた

昭和38年にスタートした活動で

す。アニメーション・歴史・地理な

ど幅広い分野の16ミリフィルム440

本と映写機27台をそろえ、当行の

窓口をとおして保育園や幼稚園・

地域の皆さまとともに
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子供会などの皆さまに無料で貸し

出し、年間4万人以上の子供達が

視聴しています。

「ちばぎんカップ」に身体に障害の

ある小中学生をご招待

当行およびちばぎんJCBカード、

ちばぎんDCカードの3社が特別協

賛している「2003Jリーグプレシー

ズンマッチ『第9回ちばぎんカップ』

ジェフユナイテッド市原VS柏レイソ

ル」は、地元千葉県のJリーグチー

ムの応援と、地域スポーツ振興の

一助にと、平成7年から開催して

いる試合です。

試合当日には、市原市内の身体

に障害のある小中学生とその保

護者の方324名をご招待し、Jリー

グチームの白熱した試合を観戦

していただきました。

｢教員の民間企業研修｣の受け入れ

財団法人経済広報センターが主

催する「教員の民間企業研修」の

受入先企業となり、学校の先生を

対象とした研修を行いました。

3日間の研修には、市川市の

小・中学校の先生7名が参加され、

銀行業務についての学習や模擬

店舗や実際の営業店での体験学

習など、さまざまな体験をしてい

ただきました。参加された先生方

から、「時代の変化に対応する銀

行の姿を知ることができた」「学

校と企業の意識の違いを実感し

た」などの感想をいただきました。

「千葉県ベンチャー企業経営者

表彰事業」に協力

「千葉県ベンチャー企業経営者

表彰事業」は、千葉産業人クラブ

が平成8年に創設し、当行が協力

している事業です。本事業は、卓

越した企業家スピリットで独自の

経営を展開しているベンチャー企

業の経営者を表彰し、千葉県の

経済・社会の発展に寄与すること

を目的としています。

ひまわり基金

「ひまわり基金」は、当行が平

成4年に創設した基金で、財団法

人千葉県福祉ふれあい財団が管

理・運営しています。基本財産は

1億円で、高齢者の生きがいと健

康づくりにむけた事業に活用して

います。

財団法人千葉県福祉財団

財団法人千葉県福祉財団は、

昭和28年の創立10周年記念事業

のひとつとして設立されました。平

成15年3月末の総資産は約5億3千

万円となっており、社会福祉事業

に対する資金の貸付などをとおし

て、各種厚生事業の発展助成や県

民福祉の向上に寄与しています。
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経営課題への取り組み

健全性のさらなる向上に向けて　　
審査体制や信用リスク管理体制をより充実させるなど不良債権の発生防止に努め、資産の健全

性を向上させています。

■不良債権への対応 ■

景気が長期低迷し、地価が大き

く下落するなか、不良債権問題は、

金融機関が抱える大きな経営課題

となっています。当行では、不良債

権の適切な処理、不良債権の新規

発生防止、取引先の財務改善支援

等により、常に資産の健全性の維

持・向上に努めています。

そもそも、不良債権とは、金融機

関が有している貸出などの債権の

うち、企業倒産や業績の不振など

のため、元本や利息の回収に懸念

のある債権を指しています。

貸出金などからの利息収入は、

銀行の収益の根幹であります。ま

た、担保となっている土地の価格

の下落等により、貸出元本までが

回収困難となると、銀行の財務内

容に大きな影響を及ぼすことにな

りかねません。そのため審査体制

や信用リスク管理体制のより一層

の充実に努めています。

■自己査定と債務者区分 ■

資産の自己査定とは、金融機関

が自らの資産について個々に検

討・分析し、資産価値の毀損や回

収の危険性の程度に従って分類・

区分することです。貸出金をはじめ

とする資産を、その信用力に応じ

て、｢正常先｣、｢要注意先｣、｢破綻

懸念先｣、｢実質破綻先｣、｢破綻先｣

の5つに区分しています。なお、｢要

注意先｣のなかで、貸出条件を緩和

している先などを｢要管理先｣とし

て区分しています。

■不良債権の開示 ■

不良債権の開示には、｢銀行法に

基づくリスク管理債権（以下、リス

ク管理債権）｣と、｢金融機能の再生

のための緊急措置に関する法律(金

融再生法)に基づく資産査定による

開示債権（以下、金融再生法開示

債権）｣とがあります。当行はいず

れも、資産の自己査定の債務者区

分に基づき開示しています。

なお、リスク管理債権は貸出金

のみを開示対象としているのに対

し、金融再生法開示債権は、要管

理債権を除き、貸出金以外の支払

承諾見返、未収利息、外国為替な

どを含んでおります。

リスク管理債権

リスク管理債権は、自己査定の

破綻先を｢破綻先債権｣、実質破綻

先と破綻懸念先を｢延滞債権｣、要

注意先のうち3カ月以上延滞してい

るものについて「3カ月以上延滞債

権｣、貸出条件を緩和しているもの

について｢貸出条件緩和債権｣とし

て計上する方法をとっています。

債務者区分

正常先 業況良好かつ財務内容にも特段の問題ないと認められる債務者

要注意先 赤字決算など、業況が低調・不安定になるなど今後の管理に注意を
要する債務者

破綻懸念先 現状経営破綻の状態にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きい
と認められる債務者

実質破綻先 法的、形式的な経営破綻の事実は発生していないものの、実質的に経営
破綻の状況に陥っている債務者

破綻先 破産、清算、会社整理、会社更生、民事再生などの事由により経営破綻
の状態に陥っている債務者

リスク管理債権（単体） （単位：億円）

平成14年3月末 平成15年3月末

破綻先債権額 507 514

延滞債権額 2,782 2,748

3カ月以上延滞債権額 131 118

貸出条件緩和債権額 2,127 1,883

合計 5,549 5,265

リスク管理債権（連結） （単位：億円）

平成14年3月末 平成15年3月末

破綻先債権額 517 531

延滞債権額 2,736 2,875

3カ月以上延滞債権額 133 119

貸出条件緩和債権額 2,133 1,890

合計 5,519 5,416



金融再生法開示債権

金融再生法開示債権は、自己査

定の破綻先・実質破綻先を｢破産更

生債権及びこれらに準ずる債権｣、

破綻懸念先を｢危険債権｣、要管理

先のうち3カ月以上延滞債権又は貸

出条件緩和債権に該当するものを

｢要管理債権｣として開示しています。

なお、当行は「破産更生債権及

びこれらに準ずる債権」について部

分直接償却を実施しておりません。

不良債権の処理

当行はこれまでも、厳格な自己査

定結果に基づき、各決算期ごとに

償却・引当等、適切な不良債権処

理を行ってきました。平成14年度に

は、従来の厳格な自己査定結果に

よる償却・引当に加え、金融検査マ

ニュアルの改定を踏まえて、要管理

先及び破綻懸念先債権のうち、大

口先に対しＤＣＦ法（※１）による貸

倒引当金の算定を行っております。

平成14年度については、411億円

の不良債権の処理を行い、資産の

健全化に努めました。

また、貸倒引当金については、

｢破綻先債権｣｢実質破綻先債権｣は

担保等で保全されていない債権額

の全額、｢破綻懸念先債権｣は原則

として過去の貸倒実績率に基づき

算定した予想損失額に対して計上

しています。全体では、担保・保証

に引当金を加えたもので算定した保

全率は、金融再生法開示債権ベー

スで85.6%と高い水準を確保してお

り、今後の損失発生懸念は限定的

なものとなっています。

同時に、信用リスク管理体制の

充実を図り、不良債権の新規発生

防止に努めています。

※1債権の元本の回収及び利息の受取に係るキャッ

シュ・フローを合理的に見積ることができる債

権について、当該キャッシュ・フローを当初の

約定利子率で割り引いた金額と債権の帳簿価額

との差額を貸倒引当金とする方法です。
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平成15年3月末 

平成15年3月末 
開示額 

保全内容 

正常債権　52,331

要管理債権 
2,002

担保･保証等 
1,257

貸倒 
引当金 
250

担保･保証等 
941

貸倒 
引当金 
564

担保･ 
保証等 
475

貸倒引当金 
1,038

危険債権 
1,770

破産更生債権及び 
これらに準ずる債権 

1,513

75.3% 100.0%85.0%保全率 

(※)概算数値です。 

(※)

5,286

金融再生法開示債権（単体）（単位：億円）

平成14年3月末 平成15年3月末

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

1,777 1,513

危険債権 1,529 1,770

要管理債権 2,258 2,002

合計 5,564 5,286

正常債権 53,774 52,331

金融再生法開示債権（単体）（単位：億円）

平成14年3月末 平成15年3月末

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

711 550

危険債権 1,529 1,770

要管理債権 2,258 2,002

合計 4,499 4,322

正常債権 53,774 52,331

（ご参考）

※当行は部分直接償却を実施しておりませんが、実

施した場合の金融再生法開示債権は次のとおり

です。

■金融再生法第7条に基づく資産査定額及び保全状況



■当行のコンプライアンス体制 ■

当行は、コンプライアンスを経営の

最重要課題のひとつと位置付けてい

ます。銀行取引に係るさまざまな法

令や、銀行内の諸規定はもちろん、

社会生活を営む上でのあらゆる法令

やルールを遵守し、社会的規範にも

とることのない誠実かつ公正な企業

活動を遂行していくことが重要と考

え、全行をあげてコンプライアンスを

重視・徹底しています。

具体的には、複数の取締役・執

行役員および部長をメンバーとする

「コンプライアンス委員会」を定期的

に開催し、コンプライアンス徹底の

ための具体的な実践計画や、対応

策等の検討を行っています。また、

コンプライアンスに係る事項を統括

する「総務部コンプライアンス統括グ

ループ」は、コンプライアンスに関し、

規定やマニュアルの管理、研修計画

の立案・実施状況の確認、定期的

な徹底状況のチェックなどを行って

います。さらに、すべての営業店・

本部各部に配置した「コンプライア

ンス担当者」は、日々の業務におけ

るコンプライアンス状況の点検や、

職場内教育を実施しています。

■行員の行動指針 ■

当行は、「コンプライアンス規定」の

なかに「千葉銀行の企業倫理」を定

め、行員の行動指針を明確にすると

ともに、具体的な手引書である「コ

ンプライアンス・マニュアル」を全行員

に配布し、その徹底を図っています。

コンプライアンス・マニュアルⅠ

「千葉銀行の企業倫理」、「行動の

基本」、「いかに行動すべきか」の３

つの柱で構成されており、行員の基

本的な行動指針を解説しています。

コンプライアンス・マニュアルⅡ

行員が遵守しなければならない具

体的法令等の内容と、日々の業務に

おける実務上の留意事項を、各種

業務ごとに整理して解説しています。

■コンプライアンス・プログラムの策定 ■

当行は、コンプライアンスを一層徹

底するための具体的施策として「コ

ンプライアンス・プログラム」を毎年度

策定しております。

コンプライアンス・プログラムは、コ

ンプライアンス体制を一層充実させ

ることを目的とし、具体的な実践計

画として、研修の実施や新法・改正

法令の周知徹底などを定め、その

策定については、取締役会におい

て決議しております。また、その実施

状況については、「監査部」の監査

による検証を受けるほか、取締役会

に報告しています。

コンプライアンス体制　　
法令等のルールを逸脱した行為は、社会の信頼を失墜させ、経営基盤の根幹をも揺るがしかね

ません。当行では、銀行の社会的責任と公共的使命を果たし、お客さまから厚いご信頼、ご支持

をいただけますよう、「法令等遵守」の徹底、「企業倫理」の確立に努めています。
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経営課題への取り組み



■ コンプライアンスに関する研修体制 ■

当行は、集合研修や職場ごとの研

修などのあらゆる機会をとらえ、服務

規律や銀行員としての心構えを徹底

し、全職員がルールを守り、公正な

業務活動を行うよう指導・教育を行

っています。

特に、投資信託や年金保険など、

商品性が複雑で元本割れのリスク

が内在している金融商品の取り扱

いに係る研修については、実施機

会、内容を充実させ、こうした商品

の販売に関する法令の遵守を徹底

しております。また、お客さまに商品

の提案を行う際には、金融商品の

販売等に関する法律（金融商品販売

法）に基づいて定めた「千葉銀行の

勧誘方針」に則り、適切な勧誘を行

うよう徹底しております。
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（揺るぎない信頼の確保）

1. 千葉銀行は、銀行のもつ社会的責任と公共的使命の重みを常に認識し、自己責

任に基づく健全かつ適切な業務運営を通じて、社会からの揺るぎない信頼を確

保していくことを宣言する。

（法令やルールなど基本原則の徹底した遵守）

2. 千葉銀行は、あらゆる法令やルールを厳格に遵守し、社会的規範にもとること

のない、誠実かつ公正な企業活動を遂行することを宣言する。

（反社会的勢力との対決）

3. 千葉銀行は、市民社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を

妨げる反社会的勢力や団体とは断固として対決することを宣言する。

（透明な経営）

4. 千葉銀行は、経営情報の積極的かつ公正な開示を図り、透明な経営に徹するこ

とを宣言する。

千葉銀行の企業倫理

当行は、銀行のもつ社会的責任と公共的使命の重みを常に認識し、自己責任に基

づく健全かつ適切な業務運営を通じて、社会からの揺るぎない信頼の確保に努めて

おります。また、当行は、あらゆる法令やルールを厳格に遵守し、社会的規範にもと

ることのない、誠実かつ公正な企業活動を実践しております。

当行は、この法令等遵守の姿勢を基本として、金融商品の販売等に係る勧誘に際

しましても、次の方針を掲げ、日々の営業活動を実践してまいります。

1. お客さまのこれまでの資産運用のご経験、保有されている金融資産などの状況、

運用の目的や期間などに照らし、お客さまに適した商品をお勧めいたします。

2. お客さまが、商品の内容や内包するリスクなどについて十分ご理解いただいたう

えでお取り引きいただけますよう、資産運用のご判断に必要となります事項のご

説明や情報のご提供を行います。

3. 事実と異なる情報をご提供したり、商品の価格動向について断定的な判断をお示

ししたりするなど、お客さまの誤解を招くような勧誘はいたしません。

4. お客さまのご都合を優先した勧誘を行います。

5. お客さまに質の高い金融サービスをご提供できますよう、職員の知識向上のため

の研修の充実に努めます。

6. お客さまからのご要望やご意見には、迅速かつ適切に対応いたします。

千葉銀行の勧誘方針
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リスク管理体制　　金融技術の革新、金融の自由化による業務の拡大などによりビジネスチャ
ンスが広がる一方で、銀行の抱えるリスクはますます多様化・複雑化しています。このような経営

環境の変化のもと、当行ではリスクを正確に把握・分析し、適正に管理・運営していくことが極め

て重要であると認識し、リスク管理体制の強化・充実に取り組んでいます。

■統合リスク管理 ■

銀行業務には、信用リスク・市場

リスク・流動性リスク・事務リスク・シ

ステムリスクなどさまざまなリスクが

存在します。

当行では収益性を向上させ、か

つ経営の健全性を維持していくため

には、個々のリスクを別々に管理す

るだけでなく、これらのリスクを一元

的に把握し、銀行全体として許容で

きる範囲内にコントロールしていくこ

とが必要であると考えています。

そのためリスク毎にグループ全

体のリスクを管理する部署を定め

ていることに加え、「経営企画部統

合リスク管理グループ」がこれらの

リスクを一元的に把握し、「ＡＬＭ委

員会」および「信用リスク管理委員

会」の場できめ細かい管理や検討

を行うとともに、リスクの状況につ

いて取締役会に報告し対応策を検

討・実施していく内部管理体制を

構築しております。

また、実効性のある内部管理体

制を実現するため、以下に記載し

たリスク管理が適切に行われてい

るかを、｢監査部監査グループ｣が

定期的に監査し、取締役会で報告

しております。

■信用リスク管理 ■

信用リスクとは、与信先の財務状

況の悪化等により、貸付元本や利息

が回収不能になるリスクをいい、銀

行業務のリスクの大宗を占めていま

す。当行は、新たな不良債権の発

生を防止し、資産の健全性の向上

を図るため、信用リスク管理の厳正

化に取り組んでいます。

審査・管理体制

当行では、従来から審査管理部

門と営業推進部門のそれぞれが独

立性を確保しています。また、「与信

企画部信用リスクグループ」が自己

二次牽制 
 
 

一次牽制 
 

［リスク管理部門］ 
 
 経営企画部統合リスク管理グループ 

 

● 与信企画部 
● 審査部　● 審査二部 
● 市場営業部審査グループ 
● 管理部 
 

信用リスク 
 
● 審査部   ● 審査二部 
● 市場営業部 
● 市場業務部 

市場リスク 

取締役会 
 

［監査部門］ 
 

監査役会 
 

信用リスク管理委員会 
 

ALM委員会 

流動性リスク 

● 市場営業部 
● 市場業務部 

事務リスク 

● 事務企画部 

システムリスク 

● システム部 

営業店･本部・子会社等 

監査部監査グループ 

［リスク執行部門］ 
 
 

リスクのー元管理 
 
 

各種リスク 
 

■リスク管理体制

※信用リスク管理については、自己査定結果の正確性の検証などを与信企画部信用リスクグループが三次牽制を行っています。

経営課題への取り組み
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査定の正確性の検証を行うほか、

審査管理部門から独立した「監査

部監査グループ」が個別与信先の与

信管理状況、自己査定及び償却引

当の状況並びに信用格付の監査を

実施しています。

個別与信管理として、案件の審査

は、「審査部」を中心に、個別案件ご

とに、審査基準に従った厳正な審

査を行っています。また、「審査二部」

では要注意先等の健全化支援を行

い、「管理部」では破綻先等の整理

回収活動を行っています。こうした

事前の審査及び事後の管理をとお

して優良な貸出資産の積み上げを

図っています。一方、「与信企画部企

画グループ」では、特定の企業ある

いは業種への与信集中の状況など

をみる与信ポートフォリオ管理や、将

来起こりうる損失額を統計的手法を

用いて計測する信用リスク計量化な

どに取り組んでいます。また、頭取

を委員長とする「信用リスク管理委

員会」において、信用リスク管理方

針の検討、与信ポートフォリオのモニ

タリング等を行い、貸出資産の健全

性確保に努めています。

企業格付制度

当行では、格付を「信用リスク管

理の最も基本的な要素」と考え、

「企業のデフォルトリスクを統一的

な尺度で評価することにより、信用

リスク管理の高度化に資する」こと

を目的として、「企業格付制度」を導

入しています。

「企業格付制度」では、企業の財

務状況、資金繰りなどの財務デー

タにより、企業を15区分の格付に

分類しています。年１回の定期的

見直しに加え、企業の状況に応じ

て随時見直しを行うことにより、信

用リスク管理の原点である企業の

実態把握の的確性確保と審査の充

実に努めています。

この「企業格付制度」を信用リス

ク管理の中心に位置付け、貸出金

利のプライシングや決裁権限など、実

際の管理に幅広く活用しています。

資産の自己査定

自己査定とは、金融機関が自らの

資産について個々に検討・分析し、

資産価値の毀損や回収の危険性の

程度に従って分類・区分することで

あり、銀行法に基づく「早期是正措

置制度」により金融機関に義務付け

られています。「早期是正措置」とは、

金融機関の自己資本比率の状況に

応じて行政措置が発動される制度

で、正確な自己資本比率算定のた

めには、適正な償却・引当を行い資

産内容の実態をできる限り客観的に

反映した財務諸表を作成することが

前提となります。

当行では、まず、営業店で資産

の自己査定を「資産自己査定規定」

に基づいて半期ごとに行い、その

内容を本部貸出承認部門（「審査部」

等）がチェック、さらに「与信企画部

信用リスクグループ」がその正確性

の検証を行い、その後「監査部監

査グループ」が自己査定結果やプ

ロセスの正確性について、監査を

実施しています。また、「与信企画

部信用リスクグループ」はこの結果

に基づいて、問題のある債権につ

いて適正な償却・引当を実施して

います。なお、こちらについても

「監査部監査グループ」が監査を実

施しています。こういったプロセス

を通じて、当行は資産の健全性を

堅持しています。

信用リスク計量化への取り組み

及び活用

「信用リスク計量化」とは、与信先

の倒産や経営状況の悪化などによ

り発生が見込まれる将来の損失額

（リスク量）を統計的手法を用いて予

測することです。

当行では、信用リスク計量化シス

テムを用いて信用リスク量の算出を

皆さまと、地域とともに60年。 



行っています。同時にデフォルト・デ

ータや、デフォルト先からの貸出金

回収データなどの蓄積・整備をあわ

せて進めることで、計量化をより精

緻化・高度化し、与信ポートフォリオ

の健全性向上に努めています。

また、信用リスク量の計測結果を

収益管理システムに取り込むことで、

信用リスクを反映した採算把握と貸

出金利のプライシングに活用して、従

来以上に収益力強化、リスク管理の

精緻化を目指しています。

■市場リスク管理 ■

市場リスクとは、金利、有価証券

等の価格、為替等のさまざまな市場

の変動によって、保有する資産の価

値が変動し損失を被るリスクです。

当行では、市場リスクについては

ＡＬＭ管理体制を導入しています。

頭取を委員長とするＡＬＭ委員会を

定期的に開催し、金利リスク、為替

リスク及び価格変動リスク等につい

て、きめ細かい対応策を協議・決定

し、全体のリスク管理を行っています。

具体的には、有価証券投資等の

市場運用資産については、商品毎

に運用上限枠等を設定し、四半期

ごとに投資方針を見直すことで、リ

スクのコントロールを行っています。ま

た、預金及び有価証券の市場リスク

量：ＶａＲ（想定最大損失額）にアラー

ムポイントを設定し、管理することで、

健全性の確保に努めています。

なお、トレーディング取引（短期的

な金利・価格変動等をとらえ収益確

保をめざす取引）の市場リスクにつ

いては、日次ベースでのＶａＲの計測、

定期的なストレステスト（市場の急変

動等による最悪時の損失額の推計）

の実施に加え、取引限度額の設定

やロスカットルールの厳正な運用に

より、リスクを限定し、大きな損失の

発生を未然に防いでいます。

市場部門の組織については、取

引執行部署（フロントオフィス：市場

営業部、海外店）と業務管理部署

（バックオフィス：市場業務部）を分離

しており、またリスク管理部署（ミドル

オフィス：経営企画部統合リスク管理

グループ）を設置することで、相互に

牽制する体制をとっています。

■流動性リスク管理 ■

流動性リスクは、資金繰りリスク

と市場流動性リスクからなります。

資金繰りリスクとは、金融機関の財

務内容の悪化等により必要な資金

が確保できなくなり、資金繰りがつ

かなくなる場合や、資金の確保に

通常よりも著しく高い金利での資金

調達を余儀なくされることにより損

失を被るリスクです。また市場流動

性リスクとは、市場の混乱等により

市場において取引ができなかった

り、通常よりも著しく不利な価格で

の取引を余儀なくされることにより

損失を被るリスクです。

当行では、「市場営業部」がマー

ケット環境の把握、資金の運用調達

状況の分析等を行っており、資金繰

りリスクに対しては、市場調達額が

過大とならないように一定の限度額

を設定しているほか、短期間で資金

化できる資産を流動性準備として一

定水準以上保有するよう定めること

などで、日々適切な資金繰り管理を

実施しています。また、市場流動性リ

スクに対しては、各市場取引におけ

るポジション限度枠の設定により対

応しています。さらに「経営企画部統

合リスク管理グループ」は、流動性リ

スク全体を統括する立場から資産や

負債のさまざまな変化が資金繰り等

に与える影響を早期に把握・モニタ

リングし、流動性リスクの増大を招か

ないよう牽制を行っています。

なお、平成14年4月からペイオフが

一部解禁されましたが、当行の資金

繰りに影響を及ぼすような不測の事

態が発生した場合も全行的に速や

かに対処できるよう、危機管理計画

を制定し、万全を期しています。
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計量化により算出されるリスク量には、「平均ロス」と「最大ロス」があり、「平均

ロス」は今後１年間に発生すると予想される損失額の平均的水準を表し、「最大ロ

ス」は今後１年間に予想される損失額の最大値を表します。一般的に「平均ロス」

は信用コストとして年間の収益でカバーすべき部分、「最大ロス」と「平均ロス」

の差額（ブレ）は潜在的損失として自己資本でカバーすべき部分とされています。

信用リスク量とは

経営課題への取り組み



■事務リスク管理 ■

事務リスクとは、正確な事務を怠っ

たり、事故・不正などを起こすことに

よって損失を被るリスクです。

お客さまから信用を得るためには

正確な事務処理が不可欠と考え、当

行では「事務企画部」が中心となり、

基本に則った厳正な事務を行い、事

故の未然防止に努めています。

具体的には、業務ごとに詳細な

事務手順を示した事務基準を制定

しているほか、現金・手形・通帳な

ど重要物の厳正な取り扱いの徹底、

営業店や本部の事務管理体制の指

導、事務水準向上のための研修を

行っています。

また、各営業店では定期的に自

店検査を実施しており、事務の正

確性確保と事務水準の向上に努め

ています。

監査体制としては、「監査部監査

グループ」がすべての営業店および

本部各部･室に原則として年１回以

上立ち入り、基準に従って業務全般

にわたる厳格な監査を実施していま

す。これらの結果を各営業店、部･

室に遅滞なく通知するとともに、取締

役会で定期的に報告し、業務改善

に反映できる仕組みとしています。

■システムリスク管理 ■

システムリスクとは、当行が保有

している情報の漏洩や改ざん、コ

ンピュータシステムの不正使用や停

止・誤作動といった障害等に伴い

損失を被るリスクです。

当行は、お客さまのお取引デー

タなどさまざまな情報を保有して

おり、その情報を処理するための

システムを構築しています。お客さ

まにさまざまなサービスを提供して

いくためにも、銀行業務におけるコ

ンピュータシステムの役割は年々高

まっており、システムリスクが顕在

化した場合には、お客さまに多大

なご迷惑をおかけすることにもなり

かねません。このためシステムリス

ク管理の重要性は、ますます増大

しているといえます。

当行では「システム部」が中心とな

り、コンピュータシステムの安定稼働

のためにさまざまな対策を講じてい

ます。具体的には、勘定系・情報系

などの基幹システムについてはハー

ドウエアや回線を二重化し、障害時

には速やかにもう一方に切り替えて

業務を継続できる仕組みとしている

ほか、各部署が個々に使用している

システムを含めたすべてのコンピュー

タシステムについて、データの厳正な

管理、不正アクセスやウィルスの侵入

防止、さらには大規模災害等不測の

事態に備えたコンティンジェンシープ

ラン（危機管理計画）の整備など、防

犯・防災には万全を期しています。

また、「監査部監査グループ」が

コンピュータシステム全般の監査を

実施しているほか、監査法人によ

る外部監査を受け、これらを厳格

にチェックしています。
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市場リスクの状況
(トレーディング取引）

一定の前提条件をもとに想定される

ＶａR（最大損失額：バリュー・アット・

リスク）をリスクとして認識していま

す。前提条件は以下のとおりです。

保有期間：１日

信頼区間：片側９９％

観測期間：１年間

※上記前提条件のもと計測した平成１４年度の市場
リスクは右記のグラフのとおり推移いたしました。

（単位：百万円）

最大値 最小値 平均

ＶａＲ ４８ ２ １８

百万円

２５０

２００

１５０

１００

５０

０

－５０

－１００

■リスク量と損益の推移＜トレーディング取引＞

１４年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １５年１月 ２月 ３月

損益
VaR
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ちばぎん「すまい・るパッケージ」の

取り扱い開始

平成14年4月より、住宅金融公庫

のすまい・るパッケージを利用した

ちばぎん住宅ローン（愛称：ちばぎ

ん｢すまい・るパッケージ｣）の取り

扱いを開始いたしました。

ちばぎん｢すまい・るパッケージ｣

は、住宅金融公庫融資と同様のお

借入資格（年収・職業・勤続年数等）

で長期固定金利の住宅金融公庫融

資と組み合わせてご利用いたただ

ける住宅ローンです。住宅金融公

庫融資と一体的なお取扱いができ、

住宅のご新築やご購入の際に、安

心して資金計画が立てられるよう

になりました。

ホームページの充実

当行の商品・サービスのご案内

や、お役立ち情報を集約したホー

ムページ内のポータルサイトでは、

従来の「住まい＠ちばぎん」「シニ

ア＠ちばぎん」に加え、投資信託

や外貨預金など資産運用に関する

情報の「マネー＠ちばぎん」と、事

業者向け経営支援サービス「ビジネ

ス＠ちばぎん」を新たに開設いた

しました。

「ビジネス＠ちばぎん」は、金融・

経営・営業・社内業務合理化の4分

野に関する情報をご提供する「情

報提供」、24時間金融や経営のご相

談・ご質問をお受けする「相談受

付」、新商品・新サービス等を電子

メールで配信する「メール配信」、お

客さまの企業情報や新商品・新サー

ビスに関する自社PR情報を掲載す

る「ビジネスマッチング」の4つのサー

ビスからお客さまをサポートするサイ

トです。

なお、「ビジネス＠ちばぎん」のご

利用にあたりましては、当行の本

支店窓口にてお申込みが必要とな

ります（ご利用手数料はかかりま

せん）。

｢外貨宅配サービス｣の

インターネットでの受付開始

｢外貨宅配サービス｣は、ご自宅や

お勤め先などお客さまのご指定の

場所、ご指定の日時に外貨現金や

トラベラーズチェックをお届けする

サービスで、平成14年7月より当行

のホームページから、24時間365日

お申込みいただけるようになりまし

た。世界27通貨の外貨現金と、7通

貨のトラベラーズチェックがご利用

いただけます。お近くに外貨両替

ができる銀行がない、忙しくて銀行

に行くことができないお客さまには、

大変便利なサービスです。

個人年金保険の取り扱い開始

当行では、お客さまの多様化する

資金運用ニーズにお応えするため、

平成14年10月から生命保険代理店

として、定額個人年金保険2商品、

変額個人年金保険5商品、年金払積

立傷害保険2商品をご用意し、全店

（大阪支店、市役所出張所を除く）

でお取扱いしています。

トピックス
高い創造力とスピードを発揮し、お客さまにより多くのご満足をお届けできる商品・サービスを

ご提供したい。「銀行経営のベストプラクティス」を目指して、ちばぎんは挑戦し続けます。
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個人向け信託商品の取り扱い開始

平成14年11月に、期間3年の実績

配当型の信託商品（愛称：パッケー

ジトラスト）の販売を開始いたしま

した。本商品は、個人のお客さま

を対象とし、特定の優良企業の信

用力に投資することで、運用利回

りの向上を目指す商品です。

外貨積立預金の取り扱い開始

平成14年12月にスタートした外貨

積立預金（愛称：ひまわりワールドパ

スポート）は、外貨を貯めるだけで

なく、外貨のまま引出して海外でご

利用いただける利便性を兼ね備え

た、新しいタイプの外貨預金です。

米ドルやユーロを積立てるだけ

でなく、一定の条件を満たしていた

だければ、外貨現金やトラベラーズ

チェックで引出す際の手数料が無料

となるため、海外旅行や出張など

の際に大変便利にご利用いただ

けます。

法人向けインターネット

EBサービス＜Web-EB＞の機能追加

平成15年3月より、法人向けイン

ターネットバンキング「ちばぎんイン

ターネットEBサービス＜Web -

EB＞」に、総合振込・給与（賞与）

振込・地方税納入の各機能を追加

いたしました。

これにより、お取引先への複数

のお振込みや定期的に発生する毎

月の給与・ボーナスのお振込み等

を、インターネットに接続できるパソコ

ンさえあれば、銀行窓口に行くこと

なく、簡単にお手続きできるようにな

りました。

テレフォンバンキングの

サービス時間の拡大

平成15年3月より、24時間365日

（一部休止日、休止時間帯を除く）

残高照会、取引明細照会、お振替、

お振込みを自動音声によりご利用

いただけるサービスを開始しまし

た。これによりインターネットバンキ

ング、モバイルバンキングを併せた

ちばぎんマイアクセスは、すべて24

時間365日対応（一部休止日、休止

時間帯を除く）となり、ますます便

利になりました。

なお、オペレーターによるお取

引きは、従来と同様に銀行営業日

の9時から21時までご利用いただ

けます。
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業
務
・
サ
ー
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ス
の
ご
案
内

業務･サービスのご案内

預金業務
（１）預金

当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預

金、定期預金、別段預金、納税準備預金、

非居住者円預金、外貨預金等を取り扱っ

ております。

（２）譲渡性預金

譲渡可能な定期預金を取り扱っております。

貸出業務
（１）貸付

手形貸付、証書貸付及び当座貸越を取り

扱っております。

（２）手形の割引

銀行引受手形、商業手形及び荷付為替手

形の割引を取り扱っております。

商品有価証券売買業務
国債等公共債の売買業務を行っております。

有価証券投資業務
預金の支払準備及び資金運用のため国債、

地方債、社債、株式、そのほかの証券に投

資しております。

内国為替業務
送金為替、当座振込及び代金取立等を取

り扱っております。

外国為替業務
輸出、輸入及び外国送金その他外国為替

に関する各種業務を行っております。

社債受託及び登録業務
担保附社債信託法による社債の受託業務、

公社債の募集受託及び登録に関する業務

を行っております。

金融先物取引等の受託業務
金融先物・オプション取引、証券先物・オプ

ション取引の受託及び金利先渡取引・為替

先渡取引業務を行っております。

確定拠出年金業務
運営管理機関として、加入申込みの受け付

けから、加入者が運用する商品の提示、加

入者への投資教育まで総合的なご支援を

行っております。

附帯業務
（１）代理業務

①日本銀行代理店、日本銀行歳入代理店

及び国債代理店業務

②地方公共団体の公金取扱業務

③勤労者退職金共済機構等の代理店業務

④株式払込金の受入代理業務及び株式

配当金、公社債元利金の支払代理業務

⑤中小企業金融公庫等の代理貸付業務

⑥信託代理店業務

⑦保険代理店業務

（２）保護預り及び貸金庫業務

（３）有価証券の貸付

（４）債務の保証（支払承諾）

（５）金の売買

（６）公共債の引受

（７）国債等公共債及び証券投資信託の窓

口販売

（８）バンクカード業務

（９）コマーシャル・ペーパー等の取り扱い

業務内容

預金保険制度とは
預金保険制度は、加盟金融機関から徴収する保険料を原資に、加盟金融機関の経営が破綻して預金の払い戻しができなくなった場合などに預
金者を保護する制度です。預金保険制度は、政府・日銀・民間金融機関の出資により設立された預金保険機構によって運営されています。

ペイオフについて

ペイオフとは、金融機関の経営が立ち行かなくなった場合、預金について一定金額まで預金者に払い戻される制度です。平成15

年4月から「預金保険法」が改正されたことにより、預金保険制度による保護の範囲や期間などが改正されています。改正後の主

な3つのポイントは次のとおりです。

■改正後のポイント

○当座預金、普通預金、別段預金については、平成17年3月末まで引き続き全額保護されます。

○平成17年4月以降は、当座預金等の利息のつかない預金が全額保護されることになります。

○定期預金等については、これまで同様、預金者一人当たり、一金融機関毎に元本1,000万円までとその利息等が保護されます。

■預金保険対象商品と保護の範囲

商品の分類 期間

預
金
保
険
の

対
象
商
品

預
金
保
険
の

対
象
外
商
品

当座預金、普通預金、別段預金

定期預金、貯蓄預金、通知預金、定期積金、元
本補てん契約のある金銭信託（ビッグなどの
貸付信託を含みます）、金融債（ワイドなどの
保護預り専用商品に限ります）など（注1）

外貨預金、譲渡性預金、元本補てん契約のな
い金銭信託（ヒット、スーパーヒットなど）、
金融債（保護預り専用商品以外のもの）

合算して元本1,000万円までとその利息等（注3）を保護
1,000万円を超える部分は、破綻金融機関の財産の状況に応じて
支払われます（一部カットされることがあります）。

平成14年4月～平成17年3月

全額保護

平成17年4月～

利息のつかないなどの条件を満た
す決済用預金（注2）は全額保護

〔 〕
保険対象外

破綻金融機関の財産の状況に応じて支払われます（一部カットさ
れることがあります）。〔 〕

（注1）このほか、納税準備預金、掛金、預金保険の対象預金を用いた積立・財形貯蓄商品が該当します。
（注2）決済用預金とは、「無利息、要求払い、決済サービスを提供できること」という3条件を満たすものです。
（注3）定期積金の給付補てん金、金銭信託における収益の分配のうち一定の要件を満たすもの等も利息と同様保護されます。



皆さまと、地域とともに60年。 27

業
務
・
サ
ー
ビ
ス
の
ご
案
内

預金

預金の種類

総
合
口
座

普通預金

各種定期預金

公共債

期日指定定期預金

お預かり期間

便利で手軽な自動融資がご利用できます。いざという時に各定期預
金の合計額９０％以内で最高３００万円までお借入れができます。
＜スーパー総合口座通帳＞をお使いいただきますと、普通預金・定
期預金・貯蓄預金のお通帳が1冊におまとめでき大変便利です（普通
預金と貯蓄預金のキャッシュカードも1枚におまとめできます）。

下記の各商品欄をご参照ください
１円以上

１万円以上

種類により異なります

最長３年

（１年据置後は、１か月前）の通知で満期日を指定

１円以上
300万円未満

お取扱いを個人に限定した、１年複利の定期預金です。１年間の据
置期間経過後は、１か月前に期日（満期日）を指定すれば、一部支払を
含め自由に支払いも受けられます。自動継続のお取扱いもできます。

スーパー定期

スーパー定期３００

大口定期預金

自由引出型定期預金
「それいゆ」

変動金利定期預金

スーパー貯蓄預金
「貯名人」

貯蓄預金２０万円型

貯
蓄
預
金

積立定期預金
ひまわり

積立式定期預金
つきがけ

財
形
預
金

財形期日指定定期預金

財形住宅預金

財形年金預金

当座預金

普通預金

通知預金

納税準備預金

譲渡性預金（ＮＣＤ）

積
立
定
期
預
金

１か月～５年・10年

１か月～５年・10年

最長５年
（６か月据置後は、満期扱いで引出し自由）

２年・３年

自　由

……満期日の定めなし
……６か月以上５年以内

……満期日の定めなし
……２年以上５年以内
……２年以上

（受取期間を含め最長30年）

３年以上（積立期間）

５年以上（積立期間）

自　由

自　由

７日以上

入金は自由・引出しは納税時

５年以内

１円以上
300万円未満

300万円以上

1,000万円以上

１円以上
1,000万円未満

１円以上

１円以上
（基準残高40万円）

１円以上
（基準残高20万円）

100円以上

100円以上

100円以上

100円以上

１円以上

１円以上

５万円以上

１円以上

5,000万円以上
1円単位

大口定期預金なみの利回りで運用できる定期預金です。自動継続の
お取扱いもできます。

1,000万円以上のまとまった資金を、有利に運用できる定期預金です。
自動継続のお取扱いもできます。

６か月の据置期間経過後は、満期扱いでいつでも解約できる貯蓄性と
流動性を兼ね備えた個人に限定した定期預金です。自動継続のお取
扱いもできます。

お預かり日から６か月毎の応当日に、基準となる指標金利に応じて、お
預かり期間内で、適用利率が変動する定期預金です。自動継続のお
取扱いもできます。

お取扱いを個人に限定した、普通預金の便利さと定期預金の有利さ
を兼ね備えた預金です。また、「貯名人」は残高が100万円、300万円
を超えるとさらに利率がアップします（金利情勢によっては、お預入れ
残高に応じた金利差がない場合もあります）。出し入れ自由ですが、ス
ーパー貯蓄預金「貯名人」は、１か月間に６回以上のお引出しには手
数料がかかります。

毎月の積立てを、スーパー定期、スーパー定期300でお預かりする積立
定期預金です。コースは満期日を指定しない「一般型」と「満期日指定
型」の２つです。個人の方で「一般型」をご契約いただいた場合はお申
し出により、「おまとめサービス」のお取扱いができます。

毎月の積立てを、期日指定定期預金でお預かりする個人に限定した積立
定期預金です。コースは「一般型」「満期日指定型」「年金型」の３タイプで、
目的に合わせてお選びください。

月々の積立ては、お給料からの天引きとなります。また、１年複利の期
日指定定期預金で運用いたします。金利は財形専用金利です。

５年以上にわたって積立てた元金とお利息を据置期間終了後、一定期
間にわたって３か月ごとに年金形式で受取るしくみです。財形住宅預金
と合わせて550万円まで非課税です。

マイホームの資金づくりを目的とした財形預金で財形年金預金と合わせ
て550万円まで非課税です。

手形･小切手が利用できる商取引の決済口座です。

お預入れ、お引出しができます。暮らしのサイフとしてお使いください。

主に法人の方を中心に、まとまったお金の短期運用に大変便利です。
お引出しは２日前までにご連絡ください。

税金の納付資金としてご利用ください。納税のためにお引出しされる
場合は、お利息は非課税です。

満期日前に譲渡可能な預金で、まとまった資金の短期運用に有利です。

お預入れ金額

＊金利・手数料等詳しくは、最寄りのちばぎんの窓口でご確認ください。

特　　色

種類により異なります

一 般 型
満期日指定型

一 般 型
満期日指定型
年 金 型

内　　容

投資信託29銘柄を｢ベストオーダー｣として販売しています。窓口では、お客さまのニーズに合った商品提案を行っています。
なお、投資信託は、値動きのある株式や債券などに投資しますので、元本割れとなるリスクもあります。

株式投信のうち21銘柄のなかより、お客さまが選択されたファンドについて、月々一定の金額分を自動的に購入できます。購入
代金はご指定口座から自動引き落ししますので、面倒な手間がかかりません。毎月無理なく着実に増やしていくことができます。

種　　類

投資信託｢ベストオーダー｣

投信積立サービス

投資信託
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種　　類

外貨預金

外貨普通預金・
外貨当座預金

外貨積立預金
「ひまわりワールド
パスポート」

１か月
３か月
６か月
１年

米ドルは100米ドル以上
ユーロは100ユーロ以上
そのほかの通貨は窓口にて
ご確認ください

外貨ならではの有利な金利の定期預金です。
満期時の為替相場が預入時より円安になった場合、為替差益を享受できます。

デジタル外貨定期預金 ３か月

10万米ドル以上
（10万米ドル単位）

米ドル限定

通貨オプションを組み合わせた外貨定期預金です。
円高予想型と円安予想型の２つのタイプが選択できます。
為替相場が預入時に設定する予想水準よりも円高（円高予想型の場合）、あ
るいは円安（円安予想型の場合）になった場合には、金利が上乗せになります。
販売方法は募集方式のため窓口にお問い合わせください。

為替特約付外貨定期預金
「千両箱」
（「安定重視型」・
「利回り追求型」）

定型方式
１か月
３か月
期日指定方式
1年以内

1万米ドル以上
（1セント単位）

米ドル限定

通貨オプションを組み合わせた外貨定期預金です。
「安定重視型」は、一定水準の円高に至らなければ円貨で償還され、為替リスク
を回避します。一定水準以上の円高になった場合は、外貨で償還となります。
「利回り追求型」は、預入時の為替相場よりも円安になった場合は円貨で償還
されますが、預入時の為替相場以上の円高になった場合は外貨で償還となりま
す。満期時の為替相場が預入時より円安になっても為替差益は発生しません。
販売方法は募集方式のため窓口にお問い合わせください。

為替特約付外貨定期預金
「千里眼」
（「円安型」・「円高型」）

外貨定期預金
（証書式）

定型方式
３か月
６か月
期日指定方式
1年以内
（100万米ドル
以上）

自由

自由

募集時に決定

米ドル限定

１通貨単位

１通貨単位
米ドル、ユーロ

通貨オプションを組み合わせた外貨定期預金です。
「円安型」は、為替相場が一定水準を超える円安になれば円貨で償還となり、
為替差益が確定します。一定水準以上に円高になった場合は、外貨で償還
となります。
「円高型」は、大幅な円高時の為替リスクを回避します。一定水準以上に円
高になった場合、あるいは預入時より円安になった場合は、円貨で償還と
なります。ただし、為替差益は見込めません。一定水準の円高まで達しな
かった場合は、外貨で償還となります。
販売方法は募集方式のため窓口にお問い合わせください。

いつでも出し入れ自由で、為替変動のタイミングをとらえたお取引きがで
きます。

自動振替により、ご指定の円貨額を外貨に替えて積み立てる預金です。貯
めた外貨を外貨現金やT/Cへの交換時には手数料がかかりません（ただし
所定の条件を満たしていただく必要があります）。

自由
米ドルは、１００米ドル以上
そのほかの通貨は窓口にて
ご確認ください

満期時の為替相場が預入時より円安になった場合、為替差益を享受できます。

外貨預金の種類 お預かり期間 お預入れ金額 特　　色

スーパー外貨定期預金
（個人向け：通帳式）

１年
（３か月の据置
期間経過後は
解約できます）

１千米ドル以上
（１セント単位）
米ドル限定

定期預金の有利な金利で運用しながらも、３か月の据置期間経過後は満期
扱いで解約できる、「貯蓄性」と「流動性」の双方を兼ね備えた、新しいタイ
プの外貨定期預金です。

自由満期型外貨
定期預金
「フリーエンド」

住宅ローン関連の
長期火災保険

住宅ローン関連の債務返済
支援保険

販売商品は、すまいの総合保険（商品名：フルハウス）、個人財産総合保険（商品名：ホームガード保険）、ホームラ
イフ総合保険、家庭総合保険（商品名：ホーム Plus）です。引受保険会社は、順に日本興亜損害保険、東京海上
火災保険、三井住友海上火災保険、あいおい損害保険です。

販売商品は、（社）全国地方銀行協会債務返済支援保険制度（共同保険）です。引受保険会社は、損害保険ジャパン、
日本興亜損害保険、東京海上火災保険、三井住友海上火災保険、あいおい損害保険、ニッセイ同和損害保険です。

保険代理店業務

海外旅行傷害保険
販売商品は、海外旅行保険です。引受保険会社は、東京海上火災保険、損害保険ジャパンです（損害保険ジャパンは
インターネット販売のみ）。

年金払積立傷害保険 販売商品は、年金払積立傷害保険（商品名：ドリームパス）等2商品です。引受保険会社は、日本興亜損害保険、三
井住友海上火災保険です。

定額個人年金保険
販売商品は、個人年金保険（商品名：定額年金S）、予定利率市場連動型個人年金保険（商品名：えんドル君）です。
引受保険会社は、順に明治生命保険、ジー・イー・エジソン生命保険です。

変額個人年金保険

販売商品は、変額年金保険（無配当H14）（商品名：ドリームセレクト）、災害3割加算型変額年金保険（商品名：フェア
ウェイ）、最低保証付変額保険（商品名：たのしみVA）、変額個人年金保険（商品名：マニュソリューション）、新一時払
変額年金保険V型（商品名：アイエヌジーエクセレントCB）です。引受保険会社は、順に日本生命保険、第一生命保険、
住友生命保険、マニュライフ生命保険、アイエヌジー生命保険です。

内　　　容

内　　容

｢金｣は長期的な財産運用に適した商品です。ご購入に際しては、｢金お預り通帳｣へ残高を記入し、当行が確実にお預りい
たします。通帳式ですから、買い増し・一部換金に大変便利です。また、「金」を現物で購入することもできます。お取扱いは
１００ｇ以上１００ｇ単位です。価格変動によるリスクがあります。

ご指定の口座から購入代金を自動引き落しし、毎月一定金額分の金を購入します。ご予算に合わせ、月 ３々,０００円から１,０００円
単位でお申込みできますので、金の購入は初めてという方にも安心してご利用いただけます。価格変動によるリスクがあります。

種　　類

金の窓口販売

純金積立｢ピュアゴールド｣

金の販売

損
害
保
険

生
命
保
険

業務･サービスのご案内

＊外貨預金は、預入後の為替相場の変動によっては「元本割れ」となるリスクがあります。
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選べる住宅ローン
ベストチョイス２１

｢新築・新規購入コース｣｢借り換えコース｣
｢住み換えコース｣の３コース。ご融資額は、
担保評価額の最大２００%まで可能

５,０００万円以内 不動産３５年以内（１年単位）

住
ま
い
づ
く
り
に

く
　
　
ら
　
　
し
　
　
に

お 使 い み ち

無担保住宅ローン 公的融資の借り換え専用住宅ローン
（不動産担保は不要）

５００万円以内
１０年以内（６か月単位）

（借換の対象となる借入金の残存期間＋６か月以内） 必要ありません

住まいのリフォームローン
ご自宅の増改築・改装等お住まいのリフ
ォームに関するさまざまな資金（不動産担
保は不要）

５００万円以内 １０年以内（６か月単位） 必要ありません

金利選択型アパートローン
アパート、マンション等「賃貸を目的とし
た物件」の新築・購入・増改築資金 １億円以内 ３５年以内（１年単位） 不動産

金利選択型セカンドハウスローン
別荘等「セカンドハウス」の新築・購入ま
たは、セカンドハウスを建築する予定の
土地購入資金

５,０００万円以内 ３５年以内（１年単位） 不動産

ちばぎん
「すまい・るパッケージ」

住宅金融公庫融資と組み合わせてご利
用できる住宅ローン。ご融資額は、住宅
金融公庫融資金額との合計額が所要資
金の8割以下かつ併用する住宅金融公庫
の融資金額以下。

５,０００万円以内 ３５年以内（１年単位） 不動産

スーパー教育ローン
「学生生活」 ご子弟の入学金、授業料等 １０万円～５００万円 １年～１４年（６か月単位） 必要ありません

マイカーローン
新車・中古車・オートバイの購入から車庫
設備・車検費用等お車に関するあらゆる
費用

１０万円～３００万円 ６か月～７年（６か月単位） 必要ありません

「クイックパワー」
（（株）モビットの
保証付）

（ちばぎん保証（株）
の保証付）

ご自由（事業性資金を除く） ３０万円
５０万円の２コース １年（自動更新） 必要ありません

トラベルローン
ブライダルローン
メモリアルローン
介護ローン

海外・国内旅行費用

結婚式、披露宴、新婚旅行費用

墓地、墓石、墓苑、法要費用

介護機器購入費用

１０万円～３００万円 ６か月～７年（６か月単位） 必要ありません

フリーローン ご自由（事業性資金を除く）
１０万円～３００万円
（資金使途が確認できない場合２００万円以内） ６か月～７年（６か月単位）

６か月～１０年（６か月単位）

必要ありません

フリーローンスペシャル ご自由（事業性資金を除く） １００万円～５００万円 必要ありません

カードローン

目的別ローン

ご自由（事業性資金を除く）

３０万円
５０万円
１００万円
２００万円の４コース

１年（自動更新） 必要ありません

L.L.ローン
（フリー型）

証書貸付

カードローン

ご自由（事業性資金を除く）
２００万円～１億円

１００万円～１,０００万円

１年～３０年（１年単位）
住宅資金は１年～３５年（１年単位）

１年～１５年（１年単位） 不動産駐車場ローン 駐車場建設資金 ３００万円～３億円

１年（自動更新）

不動産

ローン『個人のお客さまへ』

＊上記の「選べる住宅口ーン『ベストチョイス２１』」、金利選択型アパートローン、金利選択型セカン
ドハウスローンは、いつでも自由に「変動金利」または「固定金利」を選択できるローンです。
ただし、「固定金利」適用期間中は「変動金利」への変更はできません。また「変動金利」適用期

間中は、年に２回、金利の見直しを行います。なお、各種ローン等のご利用にあたりましては、ご
契約上の規定、ご返済方法（返済日、返済額など）、金利変動ルール等に十分ご留意ください。

＊ご利用に際しましては審査がございますので、あらかじめご了承ください。

ファクシミリ インターネット 電話 メールオーダー

お 使 い み ち ご 融 資 金 額 ご 融 資 期 間 担 保

ちばぎんローンステーションのご案内（個人ローンの仮申込みができるサービスです）

ご契約 不要 不要 必要 不要

ご利用手数料 無料 無料 無料 無料

ご利用可能なお客さま どなたでもご利用できます どなたでもご利用できます どなたでもご利用できます

受付時間 24時間365日 24時間365日 郵送にて随時受付

住宅ローン

カードローン

カードローンクイックパワー

マイカーローン

スーパー教育ローン

目的別ローン

住まいのリフォームローン

お
取
り
扱
い
商
品

ロ ー ン の 種 類

テレフォンバンキングの
ご契約のあるお客さま

月～金
（ただし銀行の休業日を除く）

9：00～20：00
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国際業務

内　　　容種 類

両
替

海
外
送
金

公共債の窓口販売

ディーリング業務

国債等有価証券先物取引等の取次業務

公共債の窓口販売をお取扱いしています。対象となる公共債は長期利付国債・中期利付国債・割引国債・個人
向け国債・公募地方債・政府保証債です。

既に発行済の公共債のディーリング（売買）をお取扱いしています。

国債等の先物取引やオプション取引の取り次ぎを行っています。

証券業務

種　　類 内　　　容

海外事業金融 海外投融資を行っています。

海外融資 外国の企業・政府機関等を対象とした融資を行っています。

海外進出支援
香港、上海、シンガポールなどアジアの拠点を中心に、定期刊行物による現地情報の提供、企業誘致の情報、現地
弁護士･会計士の紹介など、お客さまの進出支援を行います。

輸出関係
輸出信用状通知、輸出手形・小切手の取立・買取、また輸出のための生産・集荷資金のご融資等をお取扱いして
います。

輸入関係 輸入信用状発行、輸入代金の決済及び輸入決済資金に係るご融資等をお取扱いしています。

外国為替関係保証
スタンドバイ信用状の発行のほか、外貨借入保証・入札保証・契約履行保証・前受金返還保証・貨物引取保証・
関税納付保証等をお取扱いしています。

外貨融資（インパクトローン） 資金使途に特に制限のない外貨によるご融資です。

先物為替予約
輸出入決済、外国証券投資、外貨融資（インパクトローン）、外貨預金等のお取引きにご使用される先物為替の予約サ
ービスを行っています。

金融先物等の取次 東京金融先物取引等の取り次ぎを行っています。

外国通貨 米ドル、ユーロ等の主要通貨の買取・売却をお取扱いしています。

旅行小切手（トラベラーズチェック） 日本及び欧米主要銀行発行の旅行小切手の買取・売却をお取扱いしています。

電信送金（TT） 電信による送金で、迅速･確実です。

郵便送金（MT） 海外の受取人取引銀行へちばぎんが支払指図書を送付いたします。漢字表記でしか送金できない場合にご利用
いただけます。

送金小切手（DD） お客さまから海外の受取人へ直接ご送付いただく銀行小切手を発行いたします。少額送金に適しています。

送金受取り 外国からの送金はちばぎんのお取引口座をご指定いただければ、迅速にお受取りになれます。

そ の 他 輸出入手続き等のご相談等の業務もお取扱いしています。

事
　
業
　
に

中小企業振興資金
〈事業振興資金〉
「ダイナマイト」

事業資金
（千葉県の制度融資）

運転資金8,０００万円まで

設備資金9,０００万円まで

７年以内

１０年以内

保証協会保証または
不動産・有価証券

１００万円～２億円 ２年
（以後２年毎に更新） 不動産・有価証券

１００万円～１億円 ３０年以内 保証協会保証または
不動産・有価証券

１００万円～１,０００万円 ２年
（以後２年毎に更新）

不動産・有価証券（ただし５００
万円以内の場合は不要です）

３,０００万円まで 運転資金 １０年以内
設備資金 １５年以内 原則として必要ありません

事業資金

（保証協会の保証付当座貸越で、一定枠内で随時、反復利用が可能　　　）
事業資金
（生命保険付の融資）

事業資金

（第三者保証人不要の保証協会保証付融資　　 ）

ワイド事業ローン
（信用保証協会保証付）

生保付ワイド事業ローン

事業向けカードローン
（信用保証協会保証付）

無担保事業ローン
（信用保証協会保証付）

１００万円～１,０００万円

（但し直近決算における平均月商の３倍以内 ） １か月以上１年以内 原則として必要ありません
事業資金

（売上高５億円未満の法人のお客さまが対象、個人事業主のお客さまは除く ）ビジネスローン

ローン『企業経営のお客さまへ』

ロ ー ン の 種 類 お 使 い み ち ご 融 資 金 額 ご 融 資 期 間 担　　　保

＊当行では、皆さまの資金使途に応じて各種ローンを取りそろえています。くわしくは、最寄りのちば
ぎんの窓口までお気軽にご相談ください。

＊ご利用に際しましては審査がございますので、あらかじめご了承ください。

事業資金

（保証協会の保証付カードローンで、ATMやEB端末機によるご利用が可能 ）

貿
易
金
融
サ
ー
ビ
ス

外
国
為
替
サ
ー
ビ
ス

国
際
金
融
サ
ー
ビ
ス

業務･サービスのご案内
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各種サービス

種　　類 内　　　容

自宅、勤務先、外出先などどこからでも電話により、窓口とほぼ同様の銀行取引ができるサービスで、対象は個人のお客さま
です。サービス内容は、残高･取引明細照会、振込・振替、定期預金取引、外貨預金取引、投資信託取引、ローンの仮申込
み、外貨宅配サービス、公共料金口座振替契約のお申込み、住所変更の届出、その他サービスのお問い合わせです。自動
音声サービスは24時間、オペレーターサービスは、銀行営業日の９時から２１時までご利用できます（商品により取り扱い時間
が異なります）。

ご自宅等のインターネット接続パソコンを利用して銀行取引ができるサービスで、対象は個人のお客さまです。サービス内
容は、振込･振替、取引明細照会、残高照会、定期預金取引、積立定期預金取引、投資信託取引、公共料金口座振替契
約のお申込み、住所変更の届出など、平日・休日ともに２４時間（一部休止日時を除きます）ご利用ができます。

iモード、J-SKY、EZwebのインターネット対応携帯電話を利用して、銀行取引ができるサービスで、対象は個人のお客さまで
す。サービス内容は、振込・振替、取引明細照会、残高照会で、平日・休日ともに２４時間（一部休止日時を除きます）のご利
用が可能です。キャンペーンのお知らせ・ATM検索・店舗検索・為替相場などの｢お役に立つ情報｣も提供しています。

メールオーダー申込書に記入し、返信用封筒にて投函するだけで、各種商品がお申し込みいただけるサービスです。普通預
金、定期預金などのお申込みができます。

身近にあるコンビニATM「E-net」と「アイワイバンク銀行」と提携し、24時間（一部休止時間帯を除きます）、お引出し、お預
入れ、残高照会、お振込みなどができるサービスです。

キャッシュカードを利用して、買い物等の代金を即座に決済できるキャッシュレスサービスです。｢Ｊ--Ｄｅｂｉｔ｣の加盟店でのお買
い物等の際に、キャッシュカードを提示し暗証番号を入力すれば、預金口座からお買い物代金が自動的に引き落され、決済
することができます。本サービスの利用を希望されない場合は、所定の手続きにより、機能を停止できます。

お客さまのお取引きをポイント化し、そのポイントの合計数に応じて「ローン金利優遇」「手数料割引」「各種サービス」などの特
典が受けられるサービスです。個人のお客さまが対象となりますが、個人事業主・非居住者・任意団体は対象外となります。

給与や仕入代金等、まとまった件数の振込をされる場合、磁気テープなどによりお振込みができます。また、振込先を事前に
コンピュータに登録しておき、お客さまは金額のみを記入していただく登録方式もご利用できます。

毎月の給料・ボーナス、配当金、厚生年金や国民年金などが、ご指定の預金口座に自動的に振込まれます。

電気・水道・ガス・電話等の料金やＮＨＫ受信料、各種税金、公団家賃、ＰＴＡ会費、国民年金等の各種保険料、さらにローン
の返済やクレジットカードの代金決済等を預金口座から自動的にお支払いいたします。

ちばぎん本支店のキャッシュコーナーのＡＴＭ（現金自動預入支払機）・ＣＤ（現金自動支払機）で、現金のお引出し・お預入れ
（ＡＴＭのみ）・残高照会が簡単にできます。また、駅・デパート等の店舗外のちばぎんキャッシュコーナー、全国の地方銀行、都
市銀行、信託銀行、第二地銀、信用金庫、農協、県信連、労働金庫、信用組合のキャッシュサービスコーナー、「E-netATM」
「アイワイバンク銀行ATM」でもお引出しや残高照会がご利用になれます。

目のご不自由な方を対象に、口座の毎月末日現在の残高を全て点字化し、その内容を点字と活字併記で、翌月初旬に封書
にて直接郵送させていただくサービスです。手数料は無料です。

預金通帳、株券、権利書、貴金属等の大切な財産や貴重品を、安全にお預かりするサービスです。また、お客さまご自身の
操作で開閉できる自動貸金庫が設置されている支店もあります。

日本銀行代理店、同歳入代理店及び国債代理店業務、地方公共団体の公金取扱業務、勤労者退職金共済機構等の代理店
業務、株式払込金の受入代理事務ならびに株式配当金等の支払事務、中小企業金融公庫等の代理貸付業務等を行っています。

給与や年金の振込などのご入金、公共料金やクレジットカードなどのお支払いを月単位で集計し、通帳に印字するサービスです。
１か月の収支がひと目でわかり、通帳を簡単な家計簿がわりにご利用できます。

依頼人との契約にもとづき、毎月一定日に一定金額を依頼人の預金口座から引き落し、指定された受取人の預金口座に振り
込むサービスです。

金利変動リスクをヘッジするキャップ・リセットキャップ、スワップ、為替変動リスクをヘッジする通貨オプション・クーポンスワッ
プ、ノックアウトフォワード、天候不順等をヘッジする天候デリバティブなどのデリバティブ商品をお取扱いしています。

マイアクセス

モバイル
バンキング

※32ページに取り
扱い業務の一例
を記載しています。

テレフォン
バンキング

インター
ネット
バンキング

メールオーダーサービス

デビットカードサービス

ポイントサービス
「ひまわり宣言」

給与振込、総合振込サービス

自動受取サービス

自動支払サービス

キャッシュサービス

点字通知サービス

貸金庫・セーフティーケース

代理業務

口座集計サービス

定額自動送金

デリバティブ取引

「E-net  ATM」
「アイワイバンク銀行ATM」
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特定金銭信託

年金信託

投資家の方やその代理人（投資顧問会社）の指図に基づいて、信託銀行が有価証券投資を行うものです。

従業員の方々の将来の年金または退職金の支給に備えるものです。企業が信託銀行と年金信託契約を結ぶ「確定給付
企業年金（規約型）」「適格退職年金＊」と、企業や業界団体が各種年金基金を設立し、基金が信託銀行と年金信託契約
を結ぶ「確定給付企業年金（基金型）」「厚生年金基金」があります。
＊平成14年4月1日より、財務省令で定められる場合を除き、適格退職年金に関する信託契約は新規に締結することができません。平成24年4月1日以
降継続している適格退職年金は税制上の優遇措置の適用除外となります。

動産信託 主にメーカーが機械・車両等の動産を信託し、信託銀行がユーザーの方に長期延払いで売却するものです。

金銭債権の信託

企業が保有する売掛債権等の「金銭債権」を信託財産として受け入れ、その債権の管理・処分などを目的とする信託です。
金銭債権信託のサービスである「一括信託システム」は、支払企業（上場・公開企業等）、納入企業（下請企業）、当行及び
信託銀行の間で締結した基本協定に基づき、納入企業が支払企業に対して保有する売掛債権を信託銀行に信託し、信託
銀行が支払企業に代わって代金を支払うサービスです。

公益信託
ご自分の財産の一部を公益目的に活かしたいお客さまが、信託銀行にその財産を信託して、公益目的を達成するもの
です。お客さまから信託された財産を、信託銀行が管理・運用し、奨学金・助成金の交付等を行います。

土地信託
お客さまが土地を信託銀行に信託し、信託銀行がお客さまにかわって、事業計画の立案、所要資金の調達、建物の建設、
テナントの募集・管理等を行い、その成果をお客さまに信託配当として交付するものです。

特定贈与信託

合同運用指定金銭信託

特別障害者の方々の生活安定を図るため、親族や篤志家の方が財産を信託するものです。

お客さまから信託された金銭を信託銀行がひとつにまとめ、合同で運用する信託です。

信託代理店業務

種　　類 内　　　容

法
　
　
　
人

個
人
・
法
人

団
体

個
人
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種　　類 内　　　容

企業年金制度である確定拠出年金「企業型年金」の導入をお考えの企業の皆さまに対し、運営管理機関として制度導入の
ためのコンサルティングや各種申請手続き等をご支援いたします。
また、「個人型年金」の加入をご検討されている個人の皆さまに対し、専用コールセンターでご加入に係る各種お問い合わせ
をお受けしています。
ちばぎん 確定拠出年金コールセンター　０１２０-７８-４０１５
通話料無料／受付時間 9：00～17：00（月曜日から金曜日 ただし、銀行の休業日を除く）

近々年金を受取る予定のお客さまに、社会保険労務士資格を有する当行職員が、年金についてわかりやすくご説明します。年
金教室は、平日はもとより、土・日曜日にも開催しています。

資産運用の手法が多様化するなか、さまざまな金融商品を組み合わせ、バランスのよい運用を行いたいとのニーズにお応えし
て、開催しています。投資信託等を活用した効率的な資産運用のポイントを、各投信会社及びちばぎんグループの専門スタッ
フがわかりやすく解説します。

資産運用・税務・相続・事業承継・土地の有効活用などについて、税務・法律・建築などの専門スタッフにより、個々のお客さ
まに合わせたアドバイスや情報のご提供を行っています。

資金調達手段の多様化、信用力・知名度アップなどのメリットを持つ株式公開をめざす企業の皆さまに、当行が蓄積したノ
ウハウに基づき、資本政策や社内管理体制の整備など、株式公開に必要な種々のご提案・ご支援を行っています。

事業多角化、拡大など経営戦略の一環として、また事業承継対策としてＭ＆Ａをお考えの企業の皆さまに、企業提携及びそれ
に付随するさまざまな問題についての的確なアドバイスとコンサルティングを行っています。

コンサルティング業務

確定拠出年金

ひまわり年金教室の開催

資産運用セミナーの開催

プライベートバンキング

株式公開のご支援

Ｍ＆Ａのご支援

サービス種類 テレフォンバンキング インターネットバンキング モバイルバンキング

「マイアクセス」取り扱い業務の一例

ご契約 必要 必要 必要

ご利用手数料 無料 月額105円

ご利用時間
オペレーターサービス 自動音声サービス

24時間365日
平日 9：00～21：00 24時間365日

残高照会

入出金明細照会

振込・振替

定期預金

貯蓄預金

定期預金

積立定期預金

投資信託取引

外貨預金取引

公共料金自動振替申込み

住所変更届

個人ローン仮申込み
★

※無担保ローン・住宅ローン

外貨宅配サービス ★

海外旅行保険申込み ★

ATM検索（地図情報あり） ★ ★

店舗検索（地図情報あり） ★ ★

新
規
口
座

開
　
　
設

＊月額105円（消費税込み）のご利用手数料で、すべてご利用いただけます（テレフォンバンキングの
みお申込みの場合は無料です）。
＊ポイントサービス「ひまわり宣言」のファーストステージ（40ポイント以上）の方は、ご利用手数料が
無料になります。
＊テレフォンバンキングは、日曜日の17時～翌朝8時、12月31日17時～1月4日8時、5月3日0時～5月
6日8時までは休止いたします。

＊モバイルバンキング、インターネットバンキングは、月曜日の3時～7時、12月31日17時～1月4日
8時までは休止いたします。
＊★印は、ご契約がなくてもご利用いただけます。
※1  投資信託は、火曜日～土曜日の2時～5時、月曜日の3時～7時、12月31日17時～1月4日8時ま

では休止いたします。

ヨンマルイチヘゴーチ バ

業務･サービスのご案内

平日 9：00～19：00

平日10：00～15：00

平日 9：00～20：00
※無担保ローン

平日10：00～21：00

※1
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ファクシミリサービス
お振込入金・入出金・ご預金残高等、お客さまの口座のお取引内容をちばぎんのコンピュータにより
直接お客さまのファクシミリにご通知するサービスです。

ファクシミリ振込サービス
会社や自宅に居ながらにして、お客さまのファクシミリから専用の振込依頼書で、給与振込や総合振込
が行えるサービスです。

一般の電話から、お振込入金・入出金・ご預金の残高のご照会や、お振込入金・入出金等お客さま
の口座のお取引内容をご連絡したり、ちばぎんの本支店にある口座（事前に振込先のお届けが必要
です）への振込・振替が即時に行えるサービスです。

テレパートナーサービス
お客さまの簡易専用端末機（EBkids等）とちばぎんのコンピュータを電話回線で接続し、入出金・ご
預金残高のご照会や、振込・振替ができるサービスです。

パソコンバンクサービス
お客さまのパソコンまたはEＢ専用端末機（パートナーＪｒ.等）とちばぎんのコンピュータを電話回
線で接続し、入出金・ご預金残高のご照会や、振込・振替及び給与振込・総合振込・口座振替等
のデータ伝送ができるサービスです。

パソコンバンクサービス・プロ
パソコンバンクサービスに財務会計・給与計算・販売管理・仕入管理等の市販業務ソフトとのデータ
相互利用機能を追加したサービスです。

お客さまのパソコンとちばぎんのコンピュータをインターネットで接続し、EB専用端末機や専用ソフ
トをご用意いただくことなく、入出金・ご預金残高のご照会や振込・振替及び給与振込・総合振込・
地方税納入のデータ伝送ができるサービスです。

お客さまのコンピュータとちばぎんのコンピュータを電話回線で接続し、入出金・ご預金残高のご照会
や、給与振込・総合振込・口座振替等のデータ伝送ができるサービスです。

地方税納入サービス
お客さまのパソコンまたはEB専用端末機とちばぎんのコンピュータを電話回線で接続し、伝送してい
ただいた地方税納付データにより、ちばぎんがお客さまに代わって納付手続きを行うサービスです。

外国送金サービス
お客さまのパソコンとちばぎんのコンピュータを電話回線で接続し、伝送された外国送金データによ
り、外国向けの電信送金を行うサービスです。

資金振替サービス
ちばぎんの本支店にある本社と支社・営業所の口座間での資金のやりとりを、あらかじめお届けいた
だいた条件に従って自動的に資金の集中・配分を行うサービスです。

資金管理サービス
複数の銀行・支店に分散している支社・営業所の預金残高の把握はもとより、売上金の吸上げ・経
費の配分など、本社における資金の集中管理をパソコン等で一括処理できるサービスです。

公共料金管理サービス
自動引き落しとなった公共料金について、お客さまのパソコンにより営業所・部署または勘定科目ご
との自動集計など、本社で経費の一括管理ができるサービスです。

ＥＤＩ情報付加サービス
振込資金に対する売掛金を特定するため仕向企業が「総合振込」に付加した「ＥＤＩ情報」（２０桁の数
字・文字）を、「振込入金明細」「入出金明細」とともに被仕向企業に通知するサービスです。

ＩＤキャッシュカードサービス
ちばぎんのキャッシュカードの裏面に社員証・学生証を印刷するとともに、磁気ストライプに氏名・管
理番号等を入力し、社内システム等に利用できるＩＤカードを発行するサービスです。

出退勤キャッシュカードサービス
社員の方が出社・退社時に、ちばぎんのキャッシュカードを専用の時間管理端末に通すことにより、勤
務状況の把握から給与計算・給与振込まで一連の事務処理をパソコンで自動化できるサービスです。

社内キャッシュレスサービス
社員の方の交通費・出張旅費等の支給・精算を社員口座を経由して自動的に行い、社内のキャッシ
ュレス化をお手伝いするサービスです。

お客さまの販売代金等の請求先ごとに、別々の振込専用口座をご用意し、当該口座にお振込みいた
だくことで、従来のように振込人名や振込金額ではなく、振込まれた口座番号により入金照合ができ
るサービスです。これにより、銀行振込で販売代金等を回収しているお客さまにとって、大きな負担と
なっている入金照合事務が大幅に合理化できます。

Ｃ-ＮＥＴ代金回収サービス 回収可能な金融機関は、C-NET提携金融機関の本支店の口座です。

集金代行サービス
回収可能な金融機関は、ちばぎん保証（株）が提携する金融機関の本支店
の口座です。

地銀自動会計サービス 回収可能な金融機関は、全国の地方銀行本支店の口座です。

預金口座振替サービス 回収可能な金融機関は、ちばぎんの本支店の口座です。

預金口座振替サービスで残高不足により振替不能となった販売代金等について、貴社ご指定の再
振替期間中は連続して貴社のお客さまの口座から販売代金等を引き落とすサービスです。

集金収納サービス
集金業務のある会社等に発行した入金専用通帳により、集金担当者が直接ちばぎんの本支店のATM
や窓口で集金代金を入金できるサービスです。大口現金の持ち運びや現金の翌日持ち越しがなくな
るほか、盗難・紛失等の心配がなくなり、取りまとめも容易になります。

コンビニ収納サービス
地銀ネットワークサービス（株）が提携するコンビニエンスストア15社で、貴社に代わって販売代金等
を収納し、貴社の口座に収納代金をご入金するサービスです。

エレクトロニック・バンキング（EB）

内　　　容種　　類

売上代金･諸会費等
を、お客さまの集金先
の預金口座から口座
振替を利用して自動的
に回収し、お客さまの
口座に一括してご入
金するサービスです。

テレフォンEBサービス
「EBフォン」

インターネットEBサービス
「Web-EB」

預金口座再振替サービス
「さいふり君」

通知・照会サービス

振込・振替サービス

取引照会・振込・
振替サービス

経理合理化サービス

集金合理化サービス

振込入金照合サービス
「消込マスター」

オンラインデータ伝送サービス
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経営戦略

振込手数料 （１件当り）

ATM･CD･コンビニAＴＭ利用手数料

＊コンビニＡＴＭでの当行あてのお振込みは、すべて当行本支店扱いとなります。

利用区分 他行宛

８４０円

６３０円

８４０円

６３０円

４２０円

２１０円

６３０円

４２０円

６３０円

４２０円

３１５円

６３０円

４２０円

３１５円

当行本支店宛同一店宛

５２５円

３１５円

－

－

２１０円

１０５円

３１５円

１０５円

３１５円

１０５円

１０５円

３１５円

１０５円

１０５円

４２０円

２１０円

－

－

無料

無料

３１５円

１０５円

無料

無料

無料

２１０円

１０５円

１０５円

３万円以上

３万円未満

３万円以上

３万円未満

３万円以上

３万円未満

３万円以上

３万円未満

３万円以上

１万円以上３万円未満

１万円未満

３万円以上

１万円以上３万円未満

１万円未満

電信扱

文書扱

電信扱

電信扱

電信扱

電信扱

窓口ご利用の場合

ATMご利用の場合（キャッシュカード扱い）
テレフォンバンキング モバイルバンキング
インターネットバンキング

エレクトロニック・バンキング
（ＥＢ）ご利用の場合

ATMご利用の場合（現金扱い）

MT･FD ご利用の場合

当行カードによるお引き出し・
お振込みの場合

平　日

土　曜

日　曜

祝　日

提携カードによるお引出しの
場合

平　日

土　曜

日　曜

祝　日

「E-net ATM」｢アイワイバンク
銀行ATM｣で当行カードによる
お引出し・お振込みの場合

平　日

土　曜

日　曜

祝　日

105円

210円 210円

210円

210円

210円

210円

210円

210円

210円

無料

無料 105円

105円

105円

105円

105円

105円

105円

0：00 8：00 9：008：45 14：00 18：0017：00 19：00 21：00 23：00 24：00

105円

210円

210円

＊ ：手数料はかかりません。 ：ご利用できません。
＊店舗によりご利用時間が異なる場合があります。
＊ポイントサービス「ひまわり宣言」による優遇を実施しています。

定額自動送金手数料
（1）取扱手数料

1回 50円

同一店宛 当行本支店宛 他行宛

＊税抜き手数料「50円（1回）×送金回数×105％」にて算出

下記手数料には、消費税相当額が含まれています。

（2）振込手数料

3万円以上 210円 210円 630円

3万円未満 105円 105円 420円

主な手数料一覧（平成１５年６月３０日現在）

＊提携カードは、MICS（全国キャッシュサービス）加盟行のキャッシュカードがご利用できます。
＊お振込みの場合は別途手数料がかかります。
＊コンビニATMは日曜日の19:00～翌朝8:00まではご利用できません。

業務･サービスのご案内
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手形・小切手帳発行手数料

代金取立手数料

発行・再発行手数料

貸金庫・セーフティケース手数料

６３０円

１,０５０円

３１５円

５２５円

３,１５０円

１冊（５０枚綴）

１冊（５０枚綴）

１冊（２０枚綴）

手形用紙（１枚）

取扱手数料（１契約）

一般当座小切手帳

約束手形帳・為替手形帳

ホームチェック

マル専約束手形

３１５円

３１５円

６３０円

７３５円

７３５円

９４５円

１,０５０円

本支店払

他行払

本支店払

他行払

本支店払

他行払（普通扱）

他行払（至急扱）

同一交換（＊）

県外交換

個別取立

＊窓口等で即時入金する３日券扱いの手形・小切手の取立については無料です。

自己宛小切手発行手数料

１通

継続発行分 ３１５円

５２５円

随時発行分 １,０５０円

監査法人向 ３,１５０円

通帳１冊 ５２５円

ＣＤカード・ローンカード１枚 １,０５０円

１枚

残高証明書発行手数料

再発行に関する手数料

自動貸金庫

本貸金庫

簡易貸金庫 年額　 ９,４５０円

セーフティケース 年額　 ６,３００円

簡易セーフティケース １個１回 １,５７５円

０.６円／１ｃｍ３

年額７,３５０円～６２,１６０円

１,３６５円

１,５７５円

１,７８５円

１,９９５円

２,４１５円

２,８３５円

１カ月払

６ｃｍ

８ｃｍ

１０ｃｍ

１２ｃｍ

１６ｃｍ

２０ｃｍ

深さ

７,９８０円

９,２４０円

１０,５００円

１１,７６０円

１４,２８０円

１６,８００円

６カ月払

（1通当り）

変動金利期間中 固定金利期間中 固定金利期間終了時

一部繰上返済 5,250円 21,000円 5,250円

全額繰上返済 5,250円 31,500円 5,250円

条件変更（上記以外） 5,250円 5,250円 5,250円

金利選択時の手数料
5,250円

（変動金利から固定金利に変更する場合のみ）

金利選択型住宅ローン（ベストチョイス２１）

両替枚数 １～１００枚 １０１～１,０００枚 １,００１～２,０００枚 ２,００１枚以上

手数料 無料 315円 630円
1,000枚毎に
315円を加算

窓口両替手数料 （1件当り）

＊お客さまがご持参された紙幣・貨幣の合計枚数とお持ち帰りになる紙幣・硬貨の合計枚数のいずれか多い方の枚数となります。
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早川 恒雄 石井 俊昭

コーポレート・スタッフ部門

専 務 取 締 役

常 務 取 締 役

取 　 締 　 役

監査役

常 勤 監 査 役

常 勤 監 査 役

監 　 査 　 役

監 　 査 　 役

監 　 査 　 役

市 原 芳 徳

八 代 伸 久

佐 久 間 英 利

山 崎 裕

土 屋 俊 彦

佐 藤 浩

穗 野 信 吾

島 崎 實

早 川 恒 雄

石 井 俊 昭

業務執行部門

取締役専務執行役員

取締役常務執行役員

取締役常務執行役員

取締役常務執行役員

取締役常務執行役員

取締役常務執行役員

取締役常務執行役員

取締役常務執行役員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

組織とネットワーク

役員（平成１５年６月２７日現在）

竹 山 正

今 井 信 義

大 岩 哲 夫

安 井 賢 二

根 本 正 一 郎

吉 井 利 夫

熊 野 芳 行

草 壁 幸 雄

西 川 浩

諸 岡 好 文

佐 原 堅 次

上 原 和 男

渡 辺 佑 治

西 川 徹

一 村 和 男

取 締 役 頭 取

取 締 役 副 頭 取
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監査役 
監査役会 
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業
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会
議 
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門 
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・
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部
門 

営
業
部
門 

業
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執
行
部
門 

株
主
総
会 

 

お
客
さ
ま 

 

監査部 

経営企画部 

与信企画部 

広報部 

総務部 

秘書室 

人事部 

営業統括部 

法人部 

個人部 

ダイレクトチャネル部 

市場営業部 

審査部 
 
 

審査二部 

 

管理部 

市場業務部 

 

事務企画部 
 
 

システム部 

 

● 東京事務所 

 

● 海外駐在員事務所（２） 

 

組織図（平成１５年６月２７日現在）
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皆さまと、地域とともに60年。 

千葉市

［中央区］
本店 千葉市中央区千葉港１-２ ０４３-２４５-１１１１
［本店営業部］ （千葉市役所隣）

本店営業部 千葉市中央区千葉港１-１ ０４３-２４７-０９９１
千葉市役所出張所（千葉市役所１階）

蘇我支店 千葉市中央区南町２-１０-１０ ０４３-２６５-２２４１
（ＪＲ蘇我駅前通り）

県庁支店 千葉市中央区市場町１-１ ０４３-２２７-５３６１
（千葉県庁中庁舎東側２階）

中央支店 千葉市中央区中央２-５-１ ０４３-２２２-８１１１
（千葉中央ツインビル２号館）

京成駅前支店 千葉市中央区本千葉町２-１３ ０４３-２２７-７３５１
（京成千葉中央駅正面）

千葉駅前支店 千葉市中央区富士見２-１-１ ０４３-２２７-８５０１
（ＪＲ千葉駅正面）

長洲支店 千葉市中央区長洲１-２２-３ ０４３-２２７-６４２１
（千葉県企業庁向かい）

松ケ丘支店 千葉市中央区仁戸名町３５７-４ ０４３-２６１-５４２１
（松ケ丘商店街中央）

店舗外キャッシュコーナー
千葉支庁 南庁舎１階派出隣

県庁本庁舎 本庁舎５階

西千葉 ＪＲ西千葉駅北口前

千葉大学医学部附属病院 病院地下１階派出内

がんセンター 千葉県がんセンター前

千葉市立青葉病院 病院１階ロビー

�井上記念病院 病院１階ロビー

�ＪＲ千葉駅 ＪＲ千葉駅東口びゅうプラザ隣

�蘇我駅西口 ＪＲ蘇我駅西口

�本千葉駅前 ＪＲ本千葉駅前

�千葉そごう２号 千葉そごうコリドーモール４階

�千葉そごう３号 千葉そごう本館８階

�千葉三越 地下２階ブライダルセンター隣

�ポートスクエア（共） 千葉ポートタウン・商業棟２階

ポートスクエア 千葉ポートサイドタワー・事務棟１階

�マルエツ蘇我南町店 店１階

�リブレ京成千葉寺店 店１階

［美浜区］
本店営業部 千葉市美浜区幸町２-２４-２７ ０４３-２４１-５３３５
幸町特別出張所 （国道１４号沿い幸町団地内）

真砂支店 千葉市美浜区真砂４-１-５ ０４３-２７９-８１１１
（ＪＲ検見川浜駅前ショッピングセンターＰＩＡ１階）

新稲毛支店 千葉市美浜区高洲３-９-２ ０４３-２７７-３０１１
（ＪＲ稲毛海岸駅前）

幕張新都心支店 千葉市美浜区中瀬２-６ ０４３-２９７-７８９０
（ワールドビジネスガーデンマリブアネックス２階）

幕張ローンプラザ 千葉市美浜区中瀬２-６ ０４３-３５１-０１３１
（幕張新都心支店内）（ワールドビジネスガーデンマリブアネックス２階）

店舗外キャッシュコーナー
千葉高洲 高洲第１団地内

海浜病院 病院１階ロビー

幕張メッセ（共） 国際展示場中央エントランス奥

幕張テクノガーデン Ｂ棟２階

イオンタワー タワー１階

パティオス５番街 幕張ベイタウンパティオス５番街

プレナ幕張（共） ビル１階

キッツビル ビル２階

マリンピア ＪＲ稲毛海岸駅前マリンピア１階

メッセ・アミューズ・モール メッセ・アミューズ・モール１階

［稲毛区］
稲毛支店 千葉市稲毛区稲毛東３-１７-５ ０４３-２４３-９１９１

（ＪＲ稲毛駅前海側）

稲毛東口支店 千葉市稲毛区小仲台２-３-１２ ０４３-２８４-８１１１
（ＪＲ稲毛駅東口サティ前）

稲毛支店 千葉市稲毛区あやめ台１-１３-１０１ ０４３-２５３-６００１
あやめ台特別出張所 （あやめ台団地内）

中央支店 千葉市稲毛区穴川３-１-１８ ０４３-２５５-３８１１
穴川特別出張所 （穴川十字路国道１６号沿い）

店舗外キャッシュコーナー
千葉大学 学生食堂１階

ヴィルフォーレ稲毛 ヴィルフォーレ稲毛京成バス停前

マルエツみどり台店 １階入口前

宮野木 京成団地バス停近く

オートウェーブ宮野木店 店内

［花見川区］
幕張支店 千葉市花見川区幕張町５-４７０-１ ０４３-２７３-７１１１

（ＪＲ幕張駅前十字路）

新検見川支店 千葉市花見川区花園１-７-１２ ０４３-２７１-０１３１
（ＪＲ新検見川駅前通り）

幕張本郷支店 千葉市花見川区幕張本郷１-２-２０ ０４３-２９７-２０１１
（ＪＲ・京成幕張本郷駅前）

店舗外キャッシュコーナー
ＪＲ新検見川駅 ＪＲ新検見川駅改札前

ＪＲ幕張駅北口駅前 ＪＲ幕張駅北口駅前

ライフ宮野木店 県道実籾穴川線沿い店入口隣

サミットストア花見川店 区役所隣　店１階

イトーヨーカドー幕張店 １階入口前

［若葉区］
大宮台支店 千葉市若葉区大宮台１-１２-５ ０４３-２６６-４３１１

（大宮台団地バス停前）

千城台支店 千葉市若葉区千城台西１-１-１ ０４３-２３６-１１１１
（モノレール千城台北駅前）

都賀支店 千葉市若葉区都賀３-１４-３ ０４３-２３２-２５５１
（ＪＲ・モノレール都賀駅前）

みつわ台支店 千葉市若葉区みつわ台３-１１-２ ０４３-２５５-３１３１
（モノレールみつわ台駅前）

店舗外キャッシュコーナー
桜木町 国道５１号沿い市営霊園ななめ前

小倉台 モノレール小倉台駅前

西友都賀店 駐車場内

ラパーク千城台 店１階

東寺山ショッピングセンター ショッピングセンター内

［緑区］
鎌取支店 千葉市緑区おゆみ野３-２-９ ０４３-２９１-５６１１

（ＪＲ鎌取駅前）

誉田支店 千葉市緑区誉田町２-２４-１８ ０４３-２９１-０５５５
（ＪＲ誉田駅前）

とけ支店 千葉市緑区あすみが丘１-２０-２ ０４３-２９４-８１２１
（ＪＲ土気駅前）

店舗外キャッシュコーナー
千葉県こども病院（共） こども病院前

千葉リハビリテーションセンター（共）センター１階

ジャスコ鎌取店 店１階

せんどう土気店 駐車場内

ヤオコーおゆみ野店 しのぼり公園バス停前

$

$

$$

$$

$

$

$$

$

$$

$$

当行では、下記の他に「E-net ATM」（全国４,８７３か所、うち千葉県内４１０か所）と「アイワイバンク銀行ATM」（全国５,５８０か所、うち千葉県内６１６か所）がご利用いただけます。

店舗・キャッシュコーナー一覧（平成１５年６月３０日現在）

組織とネットワーク
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皆さまと、地域とともに60年。 

は貿易取扱店／ は外貨現金取扱店（Ｔ/Ｃの取り扱いは、出張所、特別出張所を除く国内全店
ただし成田空港（出）、同第二（出）は取り扱い可）

※店舗外キャッシュコーナー
� 土曜日も稼働（日・祝日は稼働いたしません）／� 土・日曜日も稼働（祝日は稼働いたしません）
� 土・日・祝日も稼働／無印は平日のみ稼働
※全コーナーとも、１月１日～３日は稼働いたしません。
（共）は共同出張所です。

$$

四街道市
四街道支店 四街道市鹿渡２００１-８ ０４３-４２２-１５１１

（ＪＲ四街道駅前通り）

店舗外キャッシュコーナー
四街道市役所 市役所入口隣

旭ケ丘 旭ケ丘商店街

イトーヨーカドー四街道店 店１階

イトーヨーカドー四街道店２号 店３階

長崎屋四街道店 １階入口

市原市
五井支店 市原市五井中央西２-７-１ ０４３６-２１-２１４１

（ＪＲ五井駅西口前）

五井支店 市原市国分寺台中央１-１-１ ０４３６-２１-６６１１
市原市役所出張所（市原市役所１階）

八幡支店 市原市八幡１０５９-２２ ０４３６-４１-１３３１
（ＪＲ八幡宿駅前）

辰巳台支店 市原市辰巳台東１-１-２ ０４３６-７４-５５５１
（辰巳台団地内）

姉崎支店 市原市姉崎４８４-１ ０４３６-６１-１１４５
（ＪＲ姉ケ崎駅前）

牛久支店 市原市牛久１２１０-１ ０４３６-９２-１２１１
（小湊鉄道上総牛久駅前商店街）

店舗外キャッシュコーナー
五井駅東口 ＪＲ五井駅東口駅前

ＪＲ姉ケ崎駅 ＪＲ姉ケ崎駅西口

桜台 桜台団地入口Ａコープ前

馬立 国道２９７号線馬立新水神橋際

イトーヨーカドー姉崎店 店１階

イトーヨーカドー市原店前 入口前

イトーヨーカドー八幡宿店 入口前

せんどう千原台店 帝京平成短大前

せんどう国分寺台店 店入口右側

スーパーたかはし 駐車場内

マックスバリュー辰巳台店 店１階

三徳プラザ市原店（共） 店１階

アピタ市原店 １階入口

泉台 泉台団地入口

袖ヶ浦市
袖ヶ浦支店 袖ヶ浦市福王台１-１２-１ ０４３８-６２-８１８１

（ＪＲ袖ヶ浦駅前福王台入口）

店舗外キャッシュコーナー
袖ヶ浦市役所 市役所入口横

長浦駅前 ＪＲ長浦駅前通り

木更津市
木更津支店 木更津市中央２-１-２１ ０４３８-２３-８１８１

（本町通り）

木更津東支店 木更津市大和１-２-４ ０４３８-２３-５２８１
（ＪＲ木更津駅東口駅前通り）

店舗外キャッシュコーナー
木更津市役所 市役所２階ロビー

かずさアカデミアパーク センター１階

いなげや木更津請西店 駐車場内

ジャスコ木更津店 駐車場内

清見台 清見台土地組合事務所前

君津市
君津支店 君津市東坂田１-２-１３ ０４３９-５５-２５１１

（ＪＲ君津駅前）

久留里支店 君津市久留里市場１８２ ０４３９-２７-２５１１
（仲町通り）

店舗外キャッシュコーナー
いなげや君津店 駐車場入口

イトーヨーカドー君津店 １階エスカレーター横

アピタ君津店 店舗入口

芙蓉会 ＪＲ上総松丘駅キャラの木ケアセンター前

富津市
富津支店 富津市大堀１-１-２ ０４３９-８７-１１２１

（ＪＲ青堀駅前通り）

大佐和支店 富津市岩瀬１０５６-１ ０４３９-６５-０６６１
（大貫岩瀬橋際）

湊支店 富津市湊２１２-１ ０４３９-６７-０６１１
（湊町バス停前）

店舗外キャッシュコーナー
富津市役所 市役所１階当行派出隣

富津ショッピングセンター センター３階

富津西部 東町商店街内

市川市
市川支店 市川市市川１-７-１２ ０４７-３２２-０１６１

（ＪＲ市川駅前）

市川支店 市川市八幡１-１-１ ０４７-３３４-１５６８
市川市役所出張所（市川市役所１階）

本八幡支店 市川市八幡３-３-１ ０４７-３２２-０１８１
（ＪＲ本八幡駅前十字路）

本八幡南支店 市川市南八幡４-１７-２ ０４７-３７７-８７５１
（ＪＲ本八幡南口駅前通り）

行徳支店 市川市行徳駅前２-１４-１ ０４７-３９７-７１１１
（東西線行徳駅前）

南行徳支店 市川市相之川４-８-５ ０４７-３５８-４００１
（東西線南行徳駅前）

店舗外キャッシュコーナー
ＪＲ市川駅 ＪＲ市川駅構内キヨスク隣

京成国府台駅前 京成国府台駅前通り

市川大野駅前ビル ＪＲ市川大野駅前ビル

東京歯科大学市川総合病院 病院１階ロビー

国分 県道鎌ヶ谷市川線沿い国分小学校近く

北方ＳＴハイツビル 市川税務署４００ｍ先ローソン隣ハイツビル１階

若宮 若栄会通り

西友新浜店 １階入口隣

ＪＲ本八幡駅前パティオ １階入口隣

市川妙典サティ １番街１階

浦安市
浦安支店 浦安市北栄１-１６-８ ０４７-３５１-２１４１

（東西線浦安駅前）

新浦安支店 浦安市入船１-５-１ ０４７-３５４-２０１１
（ＪＲ新浦安駅前）

店舗外キャッシュコーナー
浦安市役所（共） 市役所１階

マルエツ浦安店前 市道大三角線沿いマルエツ前

イクスピアリ 店2階

イトーヨーカドー新浦安店 店1階

JR舞浜駅 JR舞浜駅構内

$$

$$

$$

$$

$$

$

$

$$

$

$$

$$

$$
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船橋市
船橋支店 船橋市本町３-３-４ ０４７-４２２-４１６１

（本町通り商店街）

船橋支店 船橋市湊町２-１０-２５ ０４７-４３６-２７７７
船橋市役所出張所 （船橋市役所１階）

船橋北口支店 船橋市本町７-１２-２４ ０４７-４２４-３１５１
（ＪＲ船橋駅北口駅前通り）

中山支店 船橋市本中山２-１９-１４ ０４７-３３４-１１４５
（ＪＲ下総中山駅前十字路）

西船橋支店 船橋市西船４-２３-１３ ０４７-４３４-３３１１
（ＪＲ西船橋駅前）

高根台支店 船橋市高根台１-２-１ ０４７-４６６-０１２１
（新京成高根公団駅前）

はざま支店 船橋市芝山３-１０-７ ０４７-４６４-６９６１
（芝山団地内）

習志野台支店 船橋市習志野台３-２-１ ０４７-４６６-６１５１
（新京成北習志野駅前）

小室支店 船橋市小室町１１５７ ０４７-４５７-１１１１
（北総開発鉄道小室駅前）

二和向台支店 船橋市二和東６-１７-３７ ０４７-４４９-１１１１
（新京成二和向台駅前商店街）

津田沼駅前支店 船橋市前原西２-１９-１ ０４７-４７２-６１４１
（ＪＲ津田沼駅前）

薬円台支店 船橋市薬円台６-１-１ ０４７-４６８-０３１１
（新京成薬園台駅ビル1階）

店舗外キャッシュコーナー
東船橋駅前 ＪＲ東船橋駅南口ロータリー角

原木中山駅前 東西線原木中山駅前サンクス隣

高根木戸駅前 新京成高根木戸駅前

新京成習志野駅前 新京成習志野駅前スリーエフ隣

馬込沢駅前 東武野田線馬込沢駅西側

三咲駅 新京成三咲駅前

船橋市立医療センター センター玄関隣

滝不動 新京成滝不動駅前

前原 新京成前原駅前

ちばコープ田喜野井 田喜野井公園前生協１階

東武百貨店船橋店 東武百貨店中央入口左側

ヨークマート夏見台店 店１階

マツモトキヨシ薬円台店 駐車場内

船橋行田 行田団地商店街

ららぽーと ららぽーと内

習志野市
津田沼支店 習志野市津田沼５-１２-４ ０４７-４５２-２１１１

（京成津田沼駅前）

習志野袖ヶ浦支店 習志野市袖ヶ浦３-５-３ ０４７-４５２-１２６１
（袖ヶ浦団地入口）

実籾支店 習志野市実籾５-３-２７ ０４７-４７８-７１７１
（京成実籾駅前通り）

店舗外キャッシュコーナー
習志野市役所 市役所１階新館通路

谷津 京成谷津駅前

京成津田沼駅 京成津田沼駅改札前

イトーヨーカドー津田沼店 店２階

イトーヨーカドー東習志野店 店１階

マルエツ大久保駅前店 京成大久保駅前

鎌ヶ谷市
鎌ヶ谷支店 鎌ヶ谷市富岡２-１-１ ０４７-４４４-２１１１

（鎌ヶ谷中学校通り）

店舗外キャッシュコーナー
鎌ヶ谷市役所 市役所１階

東武鎌ヶ谷駅 東武野田線鎌ヶ谷駅東口

鎌ヶ谷大仏駅 新京成鎌ヶ谷大仏駅構内

くぬぎ山 新京成くぬぎ山駅西口

イトーヨーカドー鎌ヶ谷店 店１階

マツモトキヨシ鎌ヶ谷店 店入口前

八千代市
八千代支店 八千代市八千代台西１-７-３ ０４７-４８３-２２１１

（京成八千代台駅西口駅前通り）

高津支店 八千代市大和田新田１５-１-１８ ０４７-４５０-１３１１
（高津団地リブレ京成高津店隣）

大和田支店 八千代市大和田２９７-２０ ０４７-４８４-８１１１
（京成大和田駅前通り）

新八千代支店 八千代市ゆりのき台４-１-１０ ０４７-４８６-６１１１
（東葉高速鉄道八千代中央駅前）

勝田台支店 八千代市勝田台２-４-３ ０４７-４８３-１３１１
（京成勝田台駅前十字路）

店舗外キャッシュコーナー
八千代市役所 市役所１階入口右

八千代緑が丘駅前 東葉高速鉄道八千代緑が丘駅入口交差点前

京成八千代台駅 駅東口

京成勝田台駅 駅地下通路売店街内

八千代台ビル 中央証券八千代支店１階入口前

イトーヨーカドー八千代店 店１階

成田市
成田支店 成田市花崎町５３６ ０４７６-２２-２５１１

（ＪＲ成田駅前通り）

成田支店 成田市古込字古込１-１ ０４７６-３４-６０６５
成田空港出張所 （成田空港第２旅客ターミナルビル１階入国フロア）

成田支店 成田市古込字古込１-１ ０４７６-３４-６０６０
成田空港第二出張所 （成田空港第２旅客ターミナルビル３階制限エリア内）

成田西支店 成田市赤坂２-１-１ ０４７６-２６-３５３１
（成田ニュータウンセンタービル内）

店舗外キャッシュコーナー
成田市役所 市役所１階

成田空港第２ターミナルビル（共） 第２ターミナルビル２階

ジャスコ成田店 店１階

ボンベルタ 店４階

ヨークマート成田店 駐車場内

成田ユアエルム 京成公津の杜駅前

イオン成田ショッピングセンター 専門店モール１階

ジャスコイオン成田店 店１階

印西市
印西支店 印西市大森３８７７ ０４７６-４２-３２２７

（木下街道沿い）

千葉ニュータウン支店 印西市戸神５００ ０４７６-４６-１５１１
（北総開発鉄道千葉ニュータウン中央駅前）

店舗外キャッシュコーナー
印西市役所 市役所駐車場内

印西牧の原駅 北総開発鉄道印西牧の原駅改札前

千葉ニュータウン中央駅北口 北口ロータリー

小林 JR小林駅前

白井市
白井支店 白井市富士５０-３８ ０４７-４４４-８１１１

（木下街道白井開拓バス停前）

$

$

$

$

$$

$

$$

$$

$

$$

$

$

$

$

$$

$$

$$

組織とネットワーク



41

組
織
と
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

皆さまと、地域とともに60年。 

店舗外キャッシュコーナー
白井市役所 市役所隣

富里市
富里支店 富里市七栄６５１-９６ ０４７６-９３-９１２１

（富里市役所通り）

店舗外キャッシュコーナー
富里市役所 市役所正面入口右側

BJパーク 国道４０９号沿いBJパーク隣

印旛郡
安食支店 印旛郡栄町安食２４７３-２ ０４７６-９５-２１１１

（田中興人住宅入口成田街道沿い）

酒々井支店 印旛郡酒々井町中央台１-２９-７ ０４３-４９６-１２２１
（ＪＲ酒々井駅西側）

店舗外キャッシュコーナー
酒々井町役場 町役場駐車場入口隣

日本医科大学付属千葉北総病院 病院１階ロビー

滝野プラザ 滝野ショッピングモール沿い

ナリタヤ食彩館 正面入口左側

八街市
八街支店 八街市八街ほ２３８-３７ ０４３-４４３-２０１１

（ＪＲ八街駅前通り）

店舗外キャッシュコーナー
八街市役所 市役所駐車場内

八街大木 スーパーハヤシ駐車場内

古谷プラザ 駐車場内

ランドマーク八街店 正面入口隣

ユアマートすずこう榎戸店 ＪＲ榎戸駅前すずこう隣

マックスバリュー八街店 １階入口前

佐倉市
佐倉支店 佐倉市新町１７ ０４３-４８４-２１３１

（新町商店街通り）

うすい支店 佐倉市王子台１-２８-８ ０４３-４６２-１１７７
（京成臼井駅前）

志津支店 佐倉市上志津１６５６-３１ ０４３-４８７-１２３１
（京成志津駅前通り）

ユーカリが丘支店 佐倉市ユーカリが丘６-３-６ ０４３-４６１-８１１１
（ユーカリが丘ニュータウン内）

店舗外キャッシュコーナー
佐倉市役所 市役所駐車場内

ＪＲ佐倉駅南口 ＪＲ佐倉駅南口ロータリー

臼井駅北口 京成臼井駅北口ロータリー

勝田台駅北口駅前 京成勝田台駅北口前

ユーカリが丘駅南口 京成ユーカリが丘駅南口

東邦大学佐倉病院 病院１階ロビー

レイクピアウスイ 京成臼井駅前ジャスコ１階南側入口

江原台 国立佐倉病院入口

いなげや佐倉店 駐車場内

スカイプラザ 京成ユーカリが丘駅北口プラザ１階

ユアマートすずこう京成佐倉店 京成佐倉駅北口すずこう駐車場内

イトーヨーカドー臼井店 １階入口前

佐原市
佐原支店 佐原市佐原イ５８６-５ ０４７８-５４-１２１１

（横宿通り）

店舗外キャッシュコーナー
佐原市役所 市役所入口前

サワラシティ ショッピングモール１階

香取郡
神崎支店 香取郡神崎町神崎本宿２０６５ ０４７８-７２-２３３１

（河岸通り）

小見川支店 香取郡小見川町小見川２６８-１ ０４７８-８２-２１３１
（本町通り）

笹川支店 香取郡東庄町笹川い６７９-３ ０４７８-８６-１１２５
（東庄町役場１００ｍ先）

多古支店 香取郡多古町多古２７０３ ０４７９-７６-５１１１
（仲町商店街沿い）

店舗外キャッシュコーナー
多古町役場 町役場正面入口前

小見川町役場 町役場１階ロビー

大栄町役場 町役場入口前

下総町役場 町役場駐車場内

小見川ショッピングプラザ（共） アピオショッピングセンター正面入口

柏市
柏支店 柏市中央１-１-１ ０４-７１６７-０１１１

（ＪＲ柏駅東口・旧水戸街道交差点）

柏支店 柏市柏５-１０-１ ０４-７１６６-５３９０
柏市役所出張所 （柏市役所第２庁舎２階）

柏支店 柏市柏１-１-２１ ０４-７１６３-７１１１
柏駅前出張所（ローンプラザ） （ＪＲ柏駅東口前柏そごう２階）

柏西口支店 柏市末広町５-１９ ０４-７１４３-２２２１
（ＪＲ柏駅西口交差点）

柏西口支店 柏市豊四季台１-１-１１５ ０４-７１４３-６１６１
豊四季特別出張所 （豊四季台団地・管理事務所前）

増尾支店 柏市加賀３-２４-１５ ０４-７１７４-７１１１
（東武野田線増尾駅前）

南柏支店 柏市今谷上町４５-１ ０４-７１７３-６１１１
（ＪＲ南柏駅東口・今谷交差点）

花野井支店 柏市花野井６８１ ０４-７１３１-７１２１
（柏市総合卸売市場前）

店舗外キャッシュコーナー
柏駅前 ＪＲ柏駅東口柏そごう２階

北柏駅前 ＪＲ北柏駅前

南柏駅西口 ＪＲ南柏駅西口

光ケ丘 東武光ケ丘バス停前マツモトキヨシ内

麗澤大学 大学構内研究室棟隣

いなげや南増尾店 北側駐車場

東武ストア新柏店 東武野田線新柏駅前店隣

ダイエー北柏店 店１階

松戸市
松戸支店 松戸市本町７-１０ ０４７-３６４-２１０１

（ＪＲ松戸駅西口）

松戸支店 松戸市根本３８７-５ ０４７-３６８-７６２１
松戸市役所出張所（松戸市役所１階）

矢切支店 松戸市三矢小台３-２-１ ０４７-３６５-２１８１
（上矢切バス停前）

八柱支店 松戸市日暮１-３-１ ０４７-３８５-３１３１
（新京成八柱駅・ＪＲ新八柱駅前）

馬橋支店 松戸市馬橋１０７ ０４７-３４１-２１０１
（ＪＲ馬橋駅前）

新松戸支店 松戸市新松戸１-３６１-２ ０４７-３４３-５１０１
（ＪＲ新松戸駅前）

小金原支店 松戸市小金原６-１-１ ０４７-３４１-４１１５
（小金原団地・小金原病院隣）
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は貿易取扱店／ は外貨現金取扱店（Ｔ/Ｃの取り扱いは、出張所、特別出張所を除く国内全店
ただし成田空港（出）、同第二（出）は取り扱い可）

※店舗外キャッシュコーナー
� 土曜日も稼働（日・祝日は稼働いたしません）／� 土・日曜日も稼働（祝日は稼働いたしません）
� 土・日・祝日も稼働／無印は平日のみ稼働
※全コーナーとも、１月１日～３日は稼働いたしません。
（共）は共同出張所です。

$$
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常盤平支店 松戸市常盤平１-２９-３ ０４７-３８８-１２３１
（新京成常盤平駅ビル内）

五香支店 松戸市常盤平５-１９-１ ０４７-３８４-２０２１
（新京成五香駅西口ビル内）

鎌ヶ谷支店 松戸市六実４-３-１ ０４７-３８６-１１７５
六実出張所 （東武野田線六実駅バス停前）

松飛台支店 松戸市松飛台１９２-１ ０４７-３８６-７１１１
（松飛台工業団地入口）

高塚支店 松戸市高塚新田１５８-４１ ０４７-３９１-５２２１
（高塚入口バス停そば）

店舗外キャッシュコーナー
�松戸東口 ＪＲ松戸駅東口前

�北松戸駅前 ＪＲ北松戸駅東口駅前

�馬橋駅西口 馬橋駅西口マツモトキヨシ隣

�松戸市立病院 病院１階ロビー

�八ケ崎 あずまバス停前

我孫子市
我孫子支店 我孫子市本町２-２-１６ ０４-７１８２-３１１１

（ＪＲ我孫子駅前）

天王台支店 我孫子市柴崎台１-９-１ ０４-７１８４-５３５１
（ＪＲ天王台駅北口）

湖北支店 我孫子市湖北台１-１８-１ ０４-７１８７-３５３１
（ＪＲ湖北駅南口）

店舗外キャッシュコーナー
�我孫子市役所 市役所正面入口横

�アビイクオーレ ＪＲ我孫子駅前イトーヨーカドー１階

�あびこショッピングプラザ 国道６号沿い「エスパ」３階

�布佐 県道千葉竜ケ崎線沿い

野田市
野田支店 野田市野田３５０-１１ ０４-７１２４-４１１１

（仲町消防会館前）

川間支店 野田市尾崎８１１-２９ ０４-７１２９-６０１１
（東武野田線川間駅前）

関宿支店 野田市東宝珠花５４５-２ ０４-７１９８-４４１１
（関宿支所入口バス停前）

店舗外キャッシュコーナー
野田市役所 市役所１階

関宿支所 支所前

�清水公園 東武野田線清水公園駅前

�いなげや野田みずき店 駐車場内

�ジャスコノア店 １階郵便局前

�大殿井 電建住宅団地入口

流山市
流山支店 流山市流山２-３１６-１ ０４-７１５８-２５１１

（総武流山電鉄流山駅前県道沿い）

南流山支店 流山市南流山１-８-１ ０４-７１５０-２４６１
（ＪＲ南流山駅前）

初石支店 流山市西初石３-１４４７-１５ ０４-７１５３-２１１１
（東武野田線初石駅前）

江戸川台支店 流山市江戸川台西２-４-１ ０４-７１５４-１４１１
（東武野田線江戸川台駅前）

店舗外キャッシュコーナー
流山市役所 市役所１階ロビー

�東武江戸川台駅東口 東武野田線江戸川台駅東口駅前

�イトーヨーカドー流山店 総武流山電鉄平和台駅前店１階

�マツモトキヨシ東深井店 流山街道沿い東深井、マックスＭ江戸川台店内

�マルエツ初石店 東武野田線初石駅近くマルエツ隣

東�飾郡
柏支店 東�飾郡沼南町大津ケ丘１-５６-２１０４-７１９１-６４５１
沼南出張所 （沼南町役場前）

店舗外キャッシュコーナー
沼南町役場 町役場１階ロビー

リブレ京成しいの木台店 駐車場側店入口前

館山市
館山支店 館山市北条１８２３ ０４７０-２２-４１１１

（銀座通り）

館山支店 館山市館山１０２６ ０４７０-２２-２２０６
館山南特別出張所（下町十字路）

那古船形支店 館山市船形２８５-１ ０４７０-２７-３３１１
（ＪＲ那古船形駅前国道十字路）

店舗外キャッシュコーナー
館山市役所 市役所正面入口横

ジャスコ館山店 １階食品売場横

オドヤスーパーセンター館山店 入口横

安房郡
鋸南支店 安房郡鋸南町竜島８４７-１ ０４７０-５５-１６１１

（ＪＲ安房勝山駅前通り）

千倉支店 安房郡千倉町北朝夷２７９８ ０４７０-４４-１５１１
（北千倉バス停前）

白浜支店 安房郡白浜町白浜２６９６-１ ０４７０-３８-４１１１
（白浜バス停前）

和田支店 安房郡和田町和田４０３-１ ０４７０-４７-３３１１
（和田バス停前）

天津支店 安房郡天津小湊町天津１２２１-１０ ０４７０-９４-０５２１
（国道１２８号沿い）

店舗外キャッシュコーナー
千倉町役場 役場入口左

夷隅郡
御宿支店 夷隅郡御宿町須賀５０５-６ ０４７０-６８-２３２１

（ＪＲ御宿駅前通り交差点)

大原支店 夷隅郡大原町大原８６６６ ０４７０-６２-１２１１
（仲町通り）

長者支店 夷隅郡岬町長者４８８-１ ０４７０-８７-２４３１
（長者本通り）

大多喜支店 夷隅郡大多喜町桜台６３ ０４７０-８２-３１１１
（桜台三ツ角）

店舗外キャッシュコーナー
御宿町役場 町役場１階入口

大原町役場（共） 町役場１階入口

おおたきショッピングプラザ 店１階

鴨川市
鴨川支店 鴨川市横渚９４１-４ ０４７０-９２-１２１１

（ＪＲ安房鴨川駅前）

店舗外キャッシュコーナー
鴨川市役所 入口正面

鴨川グランドホテル（共） 駐車場内

勝浦市
勝浦支店 勝浦市墨名７２５-３ ０４７０-７３-１１２１

（墨名交差点）

$

$$

$$

$

$

$$

$$
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は貿易取扱店／ は外貨現金取扱店（Ｔ/Ｃの取り扱いは、出張所、特別出張所を除く国内全店
ただし成田空港（出）、同第二（出）は取り扱い可）

※店舗外キャッシュコーナー
� 土曜日も稼働（日・祝日は稼働いたしません）／� 土・日曜日も稼働（祝日は稼働いたしません）
� 土・日・祝日も稼働／無印は平日のみ稼働
※全コーナーとも、１月１日～３日は稼働いたしません。
（共）は共同出張所です。

$$

店舗外キャッシュコーナー
勝浦市役所（共） 市役所当行派出前

国際武道大学 大学構内

興津 JR上総興津駅前通り

茂原市
茂原支店 茂原市茂原３６５-１ ０４７５-２４-２１１１

（茂原銀座通り）

茂原東支店 茂原市町保１-１０ ０４７５-２４-６６１１
（ＪＲ茂原駅前）

茂原南支店 茂原市千代田町２-３-２ ０４７５-２２-１８５５
（ＪＲ茂原駅南口千代田通り）

店舗外キャッシュコーナー
茂原市役所 市役所正面ロータリー横

日立製作所茂原工場 日立体育館隣駐輪場正面

茂原ショッピングプラザ ケーヨーＤ２入口横

ジャスコ茂原店 駐車場側入口横

ホームセンターカスミ茂原店 県道茂原線沿い店入口

カインズホーム茂原店 国道１２８号沿い店入口

長生郡
一宮支店 長生郡一宮町一宮２９５６-１ ０４７５-４２-３６１１

（国道１２８号沿い別称大通り）

店舗外キャッシュコーナー
一宮町役場 町役場１階

東金市
東金支店 東金市東金１０６０-６ ０４７５-５４-１１５１

（ＪＲ東金駅入口バス停前）

店舗外キャッシュコーナー
東金市役所 市役所１階

城西国際大学 大学構内学生ホール前

サンピア 店２階

東金レイクサイドヒル スーパーカワグチ隣

浅井病院 浅井病院駐車場入口

山武郡
大網支店 山武郡大網白里町駒込４４４-１ ０４７５-７２-１１８１

（ＪＲ大網駅前通り）

成東支店 山武郡成東町津辺２８９-５ ０４７５-８２-２５１１
（ＪＲ成東駅前通り）

九十九里支店 山武郡九十九里町片貝３５１６-１ ０４７５-７６-４１７１
（西の下）

横芝支店 山武郡横芝町横芝１３３９ ０４７９-８２-１２２１
（ＪＲ横芝駅前通り）

店舗外キャッシュコーナー
成東町役場 町役場入口

芝山町役場 町役場入口

九十九里町役場 町役場入口

大網白里町役場 町役場入口

大網白里ショッピングセンター１階

ラパーク成東店 店1階

ショッピングモールサビア横芝（共）店1階

八日市場市
八日市場支店 八日市場市イ２４７０ ０４７９-７２-１２４１

（西本町通り）

店舗外キャッシュコーナー
八日市場市役所（共） 市役所入口

旭市
旭支店 旭市ロ８２７-１ ０４７９-６２-２１１１

（塚前十字路）

店舗外キャッシュコーナー
旭中央病院 病院１階

旭ショッピングセンターサンモール サンモール１階

銚子市
銚子支店 銚子市新生町１-４７-１ ０４７９-２２-２４００

（新生通り）

店舗外キャッシュコーナー
銚子市役所 市役所１階

銚子駅 ＪＲ銚子駅前

東京都
東京営業部 中央区日本橋室町１-５-３ ０３-３２７０-８３５１

（三越本店正面）

新宿支店 新宿区西新宿２-４-１ ０３-３３４４-１６６１
（新宿ＮＳビル２階）

秋葉原支店 千代田区岩本町３-１０-１ ０３-３８６３-２１５１
（岩本町交差点）

錦糸町支店 墨田区江東橋２-１３-７ ０３-３６３３-７０１１
（両国高校隣）

小岩支店 江戸川区南小岩７-２７-１１ ０３-３６５７-４１７１
（区役所通り）

金町支店 �飾区金町６-７-２５ ０３-３６０７-４１２１
（水戸街道沿い）

みずえ支店 江戸川区南篠崎町２-１０-７ ０３-３６９８-８５６１
（都営新宿線瑞江駅前通り）

篠崎支店 江戸川区篠崎町７-２７-２３ ０３-５２４３-１５０１
（都営新宿線篠崎駅前）

大阪府
大阪支店 大阪市中央区本町４-１-７ ０６-６２６１-３５３１

（御堂筋北御堂隣）

茨城県鹿島郡

店舗外キャッシュコーナー
神栖 ベイシアショッピングセンター神栖店駐車場内

海外支店
ニューヨーク支店 ＴＥＬ:１-２１２-３５４-７７７７
1133 Avenue of the Americas, 15th Floor, New York, N.Y.10036, U.S.A. 
香港支店 ＴＥＬ:８５２-２８４０-１２２２
Unit 2510, One Pacific Place, 88 Queensway, Hong Kong

ロンドン支店 ＴＥＬ:４４-２０-７３１５-３１１１
3rd Floor Atlas House,1 King Street, London EC2V 8AU, U.K.

海外駐在員事務所

上海駐在員事務所 ＴＥＬ:８６-２１-６２７８０４８２
Room 707, Shanghai International Trade Center, 2201 Yan-An Road(west), Shanghai,
P.R.C. 200336

シンガポール駐在員事務所 ＴＥＬ: ６５-６４３８-５４００
16 Raffles Quay #34-04 Hong Leong Building, Singapore 048581
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$

$$

振込専用支店として「ひまわり第一支店」「ひまわり第二支店」があります。なお、振込専用支店は、窓口業務などの取り扱いはございません。
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昭和１８年３月 千葉銀行創立。当行は、一県一行主義の
国策に従い、千葉合同銀行、小見川農商
銀行、第九十八銀行が合併して誕生しま
した。なお、当行の母体となった３銀行
は、いずれも明治初期から中期にかけて
創業しています。

１９年 ３月 千葉貯蓄銀行合併
６月 野田商誘銀行から営業を譲り受ける

２８年 ７月 （財）千葉県福祉財団設立

３８年 ４月 外国為替公認銀行となる

３９年 ２月 ひまわりをバンクフラワーに制定

４５年１０月 東京証券取引所第２部に株式を上場
（翌年８月、第1部に指定替）

４６年１０月 第１次オンラインシステム稼働

４７年 ５月 海外銀行と直接コルレス取引開始

４８年 ３月 新本店完成
（財）千葉経済センター設立

５１年 ４月 緒方太郎、頭取に就任

５７年 ３月 ロンドン駐在員事務所開設
（平成３年２月、支店開設）

５８年 ３月 創立４０周年を迎えＣＩ活動を展開

６０年 ３月 ニューヨーク駐在員事務所開設
（昭和６２年４月、支店開設）

１０月 香港駐在員事務所開設
（平成元年４月、支店開設）

６１年１２月 米ドル建転換社債１億ドル発行
初の時価発行による公募増資（６００万株）

６２年 ６月 玉置孝、頭取に就任

６３年 ４月 時価発行による公募増資（２,０００万株）

平成元年 ３月 第１回、第２回国内無担保転換社債４００億
円発行

４月 株主割当による中間発行増資（５,７９４万株）

２年 ３月 時価発行による公募増資（５,０００万株）

３年１０月 新電算センター「おゆみ野センター」が竣工

平成５年 １月 第３次オンラインシステム稼働
３月 創立５０周年を迎える
１１月 代理店方式による信託業務取り扱い開始

平成６年 ７月 玉置頭取、全国地方銀行協会会長に就任
（平成９年５月退任）

７年１１月 上海駐在員事務所開設

８年１２月 インターネットによる「ホームページ」を開設

９年 ６月 早川恒雄、頭取に就任
１０月 シンガポール駐在員事務所開設

１０年 ３月 中央証券株式会社の株式を山一証券グル
ープ企業から取得

１０月 （財）ひまわりベンチャー育成基金の設立

１１年 ６月 第３回国内無担保転換社債３００億円発行

１２年 ４月 コンビニATM「Ｅ-net」、選べる住宅ローン
「ベストチョイス21」の取り扱い開始

１２月 ｢ビジネスローン｣の取り扱い開始

１３年 ４月 損害保険商品の販売開始

１０月 「ベンチャー企業向けローン」の創設と
「ひまわりＶ１号投資事業有限責任組合」
を組成

１１月 確定拠出年金「企業型年金」の取り扱い開始

ちばぎん この１年のおもなできごと

１４年 ２月 確定拠出年金「個人型年金」、「アイワイ
バンク銀行ＡＴＭ」の取り扱い開始

４月 当行専用投資信託「ひまわり畑」、「振込
入金照合サービス＜消込マスター＞」、
住宅ローン「ちばぎん『すまい・るパッケー
ジ』」の取り扱い開始

１０月 個人年金保険の販売開始

１１月 個人向け信託商品の取り扱い開始

１２月 外貨積立預金（愛称：ひまわりワールドパ
スポート）の取り扱い開始

１５年 ３月 創立６０周年を迎える
テレフォンバンキング２４時間３６５日稼働
（一部休止日、休止時間帯を除く）

４月 中期経営計画「創造とスピードの１００週
間」スタート

沿　革

組織とネットワーク
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経済金融環境
当期のわが国経済をかえりみま

すと、景気は一部に持ち直しの動

きが見られたものの全体としては

横這いで推移しました。設備投資

は緩やかに増加しましたが、個人

消費は総じて弱めの動きに推移し

ました。また、住宅投資、公共投

資ともに低調に推移しました。こ

のような国内最終需要動向や輸出

の増加が緩やかなものに留まって

いることを受けて、鉱工業生産は

弱めの動きに推移しました。こうし

た環境のもとで、企業収益はリスト

ラ等による経費削減により改善し、

企業の業況感も緩やかながら改善

しました。

金融情勢をみますと、短期金融

市場では、日本銀行による潤沢な資

金供給を受けて、無担保コール翌

日物金利は引き続きゼロ％近辺で

推移しました。長期国債の流通利

回りは、投資家の国債への資金シ

フトの動きが加速したこと等から、

一時0.70％まで低下しました。株式

市況は、海外情勢に対する不透明

感や持合解消による売り圧力等に

より、日経平均株価は3月には一時8

千円を割り込む20年ぶりの安値水

準となり、期末の株価は7千円台に

低下しました。

平成１４年度の業績
このような経済金融環境のもと

で、当行では、お客さまの多様な

ニーズに積極的にお応えいたしま

すとともに、経営の効率化、資産の

健全化を一段と推進してまいりまし

た結果、平成14年度の業績は、以

下のとおりとなりました。

連結決算の状況
損益の状況

連結経常収益は、資金の効率的

な運用及び役務収益拡大に努めま

したものの、貸出金利息が減少した

ことなどにより、前期比65億31百万

円減少し2,038億76百万円となりまし

た。一方、連結経常費用は、期末

の株価下落に伴い有価証券の減損

処理が発生しましたが、調達コスト

の減少及び経費の削減など経営全

般にわたる合理化を進めましたこと

から、前期比682億12百万円減少し

1,868億67百万円となりました。

この結果、連結経常利益は170億

8百万円となりました。また、連結当

期純利益は87億70百万円となり、1

株当たり連結当期純利益は10円42

銭となりました。

国際統一基準による連結自己資

本比率は、前期末比0.20ポイント上

昇し、10.42％となり、引き続き10%

以上の水準を確保しました。

連結キャッシュ・フローの状況

連結キャッシュ・フローにつきまし

ては、営業活動によるキャッシュ・

フローが貸出金の減少などにより

931億円のプラス、投資活動のキャ

ッシュ・フローは有価証券の売却・

償還などにより232億円のプラスと

なりました。また、財務活動による

キャッシュ・フローは劣後特約付借

入金の調達などにより26億円のプ

ラスとなりました。以上の結果、現

金及び現金同等物の期末残高は前

期末比1,189億円増加し、3,964億円

となりました。

単体決算の状況
主要勘定の状況

預金につきましては、さまざまな金

融商品・サービスを品揃えし、家計

に密着した営業活動を展開してま

いりましたことなどから、個人預金

は前期末比1,042億円増加しました

が、前年3月に指定金融機関である

当行に一時的に集中した公金預金

が、ペイオフ解禁延期によって再び

分散したことにより1,020億円減少し

たこと等を受け、期末残高は前期

末比433億円減少し、7兆1,749億円

となりました。

貸出金につきましては、引き続き

個人のお客さまのニーズにお応え

してまいりましたことにより、住宅

ローンは前期末比938億円増加しま

したが、法人のお取引先の資金需

要は盛り上がりに欠け、期末残高

は前期末比1,435億円減少し5兆

6,064億円となりました。

有価証券につきましては、期末残

高は前期末比608億円減少し、1兆

3,464億円となりました。

総資産の期末残高は、前期末比

1,220億円減少し、8兆120億円とな

りました。

資本の部の期末残高は、前期末

比92億円減少し、3,201億円となり

ました。

国際統一基準による自己資本比

率は、前期末比0.18ポイント上昇し、

10.24%となり、引き続き10%以上の

水準を確保しました。
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（単位：百万円）

平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度

連結経常収益 240,461 235,476 238,443 210,408 203,876

連結経常利益（△は連結経常損失） △85,110 33,955 23,259 △44,672 17,008

連結当期純利益（△は連結当期純損失） △49,359 18,350 13,191 △25,420 8,770

連結純資産額 307,108 321,894 369,061 334,967 325,738

連結総資産額 7,660,111 7,739,544 7,942,695 8,145,849 8,021,618

連結ベースの1株当たり純資産額（円） 396.49 415.56 438.21 397.77 387.29

連結ベースの1株当たり当期純利益（△は連結ベースの1株当たり当期純損失）（円） △63.68 23.69 16.90 △30.18 10.42

連結ベースの潜在株式調整後１株当たり当期純利益（円） － 22.29 － － －

連結自己資本比率（国際統一基準）（％） 9.23 9.70 10.56 10.22 10.42

連結自己資本利益率（％） － 5.83 3.81 － 2.65

連結株価収益率（倍） － 18.31 25.20 － 32.81

営業活動によるキャッシュ・フロー ／ 214,501 278,356 104,123 93,115

投資活動によるキャッシュ・フロー ／ △163,069 △399,040 38,507 23,279

財務活動によるキャッシュ・フロー ／ 26,127 12,731 △21,326 2,626

現金及び現金同等物の期末残高 186,483 263,920 156,060 277,423 396,412

従業員数（人） ／ 4,734 4,572 4,438 4,323

（外、平均臨時従業員数） （2,022） （2,054） （2,113） （2,208）
（注）１.平成１０年度の連結財務諸表における子会社・関連会社の範囲及び税効果会計につきましては、それぞれ「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する省令」（平

成１０年大蔵省令第１３６号）附則第２項及び「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する省令」（平成１０年大蔵省令第１７３号）附則第３項に基づき、これらの省令に
より改正された連結財務諸表規則を適用しております。

２.当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
３.平成１３年度以前の連結ベースの１株当たり当期純利益（又は当期純損失）は、期中平均株式数（「自己株式」及び「子会社の所有する親会社株式」を除く）により算出しております。
４.連結ベースの潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、平成１０年度及び平成1２年度以降は潜在株式がありませんので記載しておりません。
５.平成１４年度から、「１株当たり純資産額」、「１株当たり当期純利益（又は当期純損失）」及び「潜在株式調整後1株当たり当期純利益」（以下、「1株当たり情報」という。）の算定に当たって
は、「1株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号）を適用しております。

６.連結自己資本比率は、銀行法第１４条の２の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき作成しております。なお、当行は国際統一基準を採用しております。
７.平成１０年度及び平成1３年度は連結当期純損失となったため、連結自己資本利益率、連結株価収益率はいずれも記載しておりません。

連結主要経営指標
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損益の状況

業務粗利益につきましては、国内

部門で役務取引等利益が増加した

ことなどにより、前期比14億円増加

し1,472億円となりました。経費は、

人件費の減少や、機械化・合理化

の促進など、経営全般にわたる合

理化に努めてまいりましたため、前

期比21億円減少し756億円となりま

した。この結果、一般貸倒引当金

繰入前の業務純益は前期比36億円

増加し715億円、業務純益は、前

期比303億円増加し778億円となり

ました。

さらに、貸倒償却引当費用が減

少したことや、株式等保有有価証

券の減損額が減少したことなどに

より、経常利益は186億円となりま

した。さらに特別損益、法人税等調

整額などを加減した後の当期純利

益は89億円となりました。

配当金･配当政策

当行は、銀行業の公共性に鑑み、

健全経営を確保するため内部留保

の充実を図るとともに、安定的な配

当を継続し、株主の皆さまのご支援

に報いてまいりたいと考えています。

この基本方針のもと、期末配当金

につきましては1株当たり2円50銭と

して定時株主総会のご承認をいた

だきました。この結果、１株当たり

の年間配当金額は5円(うち中間配

当金2円50銭)となりました。

なお、内部留保金につきましては、

お客さまへの総合金融サービスの

向上にむけての戦略的投資等に有

効に活用してまいります。

対処すべき課題
金融システム改革をはじめとする

制度改正が進む一方で、不良債権

処理等の課題に直面するなど、金

融機関にとって厳しい経営環境の

継続が予想されるなか、金融庁は

「金融再生プログラム」及び「リレー

ションシップバンキングの機能強化

に関するアクションプログラム」を公

表しました。そのなかで地域金融

機関は、特に「中小企業金融再生に

向けた取組み」及び「経営の健全性

確保･収益性向上等に向けた取組

み」が求められることとなりました。

このような経営環境下、当行は平

成17年3月までの2年間（100週間）を

計画期間とする新しい中期経営計

画「創造とスピードの100週間」を策

定し、スタートさせました。経営指

針は、前中期経営計画同様「最も質

の高い『地域の総合金融サービスグ

ループ』」とし、具体的経営指針とし

て「連結当期利益の持続的拡大」

「グループによる高度なトータルソ

リューションの提供」「ステークホル

ダーの価値(満足度)向上につなが

る継続的な自己改革」の3つを掲げ

ました。また、それらを達成するた

めの主要課題として「持続的な収益

力強化」「経営システムの変革」の2

つを設定しております。「スピード」

を差別化要因として捉え、「100週間」

「週単位」という従来とは全く異な

る時間軸の中で、「高い創造力」を

発揮し、本計画の達成に向けて全

役職員が一致団結して取り組んで

まいります。

また、計画に掲げた目標達成に加

え、持続的な収益力の強化を確実

なものとするために、意思決定･業

務執行等にあたっての当行の基本

的な枠組みを見直すこととし、経営

体制改革、本部組織改定及び人事

制度改定を本年4月に実施しまし

た。経営体制改革では、執行役員

制度を導入するなど取締役会機能

を強化するとともに、業務執行機能

の充実を図りました。なお、当行の

執行役員制度は、改正商法による

経営機構である委員会等設置会社

に置く執行役とは異なる当行独自

の制度といたしました。本部組織

改定では、本部各部室の機能･役割

を明確にし、業務特性を軸に「コー

（億円） （億円） 
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■総資産･貸出金･預金（単体） ■有価証券（単体）



（単位：百万円）

平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度

経常収益 223,353 213,700 218,827 185,987 176,390
業務純益 33,791 66,075 79,460 47,522 77,847
経常利益（△は経常損失） △90,258 29,830 23,202 △45,363 18,625
当期純利益（△は当期純損失） △52,775 16,285 13,107 △26,739 8,964
資本金 106,881 106,888 121,019 121,019 121,019
（発行済株式総数：千株） （777,879） （777,911） （845,521） （845,521） （845,521）
純資産額 305,782 318,262 365,439 329,358 320,132
総資産額 7,574,927 7,672,781 7,906,943 8,134,080 8,012,028
預金残高 6,402,320 6,609,627 6,792,637 7,218,238 7,174,913
貸出金残高 5,746,782 5,619,200 5,597,488 5,749,973 5,606,409
有価証券残高 920,486 1,055,838 1,485,083 1,407,271 1,346,470
1株当たり純資産額（円） 393.09 409.12 432.20 389.57 378.82
1株当たり配当額（円） 5.00 5.00 5.00 5.00 5.00
（うち1株当たり中間配当額：円） （2.50） （2.50） （2.50） （2.50） (2.50）
1株当たり当期純利益（△は1株当たり当期純損失）（円） △67.84 20.93 16.72 △31.62 10.60
潜在株式調整後1株当たり当期純利益（円） － 19.70 － － －
単体自己資本比率（国際統一基準）（％） 9.08 9.53 10.45 10.06 10.24
自己資本利益率（％） － 5.34 4.12 － 2.77
株価収益率（倍） － 20.73 25.47 － 32.26
配当性向（％） － 23.88 30.96 － 47.14
従業員数（人） 4,670 4,024 3,892 3,760 3,623
（外、平均臨時従業員数） （556） （604） （1,216） (1,419)
（注）１.平成１０年度の財務諸表における子会社・関連会社の範囲及び税効果会計につきましては、それぞれ「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する省令」（平成１０

年大蔵省令第１３５号）附則第２項及び「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する省令」（平成１０年大蔵省令第１７３号）附則第３項に基づき、これらの省令によ
り改正された財務諸表等規則を適用しております。

２. 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
３. 平成１４年度の中間配当についての取締役会決議は平成１４年１１月２２日に行いました。
４. 平成１３年度以前の１株当たり当期純利益（又は当期純損失）は、期中平均株式数により算出しております。
５. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、平成１０年度及び平成1２年度以降は潜在株式がありませんので記載しておりません。
６.平成１３年度から自己株式について資本に対する控除項目とされたことから、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益（又は当期純損失）については、それぞれ発行済株式数から
自己株式数を控除して計算しております。

７.平成１４年度から、「１株当たり純資産額」、「１株当たり当期純利益（又は当期純損失）」及び「潜在株式調整後1株当たり当期純利益」（以下、「1株当たり情報」という。）の算定に当たっては、
「1株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号）を適用しております。
８. 自己資本比率は、銀行法第１４条の２の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき算出しております。なお、当行は国際統一基準を適用しております。
９. 平成１０年度及び平成１３年度は当期純損失となったため、自己資本利益率、株価収益率、配当性向はいずれも記載しておりません。
１０.従業員数につきましては、平成１１年度より、出向人員を除いた就業人員数を記載しております。また、海外の現地採用者、嘱託及び臨時従業員は（ ）内に年間の平均人員を外書で記
載しております。
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単体主要経営指標

ポレート・スタッフ部門」、「営業部

門」、「審査･管理部門」及び「コーポ

レート・サービス部門」の4つに分類

いたしました。併せまして、新たに

「与信企画部」「ダイレクトチャネル

部」を設置し「IPS事業部」を廃止い

たしました。人事制度の改定では、

専門スキルを持った人材の育成と

行員の能力･意欲を高めるため、職

務･成果を重視した処遇体系といた

しました。

これらを通じまして、全てのステー

クホルダー（お客さま、株主、格付機

関、地域社会、従業員）から十分な

ご満足をいただける銀行となりますよ

う、銀行経営のベストプラクティスを目

指して、今後とも最大限の努力を尽

くしてまいる所存でございます。
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■業務粗利益（単体） ■経費（単体） ■業務純益・業務純益（一般貸倒引当金繰入前）・経常利益（単体）



事業の内容

当行グループ（当行及び当行の関係会社）は、当行ほか、

子会社等１7社で構成され、銀行業務を中心に、証券業務、

リース業務などの金融サービスを提供しています。

事業系統図 （平成１５年６月２７日現在）

支店1 ニューヨーク支店 
子会社1 チバキャピタルファンディング（ケイマン）株式会社 

 
 

支店1 香港支店 
駐在員事務所２ 上海駐在員事務所、シンガポール駐在員事務所 

支店1 ロンドン支店 

本店ほか支店１４０　出張所１０　特別出張所５　仮想店舗２　両替出張所２ 
 

　主に当行のために銀行業務に関する事務の代行を行っている会社 

 株式会社 総武 

 ちばぎんキャッシュビジネス株式会社 

 ちばぎんアカウンティングサービス株式会社 

 ちばぎんビジネスサービス株式会社 

 ちばぎん総合管理株式会社 

 ちばぎんローンビジネスサポート株式会社 

 ちば債権回収株式会社 

 ちばぎん保証株式会社 

　お客さまに対し総合金融サービスを提供している会社 

 中央証券株式会社 

 ちばぎんリース株式会社 

 ちばぎんジェーシービーカード株式会社 

 ちばぎんディーシーカード株式会社 

 ちばぎんコンピューターサービス株式会社 

 ちばぎんキャピタル株式会社 

 ちばぎんアセットマネジメント株式会社 

 株式会社ちばぎん総合研究所 

 

子会社等１６ 
 

国 内  

千
葉
銀
行 

 

米 州  

欧 州  

ア ジ ア  
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グループ会社一覧

株式会社 総武
〒２６２-００２５ 千葉市花見川区花園１-７-１２ ＴＥＬ:０４３-２７６-５１２１

ちばぎんキャッシュビジネス株式会社
〒２６０-８７２０ 千葉市中央区千葉港１-２ ＴＥＬ:０４３-２４７-５５４０

ちばぎんアカウンティングサービス株式会社
〒２６０-００２６ 千葉市中央区千葉港８-４日本興亜千葉ビル４階 ＴＥＬ:０４３-２４４-３２１１

ちばぎんビジネスサービス株式会社
〒２６０-８７２０ 千葉市中央区千葉港１-２ ＴＥＬ:０４３-２４７-０７９１

ちばぎん総合管理株式会社
〒２６０-８７２０ 千葉市中央区千葉港１-２ ＴＥＬ:０４３-２４７-４２１１

ちばぎんローンビジネスサポート株式会社＊

〒２６３-００３１ 千葉市稲毛区稲毛東３-１７-５ ＴＥＬ:０４３-２３８-９７７１

ちば債権回収株式会社
〒２６０-００１６ 千葉市中央区栄町３９-１０ ＴＥＬ:０４３-２２５-６３７５

ちばぎん保証株式会社
〒２６３-００３１ 千葉市稲毛区稲毛東３-１７-５ ＴＥＬ:０４３-２４７-５７５１

中央証券株式会社＊

〒１０３-００２２ 東京都中央区日本橋室町１-５-３ ＴＥＬ:０３-３６６０-４７００

ちばぎんリース株式会社
〒２６２-００２５ 千葉市花見川区花園２-１-２２ ＴＥＬ:０４３-２７５-８００１

ちばぎんジェーシービーカード株式会社
〒２６０-００１５ 千葉市中央区富士見１-１４-１１ ＴＥＬ:０４３-２２５-２６１１

ちばぎんディーシーカード株式会社
〒２６０-００１５ 千葉市中央区富士見１-１４-１１ ＴＥＬ:０４３-２２５-８４１１

ちばぎんコンピューターサービス株式会社
〒２６６-００３２ 千葉市緑区おゆみ野中央６-１２ ＴＥＬ:０４３-２９２-８８８１

ちばぎんキャピタル株式会社
〒２６０-００２６ 千葉市中央区千葉港８-４日本興亜千葉ビル２階 ＴＥＬ:０４３-２４８-８８２２

ちばぎんアセットマネジメント株式会社
〒１０３-００２２ 東京都中央区日本橋室町１-５-３ＴＥＬ:０３-３２４１-８０２１

株式会社ちばぎん総合研究所
〒２６３-００４３ 千葉市稲毛区小仲台２-３-１２ ＴＥＬ:０４３-２０７-０６２１

海外現地法人

チバキャピタルファンディング（ケイマン）株式会社
Ugland House, P.O.Box 309, George Town, Grand Cayman,
Cayman Islands, British West Indies 

＊ちばぎんローンビジネスサポート株式会社は清算の予定です。
また、チバインターナショナル株式会社は、清算手続中のため、上記記載より除外しております。
＊中央証券の営業店舗（全１６店舗）：本店営業部（東京都）、千葉支店、銚子支店、茂原支店、木更津支店、市原支店、旭支店、八千代支店、成田支店、東金支店、柏支店、津田沼支店（以上千葉
県）、久喜支店（埼玉県）、南つくば支店（茨城県）、東信支店（長野県）、大阪支店（大阪府）。

会社名 主な業務内容 会社概要

千葉銀行用店舗・厚生施設の賃貸・保守・

管理、調度品・消耗品等の調達・販売業務

現金・有価証券等の集金、精査、整理、

輸送業務

経理総務関連業務、人材派遣業務

事務の集中処理業務

競落不動産の保有・管理及び売却に関

する業務

担保不動産に係る調査・評価業務、債権

証書等の整理、保管及び管理業務

債権管理回収業務

信用保証業務

集金代行業務

証券業務

リース業務

クレジットカード業務

クレジットカード業務

ソフトウェア等の開発販売業務、

計算受託業務

株式公開・上場などに関するコンサル

ティング業務

投資顧問業務

情報・調査業務、コンサルティング業務

設立： 昭和３４年９月７日
資本金： ２０百万円
当行議決権比率：１００％

設立： 昭和５８年３月１５日
資本金： ２０百万円
当行議決権比率：１００％

設立： 平成元年１２月２２日
資本金： ２０百万円
当行議決権比率：１００％

設立： 平成５年３月２５日
資本金： ２０百万円
当行議決権比率：１００％

設立： 平成７年６月２９日
資本金： ４５０百万円
当行議決権比率：１００％

設立： 平成１１年７月１日
資本金： ２０百万円
当行議決権比率：１００％

設立： 平成１３年１０月１日
資本金： ５００百万円
当行議決権比率： １００％

設立： 昭和５３年５月１日
資本金： ５４百万円
当行議決権比率： ４５.６３％
当行子会社等議決権比率： ４２.８７％

設立： 昭和１９年３月２７日
資本金： ４,３７４百万円
当行議決権比率： ４１.４３％
当行子会社等議決権比率： ７.３６％

設立： 昭和６１年１２月１５日
資本金： １００百万円
当行議決権比率： ２０％
当行子会社等議決権比率： ５０％

設立： 昭和５７年１１月１日
資本金： ５０百万円
当行議決権比率： ４９％
当行子会社等議決権比率： ２１％

設立： 平成元年２月１６日
資本金： ５０百万円
当行議決権比率： ４０％
当行子会社等議決権比率： ５５％

設立： 昭和５５年４月１日
資本金： １５０百万円
当行議決権比率： ４６％
当行子会社等議決権比率： ２０％

設立： 昭和５９年５月２９日
資本金： １００百万円
当行議決権比率： ３０％
当行子会社等議決権比率： ３０％

設立： 昭和６１年３月３１日
資本金： ２００百万円
当行議決権比率： ３５％
当行子会社等議決権比率： ４５％

設立： 平成２年２月２８日
資本金： １５０百万円
当行議決権比率： ５％
当行子会社等議決権比率： ７０％

金融業務 設立： 平成１０年１月１３日
資本金： １千米ドル
当行議決権比率：１００％

平成１５年６月２７日現在



連結財務諸表

連結貸借対照表 （単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
資産の部 現金預け金

コールローン及び買入手形
債券貸借取引支払保証金
買入金銭債権
特定取引資産
金銭の信託
有価証券
貸出金
外国為替
その他資産
動産不動産
繰延税金資産
支払承諾見返
貸倒引当金

資産の部合計

負債の部 預金
譲渡性預金
コールマネー及び売渡手形
売現先勘定
債券貸借取引受入担保金
特定取引負債
借用金
外国為替
社債
その他負債
退職給付引当金
債権売却損失引当金
特別法上の引当金
繰延税金負債
再評価に係る繰延税金負債
連結調整勘定
支払承諾

負債の部合計

少数株主持分 少数株主持分

資本の部 資本金
資本準備金
再評価差額金
連結剰余金
その他有価証券評価差額金
為替換算調整勘定
計

自己株式
子会社の所有する親会社株式

資本の部合計

資本金
資本剰余金
利益剰余金
土地再評価差額金
その他有価証券評価差額金
為替換算調整勘定
自己株式

資本の部合計

負債、少数株主持分及び資本の部合計

当行の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ･フロー計算書及び連結附属明細表は、証券
取引法第１９３条の２の規定に基づき、新日本監査法人の監査証明を受けています。以下の連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書及び
連結キャッシュフロー計算書は、上記の連結財務諸表に基づいて作成しています。

283,298
147,000

—
413

233,710
14,284

1,406,706
5,752,206

2,131
173,751
116,092
116,852
128,083

△ 228,682
8,145,849

7,196,568
53,262
20,120

—
—

7,685
115,773

350
45,500

182,153
24,350
18,460

71
13

9,389
829

128,083
7,802,611

8,269

121,019
98,178
13,344
98,653

4,882
368

336,446
△ 39
△ 1,439
334,967

—
—
—
—
—
—
—
—

8,145,849

400,263
190,000

5,442
268

247,145
15,795

1,343,972
5,601,309

2,435
102,853
110,667
120,291
107,928

△ 226,755
8,021,618

7,157,864
75,122

4,026
32,499
32,407

7,718
113,154

519
45,500
62,440
29,022
12,175

71
7

8,748
10

107,928
7,689,217

6,662

—
—
—
—
—
—
—
—
—
—

121,019
98,178

104,431
12,960
△ 9,148

213
△ 1,914
325,738

8,021,618
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連結損益計算書 （単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
経常収益
資金運用収益
貸出金利息
有価証券利息配当金
コールローン利息及び買入手形利息
買現先利息
債券貸借取引受入利息
預け金利息
その他の受入利息

役務取引等収益
特定取引収益
その他業務収益
その他経常収益

経常費用
資金調達費用
預金利息
譲渡性預金利息
コールマネー利息及び売渡手形利息
売現先利息
債券貸借取引支払利息
借用金利息
社債利息
その他の支払利息

役務取引等費用
その他業務費用
営業経費
その他経常費用
貸倒引当金繰入額
その他の経常費用

経常利益（△は経常損失）
特別利益
動産不動産処分益
償却債権取立益
その他の特別利益

特別損失
動産不動産処分損
その他の特別損失

税金等調整前当期純利益（△は税金等調整前当期純損失）
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
少数株主損失
当期純利益（△は当期純損失）

連結剰余金計算書 （単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
連結剰余金期首残高
連結剰余金増加高
再評価差額金取崩に伴う剰余金増加高

連結剰余金減少高
配当金
役員賞与

当期純損失
連結剰余金期末残高

資本剰余金の部 資本剰余金期首残高
資本剰余金増加高
資本剰余金減少高
資本剰余金期末残高

利益剰余金の部 利益剰余金期首残高
利益剰余金増加高
当期純利益
連結範囲の変更に伴う剰余金増加高
土地再評価差額金取崩に伴う剰余金増加高

利益剰余金減少高
配当金
利益剰余金期末残高

210,408
157,149
130,845

19,773
404
—
—

5,618
506

24,981
897

3,227
24,152

255,080
27,378
14,219

288
904
—
—

1,965
932

9,067
8,190

57
82,604

136,849
77,767
59,081

△ 44,672
125
122

2
—

984
973

10
△ 45,531

1,342
△ 20,563

889
△ 25,420

128,324
1
1

4,250
4,210

40
25,420
98,653

—
—
—
—
—
—
—
—
—
— 
—
— 

203,876
141,426
123,212

16,329
325

1
4

1,348
204

31,862
2,185
6,177

22,223
186,867

14,133
5,374

128
274

1
587

1,937
924

4,905
9,970
1,151

81,781
79,830
36,804
43,026
17,008

69
0

67
1

876
868

8
16,202

2,165
6,728
1,461
8,770
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—
—
—
—
—
—
—
—

98,178
—
—

98,178
98,653

9,976
8,770

604
601

4,199
4,199

104,431 



連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
営業活動によるキャッシュ・フロー 税金等調整前当期純利益（△は税金等調整前当期純損失）

減価償却費
連結調整勘定償却額
持分法による投資損益（△）
貸倒引当金の増加額
投資損失引当金の増加額
債権売却損失引当金の増加額
退職給付引当金の増加額
資金運用収益
資金調達費用
有価証券関係損益（△）
金銭の信託の運用損益（△）
為替差損益（△）
動産不動産処分損益（△）
特定取引資産の純増（△）減
特定取引負債の純増減（△）
貸出金の純増（△）減
預金の純増減（△）
譲渡性預金の純増減（△）
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△）
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減
コールローン等の純増（△）減
債券貸借取引支払保証金の純増（△）減
コールマネー等の純増減（△）
債券貸付取引担保金の純増減（△）
債券貸借取引受入担保金の純増減（△）
外国為替（資産）の純増（△）減
外国為替（負債）の純増減（△）
資金運用による収入
資金調達による支出
その他

小　計
法人税等の支払額

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー 有価証券の取得による支出
有価証券の売却による収入
有価証券の償還による収入
金銭の信託の増加による支出
金銭の信託の減少による収入
動産不動産の取得による支出
動産不動産の売却による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー 劣後特約付借入による収入
劣後特約付借入金の返済による支出
配当金支払額
少数株主への配当金支払額
自己株式の取得による支出
自己株式の売却による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増加額

現金及び現金同等物の期首残高

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額

現金及び現金同等物の期末残高

△ 45,531
5,069

△ 819
△ 92

28,016
△ 2
△ 12,304

3,063
△ 157,149

27,378
30,272

△ 51
△ 58

851
△ 27,921

2,954
△ 143,494

416,941
△ 144,974
△ 5,194

25,610
△ 8,188

—
1,949

21,725
—

162
90

162,967
△ 30,397
△ 46,548

104,325
△ 202

104,123

△ 998,263
183,279
856,051

△ 31,637
34,614

△ 7,765
2,228

38,507

—
△ 17,000
△ 4,210
△ 82
△ 85

53

△ 21,326

58

121,362

156,060

—

277,423

16,202
5,308

△ 1,009
△ 69
△ 5,903

—
△ 6,284

4,633
△ 141,426

14,133
10,477

34
35

867
△ 13,435

33
147,929

△ 38,587
21,860

△ 9,618
2,048

△ 42,855
33,668
16,405

—
△ 25,146
△ 304

169
144,472

△ 15,668
△ 22,810

95,159
△ 2,044

93,115

△ 753,945
458,857
320,459

△ 26,748
24,944

△ 3,378
3,089

23,279

10,000
△ 3,000
△ 4,199
△ 41
△ 132

—

2,626

△ 35

118,986

277,423

2

396,412
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項（平成１４年度）

１. 連結の範囲に関する事項
（１）連結子会社 １３社

株式会社 総武
ちばぎんキャッシュビジネス株式会社
ちばぎんアカウンティングサービス株式会社
ちばぎんビジネスサービス株式会社
ちばぎん総合管理株式会社
ちばぎんローンビジネスサポート株式会社
ちば債権回収株式会社
チバキャピタルファンディング（ケイマン）株式会社
ちばぎん保証株式会社
ちばぎんジェーシービーカード株式会社
ちばぎんリース株式会社
ちばぎんディーシーカード株式会社
中央証券株式会社
なお、ちばぎんジェーシービーカード株式会社及

びちばぎんディーシーカード株式会社は、当連結会
計年度から連結しております。
また、チバインターナショナル株式会社は、清算手

続中のため、当連結会計年度より除外しております。

（２）非連結子会社
主要な会社名
ちばぎんコンピューターサービス株式会社
非連結子会社は、その資産、経常収益、当期純損

益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う
額）等からみて、連結の範囲から除いても企業集団
の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を
妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲
から除外しております。

２. 持分法の適用に関する事項
（１）持分法適用の非連結子会社 ４社

主要な会社名
ちばぎんコンピューターサービス株式会社
なお、前連結会計年度において持分法を適用し

ておりましたちばぎんファクター株式会社は、平成
１４年４月１日付でちばぎん保証株式会社と合併いた
しました。

（２）持分法適用の関連会社
該当なし

（３）持分法非適用の非連結子会社
該当なし

（４）持分法非適用の関連会社
該当なし

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項
(１)連結子会社の決算日は次のとおりであります。
１２月末日 １社
３月末日 １２社

(２)連結子会社は、それぞれの決算日の財務諸表に
より連結しております。
連結決算日と上記の決算日との間に生じた重要

な取引については必要な調整を行っております。

４. 会計処理基準に関する事項
（１）特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用

の計上基準
金利、通貨の価格、有価証券市場における相場そ

の他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を
利用して利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」）
の取引については、取引の約定時点を基準とし、連
結貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」
に計上するとともに、当該取引からの損益を連結損
益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に
計上しております。
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証
券及び金銭債権等については連結決算日の時価に
より、スワップ･先物･オプション取引等の派生商品
については連結決算日において決済したものとみな
した額により行っております。
また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計

上は、当連結会計年度中の受払利息等に、有価証券、
金銭債権等については前連結会計年度末と当連結
会計年度末における評価損益の増減額を、派生商
品については前連結会計年度末と当連結会計年度

末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額
を加えております。

（２）有価証券の評価基準及び評価方法
（イ）有価証券の評価は、その他有価証券のうち時

価のあるものについては、連結決算日の市場
価格等に基づく時価法（売却原価は主として
移動平均法により算定）、時価のないものにつ
いては、移動平均法による原価法又は償却原
価法により行っております。なお、その他有
価証券の評価差額については、全部資本直入
法により処理しております。

（ロ）金銭の信託において信託財産を構成している
有価証券の評価は、上記（１）及び（２）（イ）と
同じ方法により行っております。

（３）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の

評価は、時価法により行っております。

（４）減価償却の方法
①動産不動産
当行の動産不動産は、定率法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 ６年～５０年
動 産 ２年～２０年
連結子会社の動産不動産については、資産の見

積耐用年数に基づき、主として定率法により償却し
ております。
②ソフトウェア
自社利用のソフトウェアについては、当行及び連

結子会社で定める利用可能期間（５年）に基づく定額
法により償却しております。

（５）貸倒引当金の計上基準
当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当

基準に則り、計上しております。
「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統
制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に
関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査
特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び
要注意先債権に相当する債権については、一定の
種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の
貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き
当てております。破綻懸念先債権に相当する債権に
ついては、債権額から担保の処分可能見込額及び
保証による回収可能見込額を控除し、その残額のう
ち必要と認める額を引き当てております。破綻先債
権及び実質破綻先債権に相当する債権については、
債権額から、担保の処分可能見込額及び保証によ
る回収可能見込額を控除した残額を引き当ててお
ります。なお、破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等
を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務
者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに
係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることが
できる債権については、当該キャッシュ・フローを
貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額
と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方
法（キャッシュ・フロー見積法。以下「ＤＣＦ法」とい
う）により引き当てております。なお、特定海外債
権については、対象国の政治経済情勢等に起因し
て生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定とし
て引き当てております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、

営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から
独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、
その査定結果に基づいて上記の引当を行っており
ます。なお、当連結会計年度より、平成１５年２月２４
日に公表された日本公認会計士協会「銀行等金融
機関において貸倒引当金の計上方法としてキャッシ
ュ・フロー見積法（ＤＣＦ法）が採用されている場合
の監査上の留意事項」等の趣旨を踏まえ、破綻懸念
先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信
額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本
の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フロー
を合理的に見積もることができる債権についてＤＣ
Ｆ法を適用したことに伴う当期純利益の影響は軽
微であります。

連結子会社の貸倒引当金は、一般債権について
は過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額
を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ
引き当てております。

（６）退職給付引当金の計上基準
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上してお
ります。また、数理計算上の差異の費用処理方法は
以下のとおりであります。
■ 数理計算上の差異
各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数（１０年）による定額法により
按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から
費用処理。なお、一部の連結子会社は発生連結会
計年度で一括費用処理しております。
会計基準変更時差異（２０,３８５百万円）について

は、５年による按分額を費用処理しております。

（７）債権売却損失引当金の計上基準
（株）共同債権買取機構に売却した不動産担保付債
権及び債権流動化により売却した不動産担保付債
権の担保価値を勘案し、将来発生する可能性のある
損失を見積り、必要と認められる額を計上しており
ます。

（８）特別法上の引当金の計上基準
特別法上の引当金は、中央証券株式会社が計上

した証券取引責任準備金であり、次のとおり計上し
ております。
■ 証券取引責任準備金
証券先物取引等に関して生じた事故による損失

の補填に充てるため、証券取引法第５１条及び証券
会社に関する内閣府令第３５条に定めるところによ
り算出した額を計上しております。

（９）外貨建資産・負債の換算基準
当行の外貨建資産・負債及び海外支店勘定につい

ては、取得時の為替相場による円換算額を付す子会
社株式及び関連会社株式を除き、主として連結決算
日の為替相場による円換算額を付しております。
（会計方針の変更）
外貨建取引等の会計処理につきましては、従来、

「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する
当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計
士協会業種別監査委員会報告第２０号）を適用してお
りましたが、当連結会計年度から、「銀行業における
外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査
上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員
会報告第２５号）を適用しております。
なお、当連結会計年度は、日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第２５号に規定する経過措置を
適用し、「資金関連スワップ取引」については、従前
の方法により処理しております。また、先物為替取
引等に係る円換算差金については、連結貸借対照
表上、相殺表示しております。
資金関連スワップ取引については、日本公認会計

士協会業種別監査委員会報告第２５号に規定する経
過措置に基づき、債権元本相当額及び債務元本相
当額の連結決算日の為替相場による正味の円換算
額を連結貸借対照表に計上し、異種通貨間の金利
差を反映した直先差金は直物外国為替取引の決済
日の属する期から先物外国為替取引の決済日の属
する期までの期間にわたり発生主義により連結損
益計算書に計上するとともに、連結決算日の未収収
益又は未払費用を計上しております。
なお、資金関連スワップ取引とは、異なる通貨で

の資金調達・運用を動機として行われ、当該資金の
調達又は運用に係る元本相当額を直物買為替又は
直物売為替とし、当該元本相当額に将来支払うべ
き又は支払を受けるべき金額・期日の確定している
外貨相当額を含めて先物買為替又は先物売為替と
した為替スワップ取引であります。
連結子会社の外貨建資産・負債については、それ

ぞれの決算日等の為替相場により換算しております。
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（１０）リース取引の処理方法
当行及び国内連結子会社のリース物件の所有権

が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に
準じた会計処理によっております。

（１1）重要なヘッジ会計の方法
当行のヘッジ会計の方法は、「銀行業における金

融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の
取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報
告第２４号）に規定する経過措置に基づき、貸出金・
預金等の多数の金融資産・負債から生じる金利リ
スクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する、
「マクロヘッジ」を実施しております。これは、「銀
行業における金融商品会計基準適用に関する当面
の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協
会業種別監査委員会報告第１５号）に定められたリ
スク調整アプローチによるリスク管理であり、繰延
ヘッジによる会計処理を行っております。
また、リスク管理方針に定められた許容リスク量

の範囲内にリスク調整手段となるデリバティブの
リスク量が収まっており、ヘッジ対象の金利リスク
が減殺されているかどうかを検証することにより、
ヘッジの有効性を評価しております。
なお、上記以外のヘッジ会計の方法として、個別

ヘッジを実施しており、繰延ヘッジ、あるいは金利ス
ワップの特例処理による会計処理を行っております。

（１２）消費税等の会計処理
当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費

税の会計処理は、税抜方式によっております。

（１３）その他連結財務諸表作成のための重要な事項
① 自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準
「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する
会計基準」(企業会計基準第1号）が平成14年4

月1日以後に適用されることになったことに伴
い、当連結会計年度から同会計基準を適用して
おります。これによる当連結会計年度の資産及
び資本に与える影響は軽微であります。なお、
連結財務諸表規則及び銀行法施行規則の改正に
より、当連結会計年度における連結貸借対照表
の資本の部及び連結剰余金計算書については、
改正後の連結財務諸表規則及び銀行法施行規則
により作成しております。

② 1株当たり当期純利益に関する会計基準
「1株当たり当期純利益に関する会計基準」(企
業会計基準第2号）及び「1株当たり当期純利益
に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適
用指針第4号）が平成14年4月1日以後開始す
る連結会計年度に係る連結財務諸表から適用さ
れることになったことに伴い、当連結会計年度
から同会計基準及び適用指針を適用しておりま
すが、これによる影響は軽微であります。

③ 金融商品会計
（イ）現先取引については、従来、売買処理して
おりましたが、当連結会計年度からは、「買現先
勘定」及び「売現先勘定」に資金取引として処理
しております。なお、この変更に伴う特定取引
資産への影響は軽微であります。
（ロ）現金担保付債券貸借取引については、従来、
現金を担保とする債券貸借取引として、担保金
を「その他資産」中債券借入取引担保金及び「そ
の他負債」中債券貸付取引担保金で処理してお
りましたが、当連結会計年度から、「金融商品会
計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計
制度委員会報告第１４号）に基づき、有価証券を
担保とする資金取引として「債券貸借取引支払
保証金」及び「債券貸借取引受入担保金」で処理

しております。なお、この変更に伴い、従来の方
法によった場合に比べ、「その他資産」は５,４４２
百万円、「その他負債」は３２,４０７百万円減少し、
「債券貸借取引支払保証金」「債券貸借取引受入
担保金」はそれぞれ同額増加しております。
なお、無担保の消費貸借契約により借り入れ

ている有価証券及び現金担保付債券貸借取引に
より受け入れている有価証券は、従来、「その他
資産」中の保管有価証券等、「その他負債」中の
借入商品債券及び借入有価証券で処理しており
ましたが、当連結会計年度から、「金融商品会計
に関する実務指針」に基づき、注記しておりま
す。この変更に伴い、従来の方法によった場合
に比べ、「その他資産」、「その他負債」はそれぞ
れ１６,６１７百万円減少しております。

５. 連結子会社の資産及び負債の評価に関す
る事項
連結子会社の資産及び負債の評価については、

全面時価評価法を採用しております。

６. 連結調整勘定の償却に関する事項
連結調整勘定は、原則として発生年度に全額償却

しております。ただし、中央証券株式会社に係る連
結調整勘定は５年間の均等償却を行っております。

７. 利益処分項目等の取扱いに関する事項
連結剰余金計算書は、連結会計期間において確

定した利益処分に基づいて作成しております。

８. 連結キャッシュ・フロー計算書における
資金の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範

囲は、連結貸借対照表上の「現金預け金」のうち現
金及び日本銀行への預け金であります。

注記事項（平成14年度）

（連結貸借対照表関係）
１. 有価証券には、非連結子会社の株式４８６百万円を含
んでおります。

２. 無担保の消費貸借契約により借り入れている有価証
券及び現金担保付債券貸借取引により受け入れてい
る有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で
自由に処分できる権利を有する有価証券で、当連結
会計年度末に当該処分をせずに所有しているものは
７,４４３百万円であります。

３. 貸出金のうち、破綻先債権額は５３,１６８百万円、延滞
債権額は２８７,５２２百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅

延が相当期間継続していることその他の事由により
元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないも
のとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却
を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」
という。)のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第
９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事
由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出
金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であ

って、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を
図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金
以外の貸出金であります。

４. 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は１１,９５５百万
円であります。
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支

払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸

出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないもので
あります。

５. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１８９,０１１百万
円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建

又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息
の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債
務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債
権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しない
ものであります。

６. 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及
び貸出条件緩和債権額の合計額は５４１,６５８百万円で
あります。
なお、上記３.から６.に掲げた債権額は、貸倒引当

金控除前の金額であります。
７. 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適
用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認
会計士協会業種別監査委員会報告第２４号）に基づき
金融取引として処理しております。これにより受け
入れた商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、
売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる
権利を有しておりますが、その額面金額は５７,１３１百
万円であります。

８. 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券 １０３,０７２百万円
特定取引資産 ３２,４９８百万円
現金預け金 ４０百万円

その他資産 ２３,１７４百万円
担保資産に対応する債務
預金 ３３,８４３百万円
売現先勘定 ３２,４９９百万円
債券貸借取引受入担保金 ３２,４０７百万円
借用金 ２１,９５５百万円
上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先

物取引証拠金等の代用として、特定取引資産２９９百万
円、有価証券１０７,１１４百万円及び貸出金１５９,３０５百万
円を差し入れております。
また、動産不動産のうち保証金権利金は、６,７９９百
万円、その他資産のうち先物取引差入証拠金は１０７百
万円であります。

９. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン
契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合
に、契約上規定された条件について違反がない限り、
一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約
であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
１,４２１,３７４百万円であります。このうち原契約期間が
１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能
なものが１,４０９,８３１百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終
了するものであるため、融資未実行残高そのものが
必ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フ
ローに影響を与えるものではありません。これらの
契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、その
他相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が
実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の

（退職給付関係）
当行は平成１５年４月１日付で退職金規定を改定いた

しました。これに伴い、平成１５年度期初において未認
識過去勤務債務△４,８７５百万円が発生しております。

追加情報（平成14年度）
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（連結損益計算書関係）
「銀行法施行規則の一部を改正する内閣府令」（平成
15年内閣府令第47号）により、銀行法施行規則別紙様
式が改正されたことに伴い、前連結会計年度において
「資金調達費用」中「その他の支払利息」、又は「資金運
用収益」中「その他の受入利息」に含めて表示していた
現金担保付債券貸借取引に係る受払利息は、当連結会
計年度から、それぞれ同「債券貸借取引支払利息」、又
は同「債券貸借取引受入利息」として表示しております。

(連結キャッシュ･フロー計算書関係）
「銀行法施行規則の一部を改正する内閣府令」（平成

15年内閣府令第47号）により、銀行法施行規則別紙
様式が改正されたことに伴い、前連結会計年度におい
て「その他」中の債券借入取引担保金の純増減、「債券
貸付取引担保金の純増減（△）」は、当連結会計年度か
ら、それぞれ「債券貸借取引支払保証金の純増減（△）」、
「債券貸借取引受入担保金の純増減（△）」として記載し
ております。

表示方法の変更（平成14年度）



減額をすることができる旨の条項が付けられており
ます。また、契約時において必要に応じて不動産・有
価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に
予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業
況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全
上の措置等を講じております。
この他に、総合口座取引における当座貸越未実行

残高が９３０,４２９百万円あります。
１０.土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布
法律第３４号）に基づき、当行の事業用の土地の再評
価を行い、評価差額については、当該評価差額に係
る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし
て負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地
再評価差額金」として資本の部に計上しております。
再評価を行った年月日 平成１０年３月３１日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月

３１日公布政令第１１９号）第２条第４号に定める地価
税法（平成３年法律第６９号）第１６条に規定する地価
税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算
定するために国税庁長官が定めて公表した方法に
より算出した価額に基づいて、奥行価格補正、側方
路線影響加算、間口狭小補正等により合理的な調
整を行って算出
同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土

地の当連結会計年度末における時価の合計額と当
該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との
差額　３６,４９７百万円

１１. 動産不動産の減価償却累計額 ９３,８１５百万円
１２. 借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位で
ある旨の特約が付された劣後特約付借入金８２,０００
百万円が含まれております｡

１３. 社債４５,５００百万円は、劣後特約付社債であります。
１４. 連結会社及び持分法を適用した非連結子会社が保
有する当行の株式の数 普通株式 ４,４５７千株

（連結損益計算書関係）
その他の経常費用には、株式等償却１６,１１４百万

円、貸出金償却４,５５８百万円、退職給付会計導入に
伴う会計基準変更時差異の費用処理額４,０７７百万
円を含んでおります。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係
平成１５年３月３１日現在 (単位:百万円)
現金預け金勘定 ４００,２６３
預け金（日銀預け金を除く） △３,８５０
現金及び現金同等物 ３９６,４１２

（リース取引関係）
１.リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引

（借手側）
●リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額
及び年度末残高相当額

動産 その他 合計
百万円 百万円 百万円

取得価額相当額 ３１２ １２ ３２４
減価償却累計額相当額 ２３０ １２ ２４２
年度末残高相当額 ８２ ー ８２

（注）取得価額相当額は、未経過リース料年度末残高が有形固定
資産の年度末残高等に占める割合が低いため、支払利子込
み法によっております。

●未経過リース料年度末残高相当額
１年内 １年超 合計
３７百万円 ４４百万円 ８２百万円

（注）未経過リース料年度末残高相当額は、未経過リース料年度末
残高が有形固定資産の年度末残高等に占めるその割合が低
いため、支払利子込み法によっております。

●支払リース料及び減価償却費相当額
支払リース料 ４７百万円
減価償却費相当額 ４７百万円

●減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。

（貸手側）
●リース物件の取得価額、減価償却累計額及び年度末残高

動産 その他 合計
百万円 百万円 百万円

取得価額 ７６,０９９ ５,２３７ ８１,３３７
減価償却累計額 ４０,５９１ ３,１６５ ４３,７５７
年度末残高 ３５,５０８ ２,０７２ ３７,５８０

●未経過リース料年度末残高相当額
１年内 １年超 合計

１３,５１５百万円 ２９,８７５百万円 ４３,３９０百万円
（注）未経過リース料年度末残高相当額は、未経過リース料及び見

積残存価額の合計の年度末残高が、営業債権の年度末残高
等に占める割合が低いため、受取利子込み法によっております。

●受取リース料及び減価償却費
受取リース料 １３,９４８百万円
減価償却費 １１,７２５百万円

２.オペレーティング・リース取引

（借手側）
●未経過リース料

１年内 １年超 合計
―百万円 ―百万円 ―百万円

（貸手側）
●未経過リース料

１年内 １年超 合計
１８２百万円 １５百万円 １９８百万円

（退職給付関係）
１.採用している退職給付制度の概要

当行及び国内連結子会社は確定給付型の制度とし
て、退職一時金制度、厚生年金基金制度及び適格退
職年金制度を設けております。

２.退職給付債務に関する事項 （単位：百万円）
退職給付債務 （Ａ） △９９,０７５
年金資産 （Ｂ） ３９,２５９
未積立退職給付債務 （Ｃ）=（Ａ）＋（Ｂ） △５９,８１６

会計基準変更時差異の
未処理額 （Ｄ） ８,１５４
未認識数理計算上の差異 （Ｅ） ２２,６３９
未認識過去勤務債務 （Ｆ） ―
連結貸借対照表計上額純額（Ｇ）=（Ｃ）＋（Ｄ）

＋（Ｅ）＋（Ｆ） △２９,０２２
前払年金費用 （Ｈ） ―
退職給付引当金 （Ｇ）－（Ｈ） △２９,０２２

（注）１.厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。
２.連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を
採用しております。

３.当行は平成１５年４月１日付で退職金規定を改定いたしま
した。
これに伴い平成１５年度期初において未認識過去勤務
債務△４,８７５百万円が発生しております。

３.退職給付費用に関する事項 （単位：百万円）
勤務費用 ２,６８２
利息費用 ２,５９４
期待運用収益 △１,６７３
過去勤務債務の費用処理額 ―
数理計算上の差異の費用処理額 ９３８
会計基準変更時差異の費用処理額 ４,０７７
その他（臨時に支払った割増退職金等） ―
退職給付費用 ８,６１８

（注）１.厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。
２.退職一時金制度を採用する連結子会社の退職給付費用
は、一括して「勤務費用」に含めて計上しております。
３.会計基準変更時差異は平成１２年度より費用処理しており、
「その他の経常費用」に計上しております。

４.退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
（１）割引率 ２.５%
（２）期待運用収益率 ４.０%
（３）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
（４）数理計算上の差異の処理年数
主として１０年（各連結会計年度の発生時の従業員の
平均残存勤務期間内の一定の年数による定額法によ
り按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度か
ら費用処理することとしております。一部の連結子
会社は発生連結会計年度で費用処理しております。）
（５）会計基準変更時差異の処理年数 ５年

（税効果会計関係）
１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳
繰延税金資産
貸倒引当金 ７８,７９５百万円
有価証券償却 １２,２８５百万円
退職給付引当金 １０,４７２百万円
債権売却損失引当金 ４,９５７百万円
その他有価証券評価差額金 ６,３１８百万円
その他 ７,６８６百万円
繰延税金資産合計 １２０,５１７百万円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △１８５百万円
固定資産圧縮積立金 △４７百万円
繰延税金負債合計 △２３３百万円
繰延税金資産（負債）の純額 １２０,２８４百万円

２. 連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会
計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異
があるときの、当該差異の原因となった主な項目別
の内訳
法定実効税率 ４０.３%
（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 ４.３%
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △２.０%
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 ９.７%
その他 ２.５%
税効果会計適用後の法人税等の負担率 ５４.８%

３.法人税の税率の変更による繰延税金資産及び繰延
税金負債の修正額
「地方税法等の一部を改正する法律」（平成１５年３
月法律第９号）が平成１５年３月３１日に公布され、平
成１６年４月１日以後開始する連結会計年度より法人
事業税に係る課税標準の一部が「付加価値額」及び
「資本等の金額」に変更されることにより、当該課税
標準の一部は、利益に関連する金額を課税標準とす
る税金には該当しないことになります。
この変更に伴い、当行の繰延税金資産及び繰延税
金負債の計算に使用する平成１６年度以降の法定実
効税率は当連結会計年度の４１.３%から４０.３%とな
り、「繰延税金資産」は、１,７４３百万円減少し、当連結
会計年度に計上された「法人税等調整額」は１,５８６百
万円増加しております。「再評価に係る繰延税金負債」
は２１７百万円減少し、「土地再評価差額金」は同額増
加しております。また、「その他有価証券評価差額金」
は１５６百万円減少しております。

（１株当たり情報）
１株当たり純資産額 ３８７.２９円
１株当たり当期純利益 １０.４２円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 —

（注）１.当連結会計年度から「１株当たり当期純利益に関する会計基
準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関
する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）
を適用しております。
なお、前連結会計年度に係る連結財務諸表において採
用していた方法により算定した、当連結会計年度の１株当た
りの情報は次のとおりであります。

１株当たり純資産額 ３８７.２０円

１株当たり当期純利益 １０.４４円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 —

２.当連結会計年度の１株当たり当期純利益の算定上の基礎
は、次のとおりであります。

１株当たり当期純利益 １０.４２円
当期純利益 ８,７７０百万円
普通株主に帰属しない金額 —
普通株式に係る当期純利益 ８,７７０百万円
普通株式の期中平均株式数 ８４１,５０２千株

３.なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について
は、潜在株式がないので記載しておりません。
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自己資本比率
連結自己資本比率（国際統一基準） （単位：百万円、％）

平成13年度 平成14年度
基本的項目 資本金

うち非累積的永久優先株

新株式払込金

資本準備金

連結剰余金

資本剰余金

利益剰余金

連結子会社の少数株主持分

うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券

その他有価証券の評価差損（△）

自己株式払込金

自己株式（△）

為替換算調整勘定

営業権相当額（△）

連結調整勘定相当額（△）

計 （A）
うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券（注1）

補完的項目 その他有価証券の連結貸借対照表計上額の合計額から

帳簿価額の合計額を控除した額の45％
土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額
一般貸倒引当金

負債性資本調達手段等

うち永久劣後債務（注2）

うち期限付劣後債務及び期限付優先株（注3）

計

うち自己資本への算入額 （B）

準補完的項目 短期劣後債務

うち自己資本への算入額 （C）

控除項目 控除項目（注4） （D）

自己資本額（A）+（B）+（C）－（D） （E）

リスク・アセット等 資産（オン・バランス）項目

オフ・バランス取引項目

信用リスク・アセットの額 （F）
マーケット・リスク相当額に係る額（（H）／８％） （G）
（参考）マーケット・リスク相当額 （H）
計（F）+（G） （ I）

連結自己資本比率（国際統一基準）
（E）
（I）

（注）１.告示第４条第２項に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別目的会社の発行する優先出資証券を含む。）であります。
２.告示第５条第１項第４号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。
（１）無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること
（２）一定の場合を除き、償還されないものであること
（３）業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること
（４）利払い義務の延期が認められるものであること
３.告示第５条第１項第５号及び第６号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が５年を超えるものに限られております。
４.告示第７条第１項第１号に掲げる他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額、及び第２号に規定するものに対する投資に相当する額であります。

ｘ１００

121,019
—
—
—
—

98,178
102,255

6,566
—

9,052
—

1,914
213
—
—

317,265
—

—
9,768

48,579
124,500

—
124,500
182,848
182,848

—
—

1,087

499,025

4,632,322
114,390

4,746,713
38,160
3,052

4,784,873

10.42

121,019
—
—

98,178
96,466

—
—

8,264
—
—
—

1,478
368
—
—

322,817
—

3,743
10,230
53,705

115,500
—

115,500
183,179
183,179

—
—

3,447

502,549

4,760,860
132,613

4,893,473
23,024
1,841

4,916,498

10.22
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リスク管理債権額等
リスク管理債権額 （単位：億円）

平成13年度 平成14年度

破綻先債権額 517 531
延滞債権額 2,736 2,875
3カ月以上延滞債権額 133 119
貸出条件緩和債権額 2,133 1,890

合　　計 5,519 5,416

セグメント情報

１．事業の種類別セグメント情報
前連結会計年度（自平成１３年４月１日　至平成１４年３月３１日）
連結会社は銀行業以外に一部で証券、リース等の事業を営んでおりますが、それらの事業の全セグメントに占める割合が僅少であるため、
事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。
当連結会計年度（自平成１４年４月１日 至平成１５年３月３１日）

（注）１.従業員数は海外の現地採用者、嘱託及び臨時従業員は含んでおりません。
２.海外の現地採用者、嘱託及び臨時従業員数は（ ）内に年間の平均人員を外書きで記載しております。

従業員数 （単位：人）

平成13年度 平成14年度

銀行業務 4,109 (2,028) 3,983 (2,122)
その他業務 329 (85) 340 (86)

合　　計 4,438 (2,113) 4,323 (2,208)
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（単位：百万円）

銀行業務 その他業務 計 消去又は全社 連結

I. 経常収益及び経常損益
経常収益
（１）外部顧客に対する経常収益 179,048 24,827 203,876 — 203,876
（２）セグメント間の内部経常収益 8,009 △745 7,264 (7,264) —

計 187,058 24,082 211,141 (7,264) 203,876
経常費用 170,161 24,639 194,801 (7,933) 186,867
経常利益（△は経常損失） 16,897 △556 16,340 668 17,008

II. 資産、減価償却費及び資本的支出

資産 8,089,851 88,198 8,178,050 (156,431) 8,021,618
減価償却費 7,457 11,968 19,426 — 19,426

資本的支出 6,527 16,144 22,671 (0) 22,671
（注）１.連結子会社の増加等により、その他業務における経常収益が全セグメントの経常収益の合計額の１０%以上となったことから、連結財務諸表規則第15条の2の規定に基づき、当連結会

計年度から事業の種類別セグメント情報を記載しております。
２.一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。
３.事業区分は、連結会社の事業の内容により区分しております。なお、「その他業務」は、証券業、リース業、クレジットカード業等であります。

２．所在地別セグメント情報
全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合が９０％を超えているため、所在地別セグメント情
報の記載を省略しております。

３．海外経常収益
海外経常収益が連結経常収益の１０％未満のため、海外経常収益の記載を省略しております。
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国内・海外別収支 （単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
国内 海外 相殺消去額 合計 国内 海外 相殺消去額 合計

資金運用収支 資金運用収益 145,841 13,024 △1,716 157,149 133,467 9,812 △1,852 141,426
資金調達費用 18,055 10,917 △1,627 27,346 7,809 8,093 △1,786 14,117
資金運用収支 127,785 2,106 △ 89 129,803 125,657 1,718 △66 127,309

役務取引等収支 役務取引等収益 25,139 50 △ 208 24,981 33,530 60 △1,728 31,862
役務取引等費用 8,202 87 △ 99 8,190 11,443 89 △1,562 9,970
役務取引等収支 16,936 △ 36 △ 109 16,791 22,087 △28 △166 21,891

特定取引収支 特定取引収益 897 — — 897 2,185 — — 2,185
特定取引費用 — — — — — — — —
特定取引収支 897 — — 897 2,185 — — 2,185

その他業務収支 その他業務収益 3,127 99 — 3,227 5,718 459 △0 6,177
その他業務費用 1 56 — 57 1,003 148 — 1,151
その他業務収支 3,125 43 — 3,169 4,714 311 △0 5,026

（注）１.「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内に本店を有する連結子会社（以下「国内連結子会社」という。）であります。
２.「海外」とは、当行の海外店及び海外に本店を有する連結子会社（以下「海外連結子会社」という。）であります。
３.「資金調達費用」は、金銭の信託運用見合費用を控除して表示しております。
４.「相殺消去額」は、連結会社間の取引及び当行における国内と海外との資金貸借について相殺消去した金額を記載しております。

損益の状況



国内・海外別資金運用／調達の状況 （単位：億円、％）

平成13年度 平成14年度
国内 海外 相殺消去額 合計 国内 海外 相殺消去額 合計

資金運用勘定 平均残高 72,925 3,253 △ 1,258 74,920 73,351 2,980 △ 1,620 74,711
利息 1,458 130 △ 17 1,571 1,334 98 △ 18 1,414
利回り 1.99 4.00 ／ 2.09 1.81 3.29 ／ 1.89

うち貸出金 平均残高 57,453 709 △ 594 57,568 57,754 658 △ 822 57,590
利息 1,299 19 △ 10 1,308 1,233 14 △ 15 1,232
利回り 2.26 2.73 ／ 2.27 2.13 2.17 ／ 2.13

有価証券 平均残高 11,095 2,488 △ 31 13,551 10,305 2,302 △ 53 12,553
利息 89 108 △ 0 197 80 83 △ 0 163
利回り 0.81 4.36 ／ 1.45 0.78 3.62 ／ 1.30

コールローン 平均残高 237 0 — 238 2,094 0 — 2,095
及び買入手形 利息 4 0 — 4 3 0 △ 0 3

利回り 1.68 3.54 ／ 1.69 0.15 1.61 ／ 0.15
買現先勘定 平均残高 — — — — 61 — — 61

利息 — — — — 0 — — 0
利回り — — ／ — 0.02 — ／ 0.02

債券貸借取引 平均残高 — — — — 100 — — 100
支払保証金 利息 — — — — 0 — — 0

利回り — — ／ — 0.04 — ／ 0.04
預け金 平均残高 3,594 51 △ 173 3,471 2,394 15 △ 176 2,232

利息 54 2 △ 0 56 13 0 △ 0 13
利回り 1.51 3.89 ／ 1.61 0.55 1.66 ／ 0.60

資金調達勘定 平均残高 71,772 3,228 △ 1,227 73,774 73,724 2,956 △ 1,572 75,108
利息 180 109 △ 16 273 78 80 △ 17 141
利回り 0.25 3.38 ／ 0.37 0.10 2.73 ／ 0.18

うち預金 平均残高 68,023 1,586 △ 174 69,436 70,558 1,153 △ 179 71,533
利息 85 56 △ 0 142 31 22 △ 0 53
利回り 0.12 3.58 ／ 0.20 0.04 1.93 ／ 0.07

譲渡性預金 平均残高 1,099 75 — 1,175 894 60 — 954
利息 0 2 — 2 0 1 — 1
利回り 0.04 3.19 ／ 0.24 0.02 1.73 ／ 0.13

コールマネー 平均残高 1,383 0 — 1,383 498 — — 498
及び売渡手形 利息 9 0 — 9 2 — △ 0 2

利回り 0.65 2.78 ／ 0.65 0.55 — ／ 0.55
売現先勘定 平均残高 — — — — 350 — — 350

利息 — — — — 0 — — 0
利回り — — ／ — 0.00 — ／ 0.00

債券貸借取引 平均残高 — — — — 263 208 — 471
受入担保金 利息 — — — — 0 5 — 5

利回り — — ／ — 0.05 2.75 ／ 1.24
借用金 平均残高 1,291 513 △ 594 1,210 1,402 512 △ 826 1,088

利息 18 11 △ 10 19 23 11 △ 15 19
利回り 1.44 2.19 ／ 1.62 1.68 2.17 ／ 1.77

（注）１. 平均残高は、原則として日々の残高の平均に基づいて算出しておりますが、銀行業以外の連結子会社については、半年毎の残高に基づく平均残高を利用しております。
２.「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります。
３.「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。
４.「資金調達勘定」は、金銭の信託運用見合額の平均残高及び利息をそれぞれ控除して表示しております。
５.「相殺消去額」は、連結会社間の取引及び当行における国内と海外との資金貸借について相殺消去した金額を記載しております。
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平成13年度 平成14年度
国内 海外 合計 国内 海外 合計

特定取引収益 897 — 897 2,185 — 2,185
うち商品有価証券収益 331 — 331 332 — 332
特定取引有価証券収益 12 — 12 65 — 65
特定金融派生商品収益 345 — 345 1,540 — 1,540
その他の特定取引収益 208 — 208 247 — 247

特定取引費用 — — — — — —
（注）１.「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります。

２.「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。

特定取引資産・負債の内訳（末残） （単位：億円）

平成13年度 平成14年度
国内 海外 合計 国内 海外 合計

特定取引資産 2,337 — 2,337 2,471 — 2,471
うち商品有価証券 101 — 101 151 — 151
商品有価証券派生商品 0 — 0 0 — 0
特定取引有価証券 — — — 54 — 54
特定取引有価証券派生商品 — — — 0 — 0
特定金融派生商品 35 — 35 44 — 44
その他の特定取引資産 2,199 — 2,199 2,221 — 2,221

特定取引負債 76 — 76 77 — 77
うち売付商品債券 43 — 43 43 — 43
商品有価証券派生商品 0 — 0 0 — 0
特定取引有価証券派生商品 — — — 0 — 0
特定金融派生商品 33 — 33 33 — 33

（注）１.「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります。
２.「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。

預金・貸出金・有価証券
預金の種類別残高（末残） （単位：億円）

平成13年度 平成14年度
国内 海外 相殺消去額 合計 国内 海外 相殺消去額 合計

預金 流動性預金 38,538 5 △57 38,486 39,833 5 △32 39,806
定期性預金 31,180 1,113 △159 32,134 29,172 1,085 △138 30,120
その他 1,344 0 △0 1,344 1,652 0 △0 1,652
合　計 71,063 1,119 △216 71,965 70,658 1,090 △170 71,578

譲渡性預金 465 66 — 532 691 60 — 751
総合計 71,529 1,185 △216 72,498 71,349 1,150 △170 72,329
（注）１.「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります。

２.「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。
３. 流動性預金=当座預金+普通預金+貯蓄預金+通知預金
４. 定期性預金=定期預金
５.「相殺消去額」には、連結会社間の預金取引について相殺消去した金額を記載しております。

国内・海外別役務取引の状況 （単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
国内 海外 相殺消去額 合計 国内 海外 相殺消去額 合計

役務取引等収益 25,139 50 △ 208 24,981 33,530 60 △ 1,728 31,862
うち預金・貸出業務 6,437 18 △ 99 6,357 10,531 16 △ 291 10,256
為替業務 8,093 26 △ 10 8,109 8,107 39 △ 52 8,094
証券関連業務 3,713 — △ 10 3,702 5,021 — △ 26 4,994
代理業務 1,661 — — 1,661 2,782 — — 2,782
保護預り・貸金庫業務 481 — — 481 548 — △ 0 548
保証業務 2,232 5 △ 88 2,149 3,810 4 △ 1,247 2,568

役務取引等費用 8,202 87 △ 99 8,190 11,443 89 △ 1,562 9,970
うち為替業務 1,500 22 — 1,522 1,529 35 — 1,564

（注）１.「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります。
２.「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。
３.「相殺消去額」には、連結会社間の役務取引について相殺消去した金額を記載しております。



業種別貸出状況（残高・構成比） （単位：億円、％）

平成13年度 平成14年度
残高 構成比 残高 構成比

国内（除く特別国際金融取引勘定分） 57,312 100.0 — —
製造業 4,908 8.6 — —
農業 148 0.3 — —
林業 3 0.0 — —
漁業 18 0.0 — —
鉱業 91 0.2 — —
建設業 3,563 6.2 — —
電気・ガス・熱供給・水道業 54 0.1 — —
運輸・通信業 1,258 2.2 — —
卸売・小売業、飲食店 7,182 12.5 — —
金融・保険業 1,739 3.0 — —
不動産業 11,437 20.0 — —
サービス業 4,973 8.7 — —
国・地方公共団体 4,097 7.1 — —
その他 17,835 31.1 — —

国内（除く特別国際金融取引勘定分） — — 55,835 100.0
製造業 — — 4,598 8.2
農業 — — 138 0.3
林業 — — 3 0.0
漁業 — — 18 0.0
鉱業 — — 87 0.2
建設業 — — 3,022 5.4
電気・ガス・熱供給・水道業 — — 69 0.1
情報通信業 — — 222 0.4
運輸業 — — 1,234 2.2
卸売・小売業 — — 5,920 10.6
金融・保険業 — — 1,465 2.6
不動産業 — — 11,418 20.5
各種サービス業 — — 4,992 8.9
国・地方公共団体 — — 3,905 7.0
その他 — — 18,737 33.6

海外及び特別国際金融取引勘定分 209 100.0 177 100.0
政府等 28 13.8 22 12.7
金融機関 17 8.4 15 8.6
その他 162 77.8 139 78.7

合計 57,522 — 56,013 —
（注）１.「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります。

２.「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。
３. 平成１４年３月７日付総務省告示第１３９号により「日本標準産業分類」が改訂され、同年１０月１日から適用されたことに伴い、「国内（除く特別国際金融取引勘定分）」に係る各業種別の貸出金残高及び
構成比は、前連結会計年度末は改訂前の日本標準産業分類の区分に基づき、当連結会計年度末は改訂後の日本標準産業分類の区分に基づき記載しております。

外国政府等向け債権残高（国別） （単位：億円、％）

平成13年度 平成14年度

インドネシア 26 23
合計 26 23
（資産総額に対する割合） (0.0) (0.0)
（注）「外国政府等」とは、外国政府、中央銀行、政府関係機関又は国営企業であり、日本公認会計士

協会銀行等監査特別委員会報告第４号に規定する特定海外債権引当勘定を計上している国の外
国政府等の債権残高に加え外国政府等が保証している債権残高を掲げております。

有価証券残高（末残） （単位：億円）

平成13年度 平成14年度
国内 海外 相殺消去額 合計 国内 海外 相殺消去額 合計

国債 5,307 — — 5,307 4,793 — — 4,793
地方債 600 — — 600 642 — — 642
社債 3,184 — — 3,184 3,744 — — 3,744
株式 1,739 — △ 24 1,714 1,323 — △ 61 1,262
その他の証券 792 2,477 △ 10 3,259 638 2,358 △ 0 2,997
合計 11,624 2,477 △ 35 14,067 11,142 2,358 △ 61 13,439
（注）１.「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります。

２.「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。
３.「その他の証券」には、外国債券及び外国株式を含んでおります。
４.「相殺消去額」には、当行及び子会社間の資本連結等に伴ない相殺消去した金額を記載しております。
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時価等情報
■有価証券関係
（注）１.連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の商品有価証券、特定取引有価証券、譲渡性預け金及びコマーシャル・ペーパー、

並びに「現金預け金」中の譲渡性預け金を含めて記載しております。
２.「子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの」については、財務諸表における注記事項として記載しております。

当該連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券
平成１３年度及び平成１４年度とも該当ありません。

満期保有目的の債券で時価のあるもの
平成１３年度及び平成１４年度とも該当ありません。

売買目的有価証券 （単位：百万円）

平成13年度 平成14年度

連結貸借対照表計上額
前連結会計年度の損益

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度の損益

に含まれた評価差額 に含まれた評価差額

売買目的有価証券 230,095 90 242,739 52

その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

平成13年度

取 得 原 価
連結貸借対照

評 価 差 額
表 計 上 額 うち益 うち損

株 　 　 　 式 152,832 161,450 8,618 20,589 11,970
債 　 　 　 券 895,661 902,849 7,187 7,618 431

国 債 529,030 530,751 1,720 1,900 179
地方債 57,996 60,091 2,094 2,096 1
社 債 308,634 312,006 3,372 3,621 249

そ 　 の 　 他 322,172 314,406 △ 7,766 2,422 10,188
合 　 　 　 計 1,370,666 1,378,706 8,039 30,629 22,589

（単位：百万円）

平成14年度

取 得 原 価
連結貸借対照

評 価 差 額
表 計 上 額 うち益 うち損

株 　 　 　 式 139,106 119,597 △ 19,509 7,615 27,124
債 　 　 　 券 907,169 911,262 4,093 6,201 2,107

国 債 480,601 479,345 △ 1,255 837 2,093
地方債 62,617 64,233 1,616 1,616 —
社 債 363,950 367,683 3,732 3,747 14

そ 　 の 　 他 296,598 296,787 189 5,676 5,486
合 　 　 　 計 1,342,875 1,327,648 △ 15,226 19,492 34,718
（注）1. 連結貸借対照表計上額は、各連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

2. その他有価証券で時価のある株式等について、平成１３年度において３３,１５５百万円、平成１４年度において１５,６３０百万円の減損処理を行っております。なお、著しく下落したと判断する基準
は、期末時価が取得原価に比べ５０％以上下落したものは全て、３０％以上５０％未満下落したものは信用リスクに係る評価結果を加味したものであります。

当該連結会計年度中に売却したその他有価証券 （単位：百万円）

平成13年度 平成14年度

売 却 額
売却益の 売却損の

売 却 額
売却益の 売却損の

合 計 額 合 計 額 合 計 額 合 計 額

その他有価証券 179,673 3,874 214 438,470 6,812 399
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その他有価証券のうち満期がある債券の償還予定額 （単位：百万円）

平成13年度

１年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

債 　 　 　 券 225,668 551,627 35,800 96,159
国 債 184,629 232,589 19,104 94,427
地方債 2,856 50,138 7,096 —
社 債 38,182 268,899 9,599 1,732

そ 　 の 　 他 47,637 229,191 28,941 4,847
合 　 　 　 計 273,306 780,818 64,741 101,007

（単位：百万円）

平成14年度

１年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

債 　 　 　 券 297,059 499,662 17,721 103,567
国 債 237,062 139,957 — 102,326
地方債 7,105 48,292 8,836 —
社 債 52,891 311,413 8,885 1,241

そ 　 の 　 他 57,006 193,053 24,368 12,776
合 　 　 　 計 354,066 692,715 42,089 116,343

■金銭の信託関係
運用目的の金銭の信託 （単位：百万円）

平成13年度 平成14年度

連結貸借対照表計上額
前連結会計年度の損益

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度の損益

に含まれた評価差額 に含まれた評価差額

運用目的の金銭の信託 9,534 11 12,372 △ 38

満期保有目的の金銭の信託
平成１３年度及び平成１４年度とも該当ありません。

その他の金銭の信託
（運用目的及び満期保有目的以外） （単位：百万円）

平成13年度 平成14年度

取得原価
連結貸借対照

評価差額 取得原価
連結貸借対照

評価差額
表 計 上 額 うち益 うち損 表 計 上 額 うち益 うち損

その他の金銭の信託 4,149 4,149 0 0 — 2,822 2,822 △ 0 — 0
（注）連結貸借対照表計上額は、各連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 （単位：百万円）

平成13年度 平成14年度

そ の 他 有 価 証 券
非上場株式（店頭売買株式を除く） 7,191 6,137
非 上 場 外 国 証 券 12,226 3,034
私 　 募 　 社 　 債 6,406 6,748

保有目的を変更した有価証券
平成１３年度及び平成１４年度とも該当ありません。
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取引の状況に関する事項（平成１４年度）

（1）取引の内容
当行及び連結子会社が取り扱っているデリバティブ取引は、次のと

おりであります。

●金利関連取引：金利先物取引、金利先物オプション取引、金利
先渡取引、金利スワップ取引、金利オプション
取引、金利キャップ取引、金利フロアー取引

●通貨関連取引：通貨スワップ取引、先物外国為替取引、通貨オ
プション取引、通貨先物取引

●債券関連取引：債券先物取引、債券先物オプション取引、債券
店頭オプション取引

●株式関連取引：株価指数先物取引、株価指数オプション取引、
株券オプション取引

（２）利用目的及び取組方針
当行及び連結子会社のデリバティブ取引の利用目的は、次のとおり

であります。

①お客様の多様な運用・調達ニーズへの対応

②資産・負債のリスクコントロール手段

③トレーディング（短期的な売買差益獲得）

上記のうち、資産・負債のリスクコントロール手段としての利用につ

きましては、貸出金・預金等をヘッジ対象、金利スワップ取引等をヘッ

ジ手段、ヘッジ対象の内包する金利リスクの軽減をヘッジ方針としてお

ります。なお、ヘッジ取引についてはヘッジ会計を適用しており、その

方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び

監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24

号）に規定する経過措置に基づき、貸出金・預金等から生じる金利リ

スクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する、「マクロヘッジ」を主

として採用しております。これは「銀行業における金融商品会計基準適

用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会

業種別監査委員会報告第15号）に定められた「リスク調整アプローチ」

に基づくものであり、ヘッジの有効性の評価については、リスク管理方

針に定められた許容リスク量の範囲内にデリバティブのリスク量が収

まっており、ヘッジ対象の金利リスクが減殺されていることの検証をも

って実施しております。

また、トレーディング取引での利用につきましては、市場の動向によ

って大きな損失を被るリスクがあることから、厳格な管理体制のもと、

損失を限定して取組む方針としております。

（３）リスクの内容
デリバディブ取引は、他の市場性取引と同様に、市場リスク・信用リ

スクなどを内包しております。市場リスクとは、マーケット（金利・価格・

為替）の変動により損失を被るリスクであり、また、信用リスクとは、取

引先の破綻等により、当初の契約どおりに取引が履行されなくなるリ

スクであります。

なお、平成１５年３月末のデリバティブ取引の自己資本比率（国際統一

基準）によるマーケットリスク相当額は３０億円（連結ベース、標準的方

式）、与信相当額は１８５億円（連結ベース、カレント・エクスポージャー方

式）となっております。

（４）リスク管理体制
当行は、組織面において経営企画部内に統合リスク管理室を設置し、

市場リスク・信用リスクをはじめとする各種リスクを一元的に管理する

体制を整備しており、またルール面においても、各種リスク管理規定を

制定することで、厳正なリスク管理体制を構築し、経営の健全性の維持

向上に努めております。特に、デリバティブ取引に係るリスクにつきま

しては、他の市場性取引と合算して管理しており、市場リスク面では、ト

レーディング取引にポジション限度枠・損失限度枠を設定している他、

VaRによるリスク量のモニタリングを日次で実施しております。信用リ

スク面では、取引執行部署から独立した審査セクションが、取引相手先

毎にクレジットラインを設定しており、その範囲内で取引を実施する体

制をとっております。

連結子会社においても、ポジション限度枠等を定めている他、損益・

時価の状況について日次で管理する体制となっております。

（５）定量的情報に関する補足説明
「取引の時価等に関する事項」に記載しております「契約額等」は、名

目上の契約額または計算上想定している元本であり、それ自体は必ず

しもリスクの大きさを示すものではありません。

デリバティブ

■その他有価証券評価差額金
連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
評価差額 8,039 △ 15,226
その他有価証券 8,039 △ 15,226
その他の金銭の信託 0 △ 0

（＋）繰延税金資産（又は（△）繰延税金負債） △3,327 6,133
その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 4,711 △ 9,092

（△）少数株主持分相当額 △ 5 95
（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券に係る評価差額金のうち親会社持分相当額 164 39

その他有価証券評価差額金 4,882 △ 9,148
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店

頭

金利関連取引 （単位：百万円）

平成13年度

契約額等 時価 評価損益うち１年超

金 利 先 物
売　　　　　　　建 99 — △ 0 △ 0
買　　　　　　　建 — — — —

金　　　利 売　　　　　　　建 — — — —
オプション 買　　　　　　　建 — — — —
金 利 先 売　　　　　　　建 — — — —
渡 契 約 買　　　　　　　建 — — — —

金　　　利
受取固定・支払変動 168,643 137,443 3,460 3,460

ス ワッ プ
受取変動・支払固定 163,462 131,129 △ 3,286 △ 3,286
受取変動・支払変動 1,049 1,049 △ 9 △ 9

金　　　利 売　　　　　　　建 — — — —
オプション 買　　　　　　　建 — — — —

そ　の　他
売　　　　　　　建 17,350 17,350 △ 21 △ 21
買　　　　　　　建 9,600 9,100 10 10

合　　 計 ／ ／ 153 153

（単位：百万円）

平成14年度

契約額等 時価 評価損益うち１年超

金 利 先 物
売　　　　　　　建 — — — —
買　　　　　　　建 — — — —

金　　　利 売　　　　　　　建 — — — —
オプション 買　　　　　　　建 — — — —
金 利 先 売　　　　　　　建 — — — —
渡 契 約 買　　　　　　　建 — — — —

金　　　利
受取固定・支払変動 198,443 157,681 3,682 3,682

ス ワッ プ
受取変動・支払固定 192,009 151,519 △ 3,003 △ 3,003
受取変動・支払変動 946 351 △ 11 △ 11

金　　　利 売　　　　　　　建 — — — —
オプション 買　　　　　　　建 — — — —

そ　の　他
売　　　　　　　建 67,435 63,405 113 113
買　　　　　　　建 38,800 35,300 81 81

合　　 計 ／ ／ 861 861
（注）１. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

２. 時価の算定
取引所取引につきましては、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。店頭取引につきましては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

取引の時価等に関する事項

取
引
所

店

頭

取
引
所



また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等のうち、連結会計年度末日に引直しを行い、その損益を連結損益計算書に計上しているもの、及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外
貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映されているもの又は当該外貨建債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。

引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

株式関連取引
平成１３年度及び平成１４年度とも該当ありません。

（単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

通貨スワップ 16,876 △ 40 △ 40 37,233 △ 80 △ 80

（単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
契約額等 契約額等

通　　　貨 売　建 — —
先　　　物 買　建 — —
通　　　貨 売　建 — —
オプション 買　建 — —
為　　　替 売　建 3,688 3,448
予　　　約 買　建 4,246 2,663
通　　　貨 売　建 27,226 11,277
オプション 買　建 27,009 11,277

そ　の　他
売　建 — —
買　建 — —

取
引
所

店

頭

期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、次のとおりであります。
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店

頭

通貨関連取引 （単位：百万円）
平成１３年度

契約額等
契約額等のうち

時価 評価損益１年超のもの
通貨スワップ 47,766 29,497 16 16

為 替 予 約
売　　　　　　　建 － － － －
買　　　　　　　建 － － － －

通　　　貨 売　　　　　　　建 － － － －
オプション 買　　　　　　　建 － － － －

そ　の　他
売　　　　　　　建 － － － －
買　　　　　　　建 － － － －

合　　 計 ／ ／ 16 16

（単位：百万円）

平成14年度

契約額等 時価 評価損益うち１年超
通貨スワップ 188,503 150,622 149 149
為 替 予 約 売　　　　　　　建 — — — —

買　　　　　　　建 — — — —
通　　　貨 売　　　　　　　建 — — — —
オプション 買　　　　　　　建 — — — —

そ　の　他
売　　　　　　　建 — — — —
買　　　　　　　建 — — — —

合　　 計 ／ ／ 149 149
（注）１. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び下記注３.の取引は、上記記載から除いております。

２. 時価の算定
割引現在価値等により算定しております。

３. 平成１４年度は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号）に
規定する経過措置に基づき、期間損益計算を行っている通貨スワップ取引については、上記記載から除いております。

店

頭



債券関連取引 （単位：百万円）

平成13年度

契約額等 時価 評価損益
うち１年超

債 券 先 物
売　建 2,891 — △ 5 △ 5
買　建 3,827 — 35 35

債 券 先 物 売　建 — — — —
オプション 買　建 — — — —
債 券 店 頭 売　建 — — — —
オプション 買　建 — — — —

そ　の　他
売　建 — — — —
買　建 — — — —

合　　　 計 ／ ／ 29 29

取
引
所

店

頭

（単位：百万円）

平成14年度

契約額等 時価 評価損益
うち１年超

債 券 先 物
売　建 1,570 — △ 3 △ 3
買　建 857 — 0 0

債 券 先 物 売　建 — — — —
オプション 買　建 — — — —
債 券 店 頭 売　建 — — — —
オプション 買　建 — — — —

そ　の　他
売　建 — — — —
買　建 — — — —

合　　　 計 ／ ／ △ 2 △ 2

取
引
所

店

頭

（注）１. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、該当ありません。
２. 時価の算定
取引所取引につきましては、東京証券取引所等における最終の価格によっております。店頭取引につきましては、オプション価格計算モデル等により算定しております。

商品関連取引
平成１３年度及び平成１４年度とも該当ありません。

クレジットデリバティブ取引
平成１３年度及び平成１４年度とも該当ありません。
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財務諸表（単体）

貸借対照表 （単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
資産の部 現金預け金

現金
預け金

コールローン

債券貸借取引支払保証金

買入金銭債権

特定取引資産
商品有価証券
商品有価証券派生商品
特定取引有価証券
特定取引有価証券派生商品
特定金融派生商品
その他の特定取引資産

金銭の信託

有価証券
国債
地方債
社債
株式
その他の証券

貸出金
割引手形
手形貸付
証書貸付
当座貸越

外国為替
外国他店預け
外国他店貸
買入外国為替
取立外国為替

その他資産
未決済為替貸
前払費用
未収収益
先物取引差入証拠金
先物取引差金勘定
保管有価証券等
金融派生商品
繰延ヘッジ損失
その他の資産

動産不動産
土地建物動産
建設仮払金
保証金権利金

繰延税金資産

支払承諾見返

貸倒引当金

投資損失引当金

資産の部合計

当行の商法第281条第1項に定める計算書類は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律（昭和４９年法律第２２号）により、新日本監査法
人の監査を受けています。また、当行の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表につきましては、証券取引法
第１９３条の２の規定に基づき、新日本監査法人の監査証明を受けています。以下の貸借対照表、損益計算書及び利益処分計算書は、上記の財務諸表
に基づいて作成しています。

398,340
97,286

301,053

190,000

5,441

268

246,410
14,392

0
5,455

0
4,405

222,156

12,372

1,346,470
479,345

64,233
374,431
128,804
299,654

5,606,409
56,782

392,715
4,562,673

594,238

2,435
1,934

0
366
135

48,919
1,102

286
12,223

53
10
—
59

5,084
30,099

103,747
96,705

3
7,037

116,691

144,439

△ 209,649

△ 270

8,012,028

280,499
92,369

188,129

147,000

—

413

233,382
9,834

35
—
—

3,580
219,933

9,534

1,407,271
530,751

60,091
318,413
172,079
325,935

5,749,973
80,977

478,031
4,599,490

591,473

2,131
1,176

—
507
446

127,262
1,366

409
13,616

105
0

37,300
143

3,016
71,305

109,687
101,904

401
7,381

115,174

171,780

△ 219,814

△ 216

8,134,080
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貸借対照表 （単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
負債の部 預金

当座預金
普通預金
貯蓄預金
通知預金
定期預金
その他の預金

譲渡性預金
コールマネー
売現先勘定
債券貸借取引受入担保金
特定取引負債
売付商品債券
商品有価証券派生商品
特定取引有価証券派生商品
特定金融派生商品

借用金
借入金

外国為替
外国他店預り
売渡外国為替
未払外国為替

その他負債
未決済為替借
未払法人税等
未払費用
前受収益
先物取引差金勘定
借入商品債券
借入有価証券
債券貸付取引担保金
金融派生商品
繰延ヘッジ利益
その他の負債

退職給付引当金
債権売却損失引当金
再評価に係る繰延税金負債
支払承諾
負債の部合計

資本の部 資本金
資本準備金
利益準備金
再評価差額金
その他の剰余金
任意積立金
別途積立金
当期未処理損失

その他有価証券評価差額金
自己株式
資本の部合計

資本金
資本剰余金
資本準備金

利益剰余金
利益準備金
任意積立金
別途積立金
当期未処分利益

土地再評価差額金
その他有価証券評価差額金
自己株式
資本の部合計
負債及び資本の部合計

7,174,913
169,551

3,419,875
379,319

15,115
3,025,829

165,222
75,122

4,026
32,499
32,407

7,718
4,328

2
0

3,387
136,884
136,884

519
0

381
137

34,069
430

1,084
9,601
3,152

—
—
—
—

5,100
50

14,649
28,370
12,175

8,748
144,439

7,691,895

—
—
—
—
—
—
—
—
—
—
—

121,019
98,178
98,178
97,490
50,930
36,971
36,971 

9,589
12,960
△ 9,343
△ 172
320,132

8,012,028

7,218,238
171,403

3,231,817
428,014

23,167
3,229,361

134,473
53,262
20,120

—
—

7,685
4,327

5
—

3,353
131,429
131,429

350
0

336
12

150,191
264
327

11,209
3,114

19
6,000

31,300
57,554

3,089
126

37,185
23,814
18,460

9,389
171,780

7,804,722

121,019
98,178
50,930
13,344
41,221
66,671
66,671
25,449

4,703
△ 39

329,358
—
—
—
—
—
—
—
—
—
—
—
—

8,134,080 
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損益計算書 （単位：百万円）

平成13年度 平成14年度

経常収益

資金運用収益
貸出金利息
有価証券利息配当金
コールローン利息
買現先利息
債券貸借取引受入利息
買入手形利息
預け金利息
その他の受入利息

役務取引等収益
受入為替手数料
その他の役務収益

特定取引収益
商品有価証券収益
特定取引有価証券収益
特定金融派生商品収益
その他の特定取引収益

その他業務収益
外国為替売買益
国債等債券売却益
金融派生商品収益
その他の業務収益

その他経常収益
株式等売却益
金銭の信託運用益
その他の経常収益

経常費用

資金調達費用
預金利息
譲渡性預金利息
コールマネー利息
売現先利息
債券貸借取引支払利息
売渡手形利息
借用金利息
金利スワップ支払利息
その他の支払利息

役務取引等費用
支払為替手数料
その他の役務費用

その他業務費用
国債等債券売却損
国債等債券償還損
金融派生商品費用

営業経費

（単位：百万円）

平成13年度 平成14年度

その他経常費用

貸倒引当金繰入額

貸出金償却

株式等売却損

株式等償却

金銭の信託運用損

その他の経常費用

経常利益（△は経常損失）

特別利益

動産不動産処分益

償却債権取立益

特別損失

動産不動産処分損

税引前当期純利益（△は税引前当期純損失）

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当期純利益（△は当期純損失）

前期繰越利益

再評価差額金取崩額

土地再評価差額金取崩額

中間配当額

当期未処分利益（△は当期未処理損失）

利益処分計算書 （単位：百万円）

平成13年度 平成14年度

当期未処分利益（△は当期未処理損失）
任意積立金取崩額
別途積立金取崩額

計

利益処分額
配当金

任意積立金
別途積立金

次期繰越利益

176,390

138,837
120,758

16,325
321

1
4
3

1,347
74

24,540
8,147

16,393

2,113
260

65
1,540

247

6,151
2,090
4,059

—
2

4,747
2,141

104
2,500

157,765

13,906
5,378

128
274

1
586
—

2,685
3,168
1,683

9,399
1,564
7,835

1,151
72

800
279

75,858

57,448
32,393

1,303
327

15,671
143

7,609

18,625

10
0
9

647
647

17,988
1,347
7,676
8,964

2,136
— 

601
2,113

9,589

117,463
74,088

304
151

33,817
21

9,080

△ 45,363

124
122

1

663
663

△ 45,902
110

△ 19,272

△ 26,739

3,402
1 

—
2,113

△ 25,449

9,589
—
—

9,589
7,112
2,112

（1株につき2円50銭）
5,000
5,000

2,476

△ 25,449
29,700
29,700

4,250
2,113
2,113

（1株につき2円50銭）
—
—

2,136

株主総会承認日
平成１４年６月２７日（ ） 株主総会承認日

平成１５年６月２７日（ ）

185,987

156,390
130,239

19,810
402
—
—

1
5,570

366

20,684
8,120

12,563

797
231

12
345
208

3,202
2,119
1,069

9
3

4,912
2,802

66
2,043

231,351

27,090
14,241

288
903
—
—

1
2,659
2,768
6,227

8,251
1,522
6,728

57
57
—
—

78,487
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重要な会計方針（平成14年度）

１．特定取引資産･負債の評価基準
及び収益･費用の計上基準
金利、通貨の価格、有価証券市場における相場そ

の他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等
を利用して利益を得る等の目的（以下「特定取引目
的」）の取引については、取引の約定時点を基準とし、
貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」
に計上するとともに、当該取引からの損益を損益計
算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上
しております。
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価

証券及び金銭債権等については決算日の時価によ
り、スワップ･先物･オプション取引等の派生商品に
ついては決算日において決済したものとみなした
額により行っております。
また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計

上は、当期中の受払利息等に、有価証券、金銭債権
等については前期末と当期末における評価損益の
増減額を、派生商品については前期末と当期末に
おけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加
えております。

２．有価証券の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価は、子会社株式及び関連会社株式

については移動平均法による原価法、その他有価
証券のうち時価のあるものについては、期末日の
市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移
動平均法により算定）、時価のないものについては、
移動平均法による原価法又は償却原価法により行
っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、

全部資本直入法により処理しております。
（２）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信

託において信託財産として運用されている有価証券
の評価は、時価法により行っております。

３．デリバティブ取引の評価基準
及び評価方法
デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の

評価は、時価法により行っております。

４．固定資産の減価償却の方法
（１）動産不動産

動産不動産は、定率法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物：６年～５０年
動 産：２年～２０年

（２）ソフトウェア
自社利用のソフトウェアについては、行内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却し
ております。

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換
算基準
外貨建資産･負債及び海外支店勘定については、

取得時の為替相場による円換算額を付す子会社株
式及び関連会社株式を除き、主として決算日の為替
相場による円換算額を付しております。

（会計方針の変更）
外貨建取引等の会計処理につきましては、従来、

「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する
当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計
士協会業種別監査委員会報告第２０号）を適用してお
りましたが、当事業年度から、「銀行業における外貨
建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の
取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報
告第２５号）を適用しております。なお、当事業年度
は日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５
号に規定する経過措置を適用し、「資金関連スワッ
プ取引」については、従前の方法により処理してお
ります。また、先物為替取引等に係る円換算差金に
ついては、貸借対照表上、相殺表示しております。
資金関連スワップ取引については、日本公認会

計士協会業種別監査委員会報告第２５号に規定する
経過措置に基づき、債権元本相当額及び債務元本
相当額の決算日の為替相場による正味の円換算額
を貸借対照表に計上し、異種通貨間の金利差を反
映した直先差金は直物外国為替取引の決済日の属
する期から先物外国為替取引の決済日の属する期

までの期間にわたり発生主義により損益計算書に
計上するとともに、決算日の未収収益又は未払費
用を計上しております。
なお、資金関連スワップ取引とは、異なる通貨で

の資金調達・運用を動機として行われ、当該資金の
調達又は運用に係る元本相当額を直物買為替又は
直物売為替とし、当該元本相当額に将来支払うべ
き又は支払を受けるべき金額・期日の確定してい
る外貨相当額を含めて先物買為替又は先物売為替
とした為替スワップ取引であります。

６．引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却･引当基準に
則り、計上しております。
「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統
制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に
関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査
特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び
要注意先債権に相当する債権については、一定の
種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の
貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き
当てております。破綻懸念先債権に相当する債権に
ついては、債権額から担保の処分可能見込額及び
保証による回収可能見込額を控除し、その残額のう
ち必要と認める額を引き当てております。破綻先債
権及び実質破綻先債権に相当する債権については、
債権額から、担保の処分可能見込額及び保証によ
る回収可能見込額を控除した残額を引き当ててお
ります。なお、破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等
を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務
者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに
係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることが
できる債権については、当該キャッシュ・フローを
貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額
と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方
法（キャッシュ・フロー見積法。以下、「ＤＣＦ法」と
いう。）により引き当てております。なお、特定海外
債権については、対象国の政治経済情勢等に起因
して生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定と
して引き当てております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、

営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から
独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、
その査定結果に基づいて上記の引当を行っており
ます。
なお、当事業年度より、平成１５年２月２４日に公表

された日本公認会計士協会「銀行等金融機関におい
て貸倒引当金の計上方法としてキャッシュ・フロー
見積法（ＤＣＦ法）が採用されている場合の監査上の
留意事項」等の趣旨を踏まえ、破綻懸念先及び貸出
条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額
以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利
息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見
積もることができる債権についてＤＣＦ法を適用し
たことに伴う当期純利益の影響は軽微であります。

（２）投資損失引当金
投資損失引当金は、投資に対する損失に備える

ため、有価証券発行会社の財政状態等を勘案して
必要と認められる額を計上しております。

（３）退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、必要額を計上しております。ま
た、数理計算上の差異の費用処理方法は以下のと
おりであります。
数理計算上の差異：各発生年度の従業員の平均

残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法
により按分した額を、それぞれ発生の翌期から費用
処理。
なお、会計基準変更時差異（２０,１２９百万円）につ

いては、５年による按分額を費用処理しております。

（４）債権売却損失引当金
（株）共同債権買取機構に売却した不動産担保付
債権及び債権流動化により売却した不動産担保付
債権の担保価値を勘案し、将来発生する可能性のあ
る損失を見積り、必要と認められる額を計上してお
ります。

７．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス･リース取引について
は、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によってお
ります。

８．ヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品

会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」
（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４
号）に規定する経過措置に基づき、貸出金・預金等
の多数の金融資産・負債から生じる金利リスクを
デリバティブ取引を用いて総体で管理する、「マク
ロヘッジ」を実施しております。これは、「銀行業に
おける金融商品会計基準適用に関する当面の会計
上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種
別監査委員会報告１５号）に定められたリスク調整
アプローチによるリスク管理であり、繰延ヘッジに
よる会計処理を行っております。また、リスク管理
方針に定められた許容リスク量の範囲内にリスク調
整手段となるデリバティブのリスク量が収まってお
り、ヘッジ対象の金利リスクが減殺されているかど
うかを検証することにより、ヘッジの有効性を評価
しております。
なお、上記以外のヘッジ会計の方法として、個別

ヘッジを実施しており、繰延ヘッジ、あるいは金利ス
ワップの特例処理による会計処理を行っております。

９．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっております。

１０.その他財務諸表作成のための重要な事項
（1）自己株式及び法定準備金の取崩等に関する

会計基準
「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会
計基準」(企業会計基準第１号)が平成１４年４月１日
以後に適用されることになったことに伴い、当事
業年度から同会計基準を適用しております。これ
による当事業年度の資産及び資本に与える影響は
ありません。
なお、財務諸表等規則及び銀行法施行規則の改

正により、当事業年度における貸借対照表の資本
の部については、改正後の財務諸表等規則及び銀
行法施行規則により作成しております。

(2)1株当たり当期純利益に関する会計基準
「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会
計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関す
る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
４号）が平成１４年４月１日以後開始する事業年度に
係る財務諸表から適用されることになったことに
伴い、当事業年度から同会計基準及び適用指針を
適用しております。これによる影響はありません。

(3)金融商品会計
① 現先取引については、従来、売買処理しておりま
したが、当事業年度から、「買現先勘定」及び「売
現先勘定」に資金取引として処理しております。
なお、この変更に伴う特定取引資産への影響は軽
微であります。

② 現金担保付債券貸借取引については、従来、現金を
担保とする債券貸借取引として、担保金を「その他
の資産」中「債券借入取引担保金」及び「債券貸付取
引担保金」で処理しておりましたが、当事業年度か
ら、「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会
計士協会会計制度委員会報告第１４号）に基づき、
有価証券を担保とする資金取引として「債券貸借取
引支払保証金」及び「債券貸借取引受入担保金」で
処理しております。なお、この変更に伴い、従来の
方法によった場合に比べ、「その他資産」は５,４４１百
万円、「その他負債」は３２,４０７百万円減少し、「債券
貸借取引支払保証金」、「債券貸借取引受入担保金」
はそれぞれ同額増加しております。
なお、現金担保付債券貸借取引により受け入れ

ている有価証券は、従来、保管有価証券等、借入
商品債券で処理しておりましたが、当事業年度か
ら、「金融商品会計に関する実務指針」に基づき、
注記しております。この変更に伴い、従来の方法
によった場合に比べ、保管有価証券等、借入商品
債券はそれぞれ５,０００百万円減少しております。
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注記事項（平成14年度）

（貸借対照表関係）
１. 子会社の株式総額 １,０７３百万円

なお、本項の子会社は、銀行法第２条第８項に規定
する子会社であります。

２. 現金担保付債券貸借取引により受け入れている有
価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自由
に処分できる権利を有する有価証券で、当期末に当
該処分をせずに所有しているものは１,０８２百万円で
あります。

３. 貸出金のうち、破綻先債権額は５１,４５１百万円、延
滞債権額は２７４,８４０百万円であります。なお、破綻
先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間
継続していることその他の事由により元本又は利息
の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利
息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を行った部分
を除く。以下｢未収利息不計上貸出金｣という。)のう
ち、法人税法施行令(昭和４０年政令第９７号)第９６条第
１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第
４号に規定する事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であ

って、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を
図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金
以外の貸出金であります。

４. 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は１１,８５４百万
円であります。
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支

払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸
出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないもので
あります。

５. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１８８,３９９百万円
であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建

又は支援を図ることを目的として、金利の減免､利息
の支払猶予､元本の返済猶予、債権放棄その他の債
務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債
権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しない
ものであります。

６. 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及
び貸出条件緩和債権額の合計額は５２６,５４５百万円で
あります。
なお、上記３.から６.に掲げた債権額は、貸倒引当

金控除前の金額であります。
７. 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適
用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認
会計士協会業種別監査委員会報告第２４号）に基づき
金融取引として処理しております。これにより受け
入れた商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、
売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる
権利を有しておりますが、その額面金額は５７,１３１百
万円であります。

８. 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券 １０２,６６０百万円
特定取引資産 ３２,４９８百万円
担保資産に対応する債務
預金 ３３,８４３百万円
売現先勘定 ３２,４９９百万円
債券貸借取引受入担保金 ３２,４０７百万円
上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先

物取引証拠金の代用として、特定取引資産２９９百万
円、有価証券１０６,８２６百万円及び貸出金１５９,３０５百万
円を差し入れております。

９. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン
契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合
に、契約上規定された条件について違反がない限り、
一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約
であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
１,２１２,６８９百万円であります。このうち原契約期間が
１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能
なものが１,２０１,１４６百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに

終了するものであるため、融資未実行残高そのもの
が必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を
与えるものではありません。これらの契約の多くに
は、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事
由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資
の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨

の条項が付けられております。また、契約時において
必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求する
ほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に
基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の
見直し、与信保全上の措置等を講じております。
この他に、総合口座取引における当座貸越未実行

残高が９３０,４２９百万円あります。
１０.土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布
法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価を行
い、評価差額については、当該評価差額に係る税金
相当額を｢再評価に係る繰延税金負債｣として負債の
部に計上し､これを控除した金額を｢土地再評価差額
金｣として資本の部に計上しております。
再評価を行った年月日 平成１０年３月３１日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３

月３１日公布政令第１１９号）第２条第４号に定める地
価税法（平成３年法律第６９号）第１６条に規定する地
価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を
算定するために国税庁長官が定めて公表した方法
により算出した価額に基づいて、奥行価格補正、側
方路線影響加算、間口狭小補正等により合理的な
調整を行って算出
同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の
当期末における時価の合計額と当該事業用土地の再
評価後の帳簿価額の合計額との差額 ３６,４９７百万円

１１. 動産不動産の減価償却累計額 ８９,１９８百万円
１２. 動産不動産の圧縮記帳額 １１,２５０百万円
（当期圧縮記帳額 ー百万円)

１３. 借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位で
ある旨の特約が付された劣後特約付借入金１２７,７１２
百万円が含まれております。

１４. 会社が発行する株式の総数
普通株式 ２,５００,０００千株
（株式の消却が行われた場合は、その消却した相当
額を減ずる｡）
発行済株式総数
普通株式 ８４５,５２１千株

１５. 会社が保有する自己株式の数
普通株式 ４４５千株

（損益計算書関係）
その他の経常費用には、退職給付会計導入に伴う

会計基準変更時差異の費用処理額４,０２５百万円、数
理計算上の差異の費用処理額９３８百万円、債権売却
損８６５百万円を含んでおります。

(リース取引関係)
１. リース物件の所有権が借主に移転すると認められ
るもの以外のファイナンス・リース取引
●リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相
当額及び期末残高相当額
取得価額相当額
動産 ６３１百万円
その他 ―百万円
合計 ６３１百万円
減価償却累計額相当額
動産 ４６６百万円
その他 ―百万円
合計 ４６６百万円
期末残高相当額
動産 １６５百万円
その他 ―百万円
合計 １６５百万円

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資
産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法
によっております。
●未経過リース料期末残高相当額
１年内 ４９百万円
１年超 １１５百万円
合計 １６５百万円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残
高が有形固定資産の期末残高等に占めるその割合が低い
ため、支払利子込み法によっております。
●当期の支払リース料 ７５百万円
●減価償却費相当額 ７５百万円
●減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法によっております。

２. オペレーティング・リース取引
●未経過リース料
１年内 ―百万円
１年超 ―百万円
合計 ―百万円

（有価証券関係）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
該当ありません。

（税効果会計関係）
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳
繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度超過額 ７６,１６５百万円
有価証券償却超過額 １２,２６２百万円
退職給付引当金損金
算入限度超過額 １０,４３３百万円
債権売却損失引当金
損金算入限度超過額 ４,９５７百万円
その他有価証券評価差額金 ６,３０７百万円
その他 ６,５６６百万円
繰延税金資産合計 １１６,６９１百万円

繰延税金負債
その他 △０百万円
繰延税金負債合計 △０百万円

繰延税金資産の純額 １１６,６９１百万円

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と
なった主な項目別の内訳
法定実効税率 ４０.３％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 ３.８％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △１.８％
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 ８.８％
その他 △１.１％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 ５０.１％

３. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税
金負債の修正額
「地方税法等の一部を改正する法律」（平成１５年３月
法律第９号）が平成１５年３月３１日に公布され、平成１６年
４月１日以後開始する事業年度より当行の法人事業税に
係る課税標準の一部が「付加価値額」及び「資本等の金
額」に変更されることにより、当該課税標準の一部は、
利益に関連する金額を課税標準とする税金には該当し
ないことになります。
この変更に伴い、当行の繰延税金資産及び繰延税金負
債の計算に使用する平成１６年度以降の法定実効税率は
当事業年度の４１.３％から４０.３％となり、「繰延税金資産」
は、１,７４３百万円減少し、当事業年度に計上された「法人
税等調整額」は１,５８６百万円増加しております。「再評価
に係る繰延税金負債」は２１７百万円減少し、「土地再評価
差額金」は同額増加しております。また、「その他有価証
券評価差額金」は１５６百万円減少しております。

（１株当たり情報）
１株当たり純資産額 ３７８.８２円
１株当たり当期純利益 １０.６０円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 —

（注）１.当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」
（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する
会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適
用しております。なお、これによる影響はありません。

２.当事業年度の１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、
次のとおりであります。

１株当たり当期純利益 10.60円

当期純利益 8,964百万円

普通株主に帰属しない金額 —

普通株式に係る当期純利益 8,964百万円

普通株式の期中平均株式数 845,276千株

３.なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について
は、潜在株式がないので記載しておりません。

追加情報（平成14年度）

（退職給付関係）
当行は、平成１５年４月１日付で退職金規定を改定いた

しました。これに伴い、平成１５年度期初において、未認
識過去勤務債務△４,８７５百万円が発生しております。

（損益計算書関係）
「銀行法施行規則の一部を改正する内閣府令」（平成
15年内閣府令第47号）により、銀行法施行規則別紙様
式が改正されたことに伴い、前事業年度において「資金
調達費用」中「その他の支払利息」、又は「資金運用収益」

中「その他の受入利息」に含めて表示していた現金担保
付債券貸借取引に係る受払利息は、当事業年度から、
それぞれ同「債券貸借取引支払利息」、又は同「債券貸
借取引受入利息」として表示しております。

表示方法の変更（平成14年度）
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資本金・発行済株式数の推移 （単位：百万円）

平成13年度 平成14年度

資本金 121,019 121,019

発行済株式数 845,521千株 845,521千株

株式の所有者別状況（平成15年3月31日現在）

政府及び地公体 金融機関 証券会社 その他の法人 外国法人等 個人その他 計
（うち個人）

株主数（人） 4 136 33 1,889 231 21,907 24,200
(1)

所有株式数（単元） 24 480,778 14,234 149,220 72,182 122,259 838,697
(1)

割合（％） 0.00 57.32 1.70 17.79 8.61 14.58 100.00
(0.00)

大株主上位10社（平成15年3月31日現在）

所有株式数 発行済株式総数に対する
所有株式数の割合

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 39,166千株 4.63％

株式会社東京三菱銀行 38,893 4.59

株式会社ＵＦＪ銀行 38,893 4.59

日本トラスティー・サービス信託銀行株式会社（信託口） 37,847 4.47

日本生命保険相互会社 29,691 3.51

日本興亜損害保険株式会社 28,905 3.41

第一生命保険相互会社 25,678 3.03

住友生命保険相互会社 21,294 2.51

明治生命保険相互会社 19,079 2.25

ＵＦＪ信託銀行株式会社（信託勘定A口） 18,780 2.22

（注）１.１単元の株式数は１,０００株です。なお、上記の他、単元未満株式は６,８２４千株となっております。
２.自己株式４５０,５８１株は「個人その他」に４５０単元、単元未満株式に５８１株含まれております。なお、自己株式４５０,５８１株は株主名簿上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式数は４４４,５８１株で
あります。

３.「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が４７単元含まれております。

資本金
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自己資本比率

単体自己資本比率（国際統一基準） （単位：百万円､％）

平成13年度 平成14年度
基本的項目 資本金

うち非累積的永久優先株

新株式払込金

資本準備金

その他資本剰余金

利益準備金

任意積立金

次期繰越利益

その他

その他有価証券の評価差損（△）

自己株式払込金

自己株式（△）

営業権相当額（△）

計 （A）
うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券（注1）

補完的項目 その他有価証券の貸借対照表計上額の合計額から

帳簿価額の合計額を控除した額の45％
土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額
一般貸倒引当金

負債性資本調達手段等

うち永久劣後債務（注2）

うち期限付劣後債務及び期限付優先株（注3）

計

うち自己資本への算入額 （B）

準補完的項目 短期劣後債務

うち自己資本への算入額 （C）

控除項目 控除項目（注4） （D）

自己資本額（A）+（B）+（C）－（D） （E ）

リスク・アセット等 資産（オン・バランス）項目

オフ・バランス取引項目

信用リスク・アセットの額 （F）
マーケット・リスク相当額に係る額（（H）／8％） （G）
（参考）マーケット・リスク相当額 （H）
計（F）+（G） （ I）

単体自己資本比率（国際統一基準）
（E）
（ I）

（注）１.告示第１４条第２項に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別目的会社の発行する優先出資証券を含む。）であります。
２.告示第１５条第１項第４号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。
（１）無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること
（２）一定の場合を除き、償還されないものであること
（３）業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること
（４）利払い義務の延期が認められるものであること
３.告示第１５条第１項第５号及び第６号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が５年を超えるものに限られております。
４.告示第１７条第１項に掲げる他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額であります。

ｘ１００

121,019
—
—

98,178
—

50,930
36,971

2,415
—
—
—
39
—

309,474
—

3,606
10,230
51,806

115,500
—

115,500
181,143
181,143

—
—

601

490,017

4,717,069
130,810

4,847,880
22,849

1,827
4,870,729

10.06

121,019
—
—

98,178
—

50,930
41,971

2,690
—

9,343
—

172
—

305,273
—

—
9,768

45,496
124,500

—
124,500
179,765
179,765

—
—

601

484,438

4,586,185
105,402

4,691,587
37,928

3,034
4,729,516

10.24
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損益の状況

利益総括表 （単位：百万円）

平成13年度 (増減) 平成14年度 (増減)

国内業務粗利益 （A）

（国内業務粗利益率）（%）

資金利益

役務取引等利益

特定取引利益

その他業務利益

国際業務粗利益 （B）

（国際業務粗利益率）（%）

資金利益

役務取引等利益

特定取引利益

その他業務利益

業務粗利益（A＋B） （C）

（業務粗利益率）（%）

経費（除臨時経費） （D）

業務純益（一般貸倒引当金繰入前）（C－D） （E）

一般貸倒引当金繰入額 （F）

業務純益（E－F） （G）

臨時損益 （H）

経常利益（△は経常損失）（G＋H）

業務純益
銀行の基本的な業務の成果を示す銀行固有の利益指標です。
これは、貸出金や有価証券等の資金運用収益から預金等の資金調達費用を
差し引いた「資金利益」、各種手数料収支を示す「役務取引等利益」、市場業
務取引等による損益を示す「特定取引利益」、債券や外国為替の売買損益を

示す「その他業務利益」の4つを合計した「業務粗利益」から、臨時経費を除
く「経費」、及び「一般貸倒引当金繰入額」を控除することにより算出します。
なお、この業務純益は、損益計算書の中には記載されておりません。

（注）金銭の信託運用見合費用は、臨時損益に含めております。

141,594 

(1.98)

127,560 

12,283 

775 

974 

4,112 

(0.56)

1,772 

149 

21 

2,169 

145,707 

(1.94)

77,853 

67,853 

20,330 

47,522 

△92,886

△45,363

(△4,631)

(△2,772)

(△89)

(254)

(△2,024)

(1,729)

(313)

(3)

(133)

(1,278)

(△2,902)

(△177)

(△2,725)

(29,212)

(△31,937)

(△36,628)

(△68,566)

142,416

(1.98)

122,885

14,973

1,958

2,600

4,783

(0.81)

2,060

167

155

2,399

147,200

(1.96)

75,663

71,537

△6,310

77,847

△59,222

18,625

(822)

(△4,674)

(2,689)

(1,182)

(1,625)

(671)

(288)

(18)

(134)

(230)

(1,493)

(△2,190)

(3,684)

(△26,641)

(30,325)

(33,664)

(63,989)
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資金利益の内訳 （単位：億円、％）

平成13年度 平成14年度
平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り

国内業務部門 資金運用勘定 71,287 (3,773) 1,364 (5) 1.91 71,848 (2,966) 1,274 (2) 1.77
うち貸出金 56,680 1,273 2.24 56,970 1,194 2.09

有価証券 10,643 85 0.79 9,826 76 0.77
資金調達勘定 70,108 88 0.12 72,179 45 0.06
うち預金 67,116 63 0.09 69,802 26 0.03

譲渡性預金 1,099 0 0.04 894 0 0.02
国際業務部門 資金運用勘定 7,304 205 2.81 5,843 116 1.99

うち貸出金 816 29 3.57 634 12 2.03
有価証券 2,903 113 3.89 2,739 86 3.16

資金調達勘定 7,273 (3,773) 187 (5) 2.57 5,823 (2,966) 96 (2) 1.64
うち預金 2,493 78 3.16 1,910 27 1.44

譲渡性預金 75 2 3.19 60 1 1.73
合計 資金運用勘定 74,819 1,563 2.09 74,725 1,388 1.85

資金調達勘定 73,608 270 0.36 75,036 138 0.18

受取利息・支払利息の分析 （単位：億円）

平成13年度 平成14年度
残高による増減 利率による増減 純増減 残高による増減 利率による増減 純増減

国内業務部門 受取利息 30 △ 141 △ 111 10 △ 101 △ 90
うち貸出金 11 △ 89 △ 77 6 △ 85 △ 78
有価証券 9 △ 38 △ 29 △ 6 △ 2 △ 8

支払利息 3 △ 86 △ 83 2 △ 46 △ 43
うち預金 4 △ 63 △ 59 2 △ 39 △ 37
譲渡性預金 1 △ 1 △ 0 △ 0 △ 0 △ 0

国際業務部門 受取利息 38 △ 149 △ 111 △ 41 △ 47 △ 88
うち貸出金 0 △ 25 △ 24 △ 6 △ 9 △ 16
有価証券 14 △ 37 △ 23 △ 6 △ 19 △ 26

支払利息 36 △ 150 △ 114 △ 37 △ 54 △ 91
うち預金 △ 21 △ 75 △ 96 △ 18 △ 32 △ 51
譲渡性預金 1 △ 2 △ 1 △ 0 △ 0 △ 1

合計 受取利息 29 △ 251 △ 221 △ 1 △ 173 △ 175
支払利息 6 △ 203 △ 196 5 △ 136 △ 131

営業経費の内訳 （単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
人件費 40,498 38,811
物件費 33,240 33,090
（うち減価償却費） (4,719) (4,933)
税金 4,114 3,761
合計 77,853 75,663

臨時損益の内訳 （単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
株式等売却損益 2,651 1,814
株式等償却 △ 33,817 △ 15,671
金銭の信託運用損益 45 △ 38
金銭の信託運用見合費用 △ 32 △ 15
個別貸倒引当金繰入額 △ 53,092 △ 38,741
特定海外債権引当勘定繰入額 △ 664 37
貸出金償却 △ 304 △ 1,303
退職給付費用（臨時費用処理分） △ 4,662 △ 4,964
その他 △ 3,008 △ 340
合計 △ 92,886 △ 59,222

特定取引の状況 （単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
国内業務部門 特定取引収益 775 1,958

うち商品有価証券収益 231 260
特定取引有価証券収益 12 65
特定金融派生商品収益 323 1,385
その他の特定取引収益 208 247

特定取引費用 — —
特定取引収支 775 1,958

国際業務部門 特定取引収益 21 155
特定取引費用 — —
特定取引収支 21 155

合計 797 2,113

その他業務利益の内訳 （単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
国内業務部門 974 2,600
国債等債券売却損益 952 3,601
国債等債券償還損益 — △ 800
金融派生商品損益 18 △ 203
その他 3 2

国際業務部門 2,169 2,399
外国為替売買損益 2,119 2,090
国債等債券売却損益 59 385
金融派生商品損益 △ 9 △ 75

合計 3,144 4,999

役務取引の状況 （単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
国内業務部門 役務取引等収益 20,292 24,124

うち預金・貸出業務 6,437 7,192
為替業務 7,903 7,905

役務取引等費用 8,008 9,151
うち為替業務 1,402 1,410

役務取引等収支 12,283 14,973
国際業務部門 役務取引等収益 392 416

役務取引等費用 242 248
役務取引等収支 149 167

合計 12,433 15,140

（注）残高及び利率の増減要因が重なる部分については、利率による増減に含めて記載しております。

（注）本表は、臨時損益に該当する経費は含んでおりません。

（注）１.資金運用勘定は、無利息預け金の平均残高を、資金調達勘定は、金銭の信託運用見合額の平均残高及び利息をそれぞれ控除して表示しております。
２.（ ）内は国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高及び利息（内書き）であり、合計欄では相殺して記載しております。
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預金
預金科目別残高 （単位：億円、％）

平成13年度 平成14年度
（1）期末残高 国内業務部門 国際業務部門 計 国内業務部門 国際業務部門 計

流動性預金 38,538 5 38,544 39,833 5 39,838
(54.7) (0.3) (53.4) (56.8) (0.3) (55.5)

うち有利息預金 36,824 5 36,829 38,138 4 38,143

定期性預金 31,180 1,113 32,293 29,172 1,085 30,258
(44.2) (66.6) (44.7) (41.6) (66.3) (42.2)

うち固定自由金利定期預金 31,058 ／ 31,058 29,063 ／ 29,063
変動自由金利定期預金 104 ／ 104 94 ／ 94

その他 791 553 1,344 1,105 547 1,652
(1.1) (33.1) (1.9) (1.6) (33.4) (2.3)

合計 70,510 1,672 72,182 70,111 1,637 71,749
(100) (100) (100) (100) (100) (100)

譲渡性預金 465 66 532 691 60 751

総合計 70,976 1,738 72,715 70,802 1,698 72,500

（２）平均残高
流動性預金 30,574 6 30,580 39,415 4 39,419

(45.5) (0.2) (43.9) (56.5) (0.2) (55.0)
うち有利息預金 29,288 5 29,293 38,019 3 38,023

定期性預金 36,167 1,747 37,914 29,880 1,283 31,163
(53.9) (70.1) (54.5) (42.8) (67.2) (43.4)

うち固定自由金利定期預金 36,021 ／ 36,021 29,768 ／ 29,768
変動自由金利定期預金 127 ／ 127 95 ／ 95

その他 374 739 1,114 506 622 1,128
(0.6) (29.7) (1.6) (0.7) (32.6) (1.6)

合計 67,116 2,493 69,610 69,802 1,910 71,712
(100) (100) (100) (100) (100) (100)

譲渡性預金 1,099 75 1,175 894 60 954

総合計 68,216 2,569 70,785 70,696 1,970 72,667

定期預金の残存期間別残高 （単位：億円）

３カ月以上 ６カ月以上 １年以上 ２年以上
３カ月未満 ６カ月未満 １年未満 ２年未満 ３年未満 ３年以上 合計

平成13年度 定期預金 10,747 5,680 10,337 2,886 1,886 752 32,290
うち固定自由金利定期預金 9,668 5,602 10,321 2,851 1,862 752 31,058
変動自由金利定期預金 21 8 16 35 23 — 104
その他 1,057 69 — — — — 1,126

平成14年度 定期預金 9,502 5,502 9,709 2,211 2,920 408 30,255
うち固定自由金利定期預金 8,479 5,410 9,698 2,185 2,881 408 29,063
変動自由金利定期預金 11 7 11 25 39 — 94
その他 1,012 84 — — — — 1,097

預金者別預金残高 （単位：億円、％）

平成13年度 平成14年度
残高 構成比 残高 構成比

国内店個人預金 52,911 73.3 53,953 75.2
国内店法人預金 18,085 25.1 16,608 23.1
国内合計 70,996 98.4 70,562 98.3
海外（法人預金） 1,185 1.6 1,187 1.7
合計 72,182 100.0 71,749 100.0

給与振込・年金受取指定口座数 （単位：千件）

平成13年度 平成14年度
給与振込指定口座数 738 755
年金受取指定口座数 265 284

（注）１.（ ）内は構成比です。２.流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 ３.定期性預金＝定期預金

（注）積立定期預金を含んでおりません。
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貸出金
貸出金科目別残高 （単位：億円、％）

平成13年度 平成14年度
（1）期末残高 国内業務部門 国際業務部門 計 国内業務部門 国際業務部門 計
手形貸付 4,472 308 4,780 3,784 142 3,927

(7.9) (56.0) (8.3) (6.8) (43.5) (7.0)
証書貸付 45,752 242 45,994 45,441 185 45,626

(80.3) (44.0) (80.0) (81.5) (56.5) (81.4)
当座貸越 5,914 0 5,914 5,942 — 5,942

(10.4) (0.0) (10.3) (10.7) (—) (10.6)
割引手形 809 — 809 567 — 567

(1.4) (—) (1.4) (1.0) (—) (1.0)
合計 56,949 550 57,499 55,735 328 56,064

(100) (100) (100) (100) (100) (100)

（２）平均残高

手形貸付 4,819 538 5,357 4,149 422 4,572
(8.5) (65.9) (9.3) (7.3) (66.6) (7.9)

証書貸付 44,210 278 44,488 45,664 212 45,876
(78.0) (34.1) (77.4) (80.1) (33.4) (79.7)

当座貸越 6,873 0 6,873 6,529 0 6,529
(12.1) (0.0) (12.0) (11.5) (0.0) (11.3)

割引手形 777 — 777 627 — 627
(1.4) (—) (1.3) (1.1) (—) (1.1)

合計 56,680 816 57,497 56,970 634 57,605
(100) (100) (100) (100) (100) (100)

（注）（ ）内は構成比です。

貸出金業種別内訳 （単位：億円、％）

平成13年度 平成14年度
残高 構成比 残高 構成比

国内店 製造業
農業
林業
漁業
鉱業
建設業
電気・ガス・熱供給・水道業
運輸・通信業
卸売・小売業、飲食店
金融・保険業
不動産業
サービス業
国・地方公共団体
その他（個人）
計

国内店 製造業
農業
林業
漁業
鉱業
建設業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業
卸売・小売業
金融・保険業
不動産業
各種サービス業
国・地方公共団体
その他（個人）
計

海外店分及び 政府等
特別国際金融 金融機関
取引勘定分 商工業

その他
計

合計
（注）平成１４年３月７日付総務省告示第１３９号により「日本標準産業分類」が改訂され、同年１０月１日から適用されたことに伴い、「国内店」に係る各業種別の貸出金残高及び構成比は、平成１３年度は改訂前の

日本標準産業分類の区分に基づき、平成１４年度は改訂後の日本標準産業分類の区分に基づき記載しております。

4,897
146

3
18
91

3,561
54

1,256
7,173
1,739

11,451
5,074
4,097

17,725
57,290

—
—
—
—
—
—
—
—
—
—
—
—
—
—
—
—
28
17

114
48

209
57,499

8.5
0.3
0.0
0.0
0.2
6.2
0.1
2.2

12.5
3.0

20.0
8.9
7.2

30.9
100.0

—
—
—
—
—
—
—
—
—
—
—
—
—
—
—
—

13.8
8.4

54.5
23.3

100.0
—

—
—
—
—
—
—
—
—
—
—
—
—
—
—
—

4,588
137

3
18
87

3,020
69

222
1,232
5,913
1,646

11,430
5,175
3,905

18,435
55,886

22
15
86
53

177
56,064

—
—
—
—
—
—
—
—
—
—
—
—
—
—
—
8.2
0.2
0.0
0.0
0.2
5.4
0.1
0.4
2.2

10.6
3.0

20.4
9.3
7.0

33.0
100.0
12.7
8.6

48.8
29.9

100.0
—
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貸出金の残存期間別残高 （単位：億円）

１年超 ３年超 ５年超 期間の定め
１年以下 ３年以下 ５年以下 ７年以下 ７年超 のないもの 合計

平成13年度 貸出金 18,179 8,182 5,330 3,741 16,150 5,914 57,499
うち変動金利 ／ 5,310 3,304 2,259 8,564 5,314 ／

固定金利 ／ 2,872 2,026 1,482 7,586 599 ／

平成14年度 貸出金 16,303 8,137 5,113 3,923 16,644 5,942 56,064
うち変動金利 ／ 4,998 3,035 2,267 7,845 5,489 ／

固定金利 ／ 3,138 2,078 1,655 8,798 452 ／

貸倒引当金内訳 （単位：億円）

平成13年度 平成14年度
当期減少額 当期減少額

期首残高 当期増加額 目的使用 その他 期末残高 期首残高 当期増加額 目的使用 その他 期末残高

一般貸倒引当金 314 518 — 314 518 518 454 — 518 454
個別貸倒引当金 1,626 1,671 485 1,140 1,671 1,671 1,633 425 1,246 1,633
うち非居住者向け債権分 2 — — 2 — — 2 — — 2
特定海外債権引当勘定 1 8 — 1 8 8 7 — 8 7
合計 1,943 2,198 485 1,457 2,198 2,198 2,096 425 1,772 2,096

（注）残存期間１年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしておりません。

（注）１．貸出金残高には、海外店分及び特別国際金融取引勘定分を含んでおりません。
２．中小企業等とは、資本金３億円（ただし、卸売業は１億円、小売業、飲食店、サービス業は５千
万円）以下の会社、又は常用する従業員が３００人（ただし、卸売業は１００人、小売業は５０人、
サービス業は１００人）以下の会社及び個人であります。

中小企業等向け貸出金 （単位：億円、％）

平成13年度 平成14年度
中小企業等に対する貸出金残高 43,650 42,693
総貸出金に占める割合 76.1 76.3

千葉県内貸出金残高 （単位：億円、％）

平成13年度 平成14年度
千葉県内貸出金残高 47,347 46,398
総貸出金に占める割合 82.3 82.7

住宅金融公庫代理貸付の取り扱い （単位：千件、億円）

平成13年度 平成14年度
件数 113 101
残高 15,969 14,689
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貸出金使途別内訳 （単位：億円、％）

平成13年度 平成14年度
残高 構成比 残高 構成比

設備資金 29,753 51.7 30,415 54.3
運転資金 27,745 48.3 25,648 45.7
合計 57,499 100.0 56,064 100.0 特定海外債権残高 （単位：億円、％）

平成13年度 平成14年度

インドネシア 29 25
合計 29 25
（資産総額に対する割合） (0.0) (0.0)

貸出金担保別内訳 （単位：億円）

平成13年度 平成14年度
有価証券 137 137
債権 969 956
商品 — —
不動産 28,591 29,228
その他 14 12
計 29,712 30,334
保証 14,090 12,556
信用 13,697 13,173
合計 57,499 56,064

支払承諾見返の担保別内訳 （単位：億円）

平成13年度 平成14年度
有価証券 0 —
債権 854 725
商品 — —
不動産 32 28
その他 — —
計 887 753
保証 88 76
信用 741 613
合計 1,717 1,444

ローン残高 （単位：億円）

平成13年度 平成14年度
住宅ローン 13,851 14,789
その他のローン 1,692 1,539
合計 15,543 16,329

貸出金償却額 （単位：億円）

平成13年度 平成14年度
貸出金償却額 3 13

リスク管理債権額 （単位：億円）

平成13年度 平成14年度
破綻先債権額 507 514
延滞債権額 2,782 2,748
3カ月以上延滞債権額 131 118
貸出条件緩和債権額 2,127 1,883
合計 5,549 5,265

金融再生法に基づく開示債権 （単位：億円）

平成13年度 平成14年度
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 1,777 1,513
危険債権 1,529 1,770
要管理債権 2,258 2,002
正常債権 53,774 52,331

破産更生債権及びこれらに準ずる債権
破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に陥っている債務者に
対する債権及びこれらに準ずる債権です。

危険債権
債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪
化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性
の高い債権です。

要管理債権
「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」「危険債権」を除く３カ月以上延
滞債権及び貸出条件緩和債権です。

正常債権
債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、「破産更生債
権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外のものに区分
される債権です。

「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」に基づく開示債権

リスク管理債権

破綻先債権
元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していること、その他の事由によ
り元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計
上しなかった貸出金のうち、次のいずれかに該当する債務者に対する貸出金
が対象となります。

１.会社更生法又は金融機関等の更生手続の特例等に関する法律の規定によ
る更生手続の開始の申し立てがあった債務者

２.民事再生法の規定による再生手続の開始の申し立てがあった債務者

３.破産法の規定による破産の申し立てがあった債務者

４.商法の規定による整理開始の申し立て、または特別清算の開始の申し立
てがあった債務者

５.手形交換所において取引の停止処分を受けた債務者

６.海外の法律により、上記に準ずる法律上の整理手続の開始の申し立てが
あった債務者

延滞債権
未収利息不計上貸出金のうち、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を
図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金です。

３カ月以上延滞債権
元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金
で、破綻先債権及び延滞債権に該当しない貸出金です。

貸出条件緩和債権
債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支
払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを
行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しな
い貸出金です。
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有価証券残高 （単位：億円、％）

平成13年度 平成14年度
（１）期末残高 国内業務部門 国際業務部門 計 国内業務部門 国際業務部門 計

国債 5,307 — 5,307 4,793 — 4,793
(47.9) (37.7) (44.8) (35.6)

地方債 600 — 600 642 — 642
(5.4) (4.3) (6.0) (4.8)

社債 3,184 — 3,184 3,744 — 3,744
(28.7) (22.6) (35.0) (27.8)

株式 1,720 — 1,720 1,288 — 1,288
(15.5) (12.2) (12.1) (9.6)

その他の証券 270 2,988 3,259 228 2,768 2,996
(2.5) (100) (23.2) (2.1) (100) (22.2)

うち外国債券 ／ 2,978 2,978 ／ 2,768 2,768
外国株式 ／ 10 10 ／ 0 0

合計 11,083 2,988 14,072 10,696 2,768 13,464
(100) (100) (100) (100) (100) (100)

（２）平均残高

国債 4,902 — 4,902 3,603 — 3,603
(46.1) (36.2) (36.7) (28.7)

地方債 526 — 526 615 — 615
(5.0) (3.9) (6.3) (4.9)

社債 2,917 — 2,917 3,659 — 3,659
(27.4) (21.5) (37.2) (29.1)

株式 1,983 — 1,983 1,606 — 1,606
(18.6) (14.6) (16.3) (12.8)

その他の証券 313 2,903 3,216 340 2,739 3,079
(2.9) (100) (23.8) (3.5) (100) (24.5)

うち外国債券 ／ 2,892 2,892 ／ 2,731 2,731
外国株式 ／ 10 10 ／ 7 7

合計 10,643 2,903 13,547 9,826 2,739 12,565
(100) (100) (100) (100) (100) (100)

（注）１.（ ）内は構成比です。
２.国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しております。

商品有価証券売買高 （単位：億円）

平成13年度 平成14年度

商品国債 15,142 22,565
商品地方債 37 91
商品政府保証債 71 73

合計 15,250 22,731

商品有価証券平均残高 （単位：億円）

平成13年度 平成14年度

商品国債 45 152
商品地方債 1 2
商品政府保証債 — 0
貸付商品債券 — —

合計 46 155

有価証券
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為替・国際業務
内国為替取扱高 （単位：千口、億円）

平成13年度 平成14年度

送金為替 各地へ向けた分　　口数 37,331 37,798
金額 290,979 289,078

各地より受けた分　口数 37,998 38,798
金額 303,526 291,137

代金取立 各地へ向けた分　　口数 191 179
金額 2,980 2,946

各地より受けた分　口数 26 21
金額 179 133

外国為替取扱高 （単位：百万米ドル）

平成13年度 平成14年度

仕向為替 売渡為替 7,588 4,364
買入為替 254 288

被仕向為替 支払為替 7,349 3,996
取立為替 505 599

合計 15,697 9,249

外貨建資産残高 （単位：百万米ドル）

平成13年度 平成14年度
国内 海外 合計 国内 海外 合計

外貨建資産残高 1,103 2,086 3,190 930 2,203 3,133

為替・国際業務

（注）上記取扱高は、海外店分を含んでおります。

有価証券の残存期間別残高 （単位：億円）

１年超 ３年超 ５年超 ７年超 期間の定め
１年以下 ３年以下 ５年以下 ７年以下 １０年以下 １０年超 のないもの 合計

平成13年度 国債 1,846 739 1,586 — 191 944 — 5,307
地方債 28 128 373 18 52 — — 600
社債 381 1,064 1,624 45 50 17 — 3,184
株式 ／ ／ ／ ／ ／ ／ 1,720 1,720
その他の証券 476 1,372 912 103 185 48 160 3,259
うち外国債券 461 1,314 895 91 110 48 56 2,978
外国株式 ／ ／ ／ ／ ／ ／ 10 10

貸付有価証券 — — — — — — — —

平成14年度 国債 2,370 333 1,065 — — 1,023 — 4,793
地方債 71 261 221 — 88 — — 642
社債 528 1,503 1,611 30 58 12 — 3,744
株式 ／ ／ ／ ／ ／ ／ 1,288 1,288
その他の証券 570 1,332 592 150 92 127 131 2,996
うち外国債券 557 1,271 579 137 39 127 54 2,768
外国株式 ／ ／ ／ ／ ／ ／ 0 0

貸付有価証券 — — — — — — — —

公共債引受実績 （単位：億円）

平成13年度 平成14年度

国債 698 549
地方債・政府保証債 721 870

合計 1,420 1,419

公共債及び証券投資信託の窓口販売実績 （単位：億円）

平成13年度 平成14年度

国債 220 114
地方債・政府保証債 36 85

合計 256 200

証券投資信託 713 1,297
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時価等情報
■有価証券関係
（注）貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」「特定取引有価証券」「その他の特定取引資産」中の譲渡性

預け金及びコマーシャル・ペーパー、並びに「預け金」中の譲渡性預け金も含めて記載しております。

満期保有目的の債券で時価のあるもの
平成１３年度及び平成１４年度とも該当ありません。

当期中に売却した満期保有目的の債券
平成１３年度及び平成１４年度とも該当ありません。

売買目的有価証券 （単位：百万円）

平成13年度 平成14年度

貸借対照表計上額
前期の損益に含まれた

貸借対照表計上額
当期の損益に含まれた

評 価 差 額 評 価 差 額

売買目的有価証券 229,767 89 242,004 50

その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

平成13年度

取 得 原 価
貸借対照表

評 価 差 額
計 上 額 うち益 うち損

株 　 　 　 式 152,181 160,768 8,587 20,461 11,873
債 　 　 　 券 895,661 902,849 7,187 7,618 431

国 債 529,030 530,751 1,720 1,900 179
地方債 57,996 60,091 2,094 2,096 1
社 債 308,634 312,006 3,372 3,621 249

そ 　 の 　 他 321,071 313,310 △ 7,760 2,422 10,183
合 　 　 　 計 1,368,914 1,376,928 8,013 30,501 22,488

（単位：百万円）

平成14年度

取 得 原 価
貸借対照表

評 価 差 額
計 上 額 うち益 うち損

株 　 　 　 式 137,009 117,061 △ 19,948 7,040 26,988
債 　 　 　 券 907,169 911,262 4,093 6,201 2,107

国 債 480,601 479,345 △ 1,255 837 2,093
地方債 62,617 64,233 1,616 1,616 —
社 債 363,950 367,683 3,732 3,747 14

そ 　 の 　 他 296,498 296,703 204 5,676 5,471
合 　 　 　 計 1,340,678 1,325,027 △ 15,650 18,917 34,568
（注）１.貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

２.その他有価証券で時価のある株式等について、平成１３年度においては３３,０４２百万円、平成１４年度においては１５,１９３百万円の減損処理を行っております。なお、著しく下落したと判断する基準は、
期末時価が取得原価に比べ５０％以上下落したものは全て、３０％以上５０％未満下落したものは信用リスクに係る評価結果を加味したものであります。

当期中に売却したその他有価証券 （単位：百万円）

平成13年度 平成14年度

売 却 額
売却益の 売却損の

売 却 額
売却益の 売却損の

合 計 額 合 計 額 合 計 額 合 計 額

その他有価証券 179,615 3,872 209 438,056 6,201 399
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■その他有価証券評価差額金
（単位：百万円）

平成13年度 平成14年度

評価差額（その他有価証券） 8,013 △15,650

（＋）繰延税金資産（又は（△）繰延税金負債） △ 3,309 6,307

その他有価証券評価差額金 4,703 △ 9,343

その他有価証券のうち満期がある債券の償還予定額 （単位：百万円）

平成13年度

１年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

債 　 　 　 券 225,668 551,627 35,800 96,159
国 債 184,629 232,589 19,104 94,427
地方債 2,856 50,138 7,096 —
社 債 38,182 268,899 9,599 1,732

そ 　 の 　 他 47,637 229,191 28,846 4,847
合 　 　 　 計 273,306 780,818 64,646 101,007

（単位：百万円）

平成14年度

１年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

債 　 　 　 券 297,059 499,662 17,721 103,567
国 債 237,062 139,957 — 102,326
地方債 7,105 48,292 8,836 —
社 債 52,891 311,413 8,885 1,241

そ 　 の 　 他 57,006 193,053 24,283 12,776
合 　 　 　 計 354,066 692,715 42,005 116,343

■金銭の信託関係
運用目的の金銭の信託 （単位：百万円）

平成13年度 平成14年度

貸借対照表計上額
前期の損益に含まれた

貸借対照表計上額
当期の損益に含まれた

評 価 差 額 評 価 差 額

運用目的の金銭の信託 9,534 11 12,372 △ 38

満期保有目的の金銭の信託
平成１３年度及び平成１４年度とも該当ありません。

その他の金銭の信託
（運用目的及び満期保有目的以外）

平成１３年度及び平成１４年度とも該当ありません。

時価のない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額 （単位：百万円）

平成13年度 平成14年度

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式
子 会 社 ･ 子 法 人 等 株 式 5,921 5,886

そ の 他 有 価 証 券
非上場株式（店頭売買株式を除く） 6,458 5,855
非 上 場 外 国 証 券 12,226 3,034
私 　 募 　 社 　 債 6,406 6,748

保有目的を変更した有価証券
平成１３年度及び平成１４年度とも該当ありません。
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デリバティブ
取引の時価等に関する事項
金利関連取引 （単位：百万円）

平成13年度

契約額等 時価 評価損益うち１年超

金 利 先 物
売　　　　　　　建 99 － △ 0 △ 0
買　　　　　　　建 － － － －

金　　　利 売　　　　　　　建 － － － －
オプション 買　　　　　　　建 － － － －
金 利 先 売　　　　　　　建 － － － －
渡 契 約 買　　　　　　　建 － － － －

金　　　利
受取固定・支払変動 168,643 137,443 3,460 3,460

ス ワッ プ
受取変動・支払固定 163,462 131,129 △ 3,286 △ 3,286
受取変動・支払変動 1,049 1,049 △ 9 △ 9

金　　　利 売　　　　　　　建 － － － －
オプション 買　　　　　　　建 － － － －

そ　の　他
売　　　　　　　建 17,350 17,350 △ 21 △ 21
買　　　　　　　建 9,600 9,100 10 10

合　　 計 ／ ／ 153 153

取
引
所

店

頭

通貨関連取引

（単位：百万円）

平成14年度

契約額等 時価 評価損益うち１年超

金 利 先 物
売　　　　　　　建 — — — —
買　　　　　　　建 — — — —

金　　　利 売　　　　　　　建 — — — —
オプション 買　　　　　　　建 — — — —
金 利 先 売　　　　　　　建 — — — —
渡 契 約 買　　　　　　　建 — — — —

金　　　利
受取固定・支払変動 198,443 157,681 3,682 3,682

ス ワッ プ
受取変動・支払固定 192,009 151,519 △ 3,003 △ 3,003
受取変動・支払変動 946 351 △ 11 △ 11

金　　　利 売　　　　　　　建 — — — —
オプション 買　　　　　　　建 — — — —

そ　の　他
売　　　　　　　建 67,435 63,405 113 113
買　　　　　　　建 38,800 35,300 81 81

合　　 計 ／ ／ 861 861
（注）１. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

２. 時価の算定
取引所取引につきましては、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。店頭取引につきましては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

（単位：百万円）

平成13年度

契約額等 時価 評価損益うち１年超

通貨スワップ 47,766 29,497 16 16

為 替 予 約
売　　　　　　　建 — — — —
買　　　　　　　建 — — — —

通　　　貨 売　　　　　　　建 — — — —
オプション 買　　　　　　　建 — — — —

そ　の　他
売　　　　　　　建 — — — —
買　　　　　　　建 — — — —

合　　 計 ／ ／ 16 16

取
引
所

店

頭

店

頭
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株式関連取引
平成１３年度及び平成１４年度とも該当ありません。

（単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
契約額等 契約額等

通　　　貨 売　建 — —
先　　　物 買　建 — —
通　　　貨 売　建 — —
オプション 買　建 — —
為　　　替 売　建 3,555 3,303
予　　　約 買　建 4,113 2,517
通　　　貨 売　建 27,226 11,277
オプション 買　建 27,009 11,277

そ　の　他
売　建 — —
買　建 — —

取
引
所

店

頭

債券関連取引 （単位：百万円）

平成13年度

契約額等 時価 評価損益
うち１年超

債 券 先 物
売　建 2,891 ー △ 5 △ 5
買　建 3,827 ー 35 35

債 券 先 物 売　建 ー ー ー ー
オプション 買　建 ー ー ー ー

債 券 店 頭 売　建 ー ー ー ー
オプション 買　建 ー ー ー ー

そ　の　他
売　建 ー ー ー ー
買　建 ー ー ー ー

合　　　 計 ／ ／ 29 29

取
引
所

店

頭

また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等のうち、期末日に引直しを行い、その損益を損益計算書に計上しているもの、及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権
債務等の貸借対照表表示に反映されているものについては、上記記載から除いております。

引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、次のとおりであります。

期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（単位：百万円）

平成13年度 平成14年度
契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

通貨スワップ 16,876 △ 40 △ 40 37,233 △ 80 △ 80

（単位：百万円）

平成14年度

契約額等 時価 評価損益うち１年超

通貨スワップ 188,503 150,622 149 149

為 替 予 約
売　　　　　　　建 — — — —
買　　　　　　　建 — — — —

通　　　貨 売　　　　　　　建 — — — —
オプション 買　　　　　　　建 — — — —

そ　の　他
売　　　　　　　建 — — — —
買　　　　　　　建 — — — —

合　　 計 ／ ／ 149 149
（注）１. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び下記注３.の取引は、上記記載から除いております。

２. 時価の算定
割引現在価値等により算定しております。

３.「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号）に規定する経過措置に基づき、期間損益計算を行っ
ている通貨スワップ取引については、上記記載から除いております。

店

頭
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金融派生商品及び先物外国為替取引 （単位：億円）

契約金額・想定元本額 与信相当額

平成13年度 平成14年度 平成13年度 平成14年度
金利スワップ 4,929 5,057 73 76
通貨スワップ 647 2,098 24 99
先物外国為替取引 191 199 2 2
その他の金融派生商品 366 500 5 7
合計 6,134 7,856 106 185

（単位：億円）

契約金額・想定元本額

平成13年度 平成14年度
先物外国為替取引 53 231
金利オプション（売） — —
金利オプション（買） — —
その他の金融派生商品 53 17
合計 106 248

与信関連取引 （単位：億円）

契約金額

平成13年度 平成14年度
コミットメント 22,265 21,431
保証取引 1,245 963
合計 23,510 22,394

オフバランス

（注）１.上記計数は、自己資本比率（国際統一基準）に基づくものであり、与信相当額の算出に当たってはカレント・エクスポージャー方式によっております。
２.与信相当額については、ネッティング（取引相手と結んだ全てのオフバランス取引の時価評価額を相殺し、ネットアウト後の金額を与信相当額とするもの）は行っておりません。
３.なお、国際統一基準の対象となっていない取引所取引、原契約期間が１４日以内の外国為替関連取引等の契約金額・想定元本額は次のとおりです。

商品関連取引
平成１３年度及び平成１４年度とも該当ありません。

クレジットデリバティブ取引
平成１３年度及び平成１４年度とも該当ありません。

（単位：百万円）

平成14年度

契約額等 時価 評価損益
うち１年超

債 券 先 物
売　建 1,570 ー △ 3 △ 3
買　建 857 ー 0 0

債 券 先 物 売　建 ー ー ー ー
オプション 買　建 ー ー ー ー

債 券 店 頭 売　建 ー ー ー ー
オプション 買　建 ー ー ー ー

そ　の　他
売　建 ー ー ー ー
買　建 ー ー ー ー

合　　　 計 ／ ／ △ 2 △ 2

取
引
所

店

頭

（注）１. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、該当ありません。
２. 時価の算定
取引所取引につきましては、東京証券取引所等における最終の価格によっております。店頭取引につきましては、オプション価格計算モデル等により算定しております。
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経営諸比率

利益率 （単位：％）

平成13年度 平成14年度

総資産経常利益率 — 0.23

資本経常利益率 — 5.77

総資産当期純利益率 — 0.11

資本当期純利益率 — 2.77
（注）平成１３年度は、経常損失、当期純損失となったため、利益率は記載しておりません。

利鞘 （単位：％）

平成13年度 平成14年度
国内業務部門 国際業務部門 計 国内業務部門 国際業務部門 計

資金運用利回り 1.91 2.81 2.09 1.77 1.99 1.85

資金調達原価 1.19 2.90 1.42 1.07 2.02 1.18

総資金利鞘 0.72 △ 0.09 0.67 0.70 △ 0.03 0.67

従業員１人当たりの預金・貸出金 （単位：億円）

平成13年度 平成14年度
国内店 海外店 全店 国内店 海外店 全店

預金 17 110 18 19 80 19

貸出金 14 16 14 15 13 15

１店舗当たりの預金・貸出金 （単位：億円）

平成13年度 平成14年度
国内店 海外店 全店 国内店 海外店 全店

預金 490 554 491 506 404 504

貸出金 405 84 399 407 67 400

預貸率・預証率 （単位：％）

平成13年度 平成14年度
期末 期中平均 期末 期中平均

預貸率 国内業務部門 80.23 83.08 78.72 80.58

国際業務部門 31.64 31.79 19.33 32.21

計 79.07 81.22 77.32 79.27

預証率 国内業務部門 15.61 15.60 15.10 13.89

国際業務部門 171.87 112.99 163.03 138.99

計 19.35 19.13 18.57 17.29

（注）１.預金額には譲渡性預金を含んでおります。
２.従業員数は期中平均人員を使用しております。なお、国内の従業員数には本部人員を含んでおります。

（注）１.預金額には譲渡性預金を含んでおります。
２.店舗数には出張所を含んでおりません。
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従業員・店舗の推移
従業員の状況／旧基準

平成13年度
従業員数 平均年齢 平均勤続年数 平均給与月額

男性 2,649（人） 40（歳） 8（月） 18（年） 1（月） 534,304（円）
事務員 女性 1,471 34 2 14 2 282,666

計 4,120 38 4 16 8 442,923
男性 140 54 7 12 5 332,703

庶務行員等 女性 — — — —
計 140 54 7 12 5 332,703

合　計 4,260 38 10 16 6 439,185

海外現地職員 24 — — —

平成14年度
従業員数 平均年齢 平均勤続年数 平均給与月額

男性 2,568（人） 41（歳） 0（月） 18（年） 4（月） 538,543（円）
事務員 女性 1,366 35 1 15 1 283,306

計 3,934 38 11 17 3 448,682
男性 125 54 11 13 1 329,516

庶務行員等 女性 — — — —
計 125 54 11 13 1 329,516

合　計 4,059 39 5 17 1 444,963

海外現地職員 23 — — —

嘱託及び臨時従業員 （単位：人）

平成13年度 平成14年度
嘱託 88 80
臨時従業員 1,277 1,372
（期中平均） (1,123) (1,339)

地域別店舗数 （単位：店）

平成13年度 平成14年度
千葉県 153 152
うち出張所 13 12
特別出張所 6 6
仮想店鋪 2 2

東京都 8 8
その他府県 1 1
海外 3 3
合計 165 164
両替出張所 2 2
海外駐在員事務所 2 2
店舗外現金自動設備 7,872 10,131
うちコンビニATM「E-net」 4,011 4,714
アイワイバンク銀行との提携による共同ATM 3,573 5,160

（注）１.従業員数は出向人員を含んでおり、嘱託及び臨時従業員を含んでおりません。
２.平均給与月額は、３月の時間外手当を含む平均給与月額であり、賞与を除くものです。

従業員の状況／新基準
平成13年度 平成14年度

従業員数 3,760（1,216）（人） 3,623（1,419）（人）
平均年齢 37.6（歳） 38.4（歳）
平均勤続年数 15.3（年） 16.1（年）
平均年間給与 7,519（千円） 7,413（千円）
（注）１.従業員数は海外の現地採用者、嘱託及び臨時従業員は含んでおりません。

２.海外の現地採用者、嘱託及び臨時従業員数は（ ）内に年間の平均人員を外書きで記載しております。
３.平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。
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決算公告（写）銀行法第２０条に基づいて、下記の決算公告を新聞紙に掲載しました。なお、同法第２１条第１項及び第２項の規定により、本決算公告を本誌に掲載しています。



単体情報
銀行法施行規則第１９条の２

１. 概況及び組織に関する事項

（１）経営の組織 ３７

（２）大株主一覧 ７５

（３）役員 ３６

（４）店舗一覧 ３８～４３

２. 主要な業務の内容 ２６

３. 主要な業務に関する事項

（１）営業の概況 ４６～４９

（２）主要な経営指標の推移 ４９

経常収益、経常利益又は経常損失、当

期利益又は当期損失、資本金及び発行

済株式の総数、純資産額、総資産額、預

金残高、貸出金残高、有価証券残高、単

体自己資本比率、配当性向、従業員数

（３）業務に関する指標

①主要な業務の状況を示す指標

ア.業務粗利益・業務粗利益率 ７７

イ.資金運用収支、

役務取引等収支等 ７７

ウ.資金運用勘定・調達勘定の

平均残高等、資金利ざや ７８、９０

エ.受取利息・支払利息の増減 ７８

オ.経常利益率 ９０

カ.当期純利益率 ９０

②預金に関する指標

ア.預金科目別残高 ７９

イ.定期預金の

残存期間別残高 ７９

③貸出金等に関する指標

ア.貸出金残高 ８０

イ.貸出金の残存期間別残高 ８１

ウ.貸出金、支払承諾見返の

担保別内訳 ８２

エ.貸出金使途別内訳 ８２

オ.貸出金業種別内訳 ８０

カ.中小企業等向け貸出金 ８１

キ.特定海外債権残高 ８２

ク.預貸率 ９０

④有価証券に関する指標

ア.商品有価証券の種類別平均残高 ８３

イ.有価証券の種類別の

残存期間別残高 ８４

ウ.有価証券種類別残高 ８３

エ.預証率 ９０

４. 業務運営に関する事項

（１）リスク管理の体制 ２０～２３

（２）法令遵守の体制 １８～１９

５. 財産の状況に関する事項

（１）貸借対照表、損益計算書、

利益処分計算書 ７０～７４

（２）リスク管理債権額 １６、８２

破綻先債権、延滞債権、３カ月以上延滞

債権、貸出条件緩和債権

（３）自己資本の充実の状況 ７６

（４）時価等情報

①有価証券の時価等情報 ８５～８６

②金銭の信託の時価等情報 ８６

③デリバティブ取引情報 ８７～８９

（５）貸倒引当金期末残高

及び期中増減額 ８１

（６）貸出金償却額 ８２

（７）商法特例法による

会計監査人の監査 ７０

（８）証券取引法に基づく監査証明 ７０

金融機能の再生のための緊急措置に
関する法律施行規則第６条

資産の査定の公表 １７、８２

正常債権、要管理債権、危険債権並びに破

産更生債権及びこれらに準ずる債権

連結情報
銀行法施行規則第１９条の３

１.銀行及び子会社等の概況に関する事項

（１）主要な事業の内容、

組織の構成 ５０～５１

（２）子会社等に関する情報 ５１

名称、所在地、資本金、事業内容、設立

年月日、当行議決権比率、子会社等議

決権比率

２.銀行及び子会社等の主要な業務に関する

事項

（１）営業の概況 ４６～４７

（２）主要な経営指標の推移 ４７

経常収益、経常利益又は経常損失、当

期純利益又は当期純損失、純資産額、

総資産額、連結自己資本比率

３.銀行及び子会社等の財産の状況に関する

事項

（１）連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結剰余金計算書 ５２～５７

（２）リスク管理債権額 ５９

破綻先債権、延滞債権、３カ月以上延滞

債権、貸出条件緩和債権

（３）自己資本の充実の状況 ５８

（４）セグメント情報 ５９

（５）証券取引法に基づく監査証明 ５２
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